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　新潟市は，広域合併から11年目，本州日本海側初の政令指定都市移行から９年目を迎えます。これ

まで，「新・新潟市総合計画」に基づき，「地域」「大地」「世界」の３つをキーワードに，かつてない新し

い大都市を目指して，政令指定都市の土台づくりを進めてきました。そして今，その土台は良い形で

出来上がったと感じています。

　今後は，急激に進む人口減少，少子・超高齢化に向けて，持続可能なまちづくりを進めることが最

重要課題です。このような時代の潮流の中，今後８年間で本市が目指す姿の実現に向けた取組みを，

市民の皆さまと共有し，協働でまちづくりを進めるため，将来像を分かりやすくお伝えすることに重

点を置き，「にいがた未来ビジョン」（新潟市総合計画）を策定しました。

　本市の未来を市民の皆さまと共有するため，策定の初期段階から，幅広い世代や分野を対象とした

ワークショップを開催したほか，区自治協議会や地域コミュニティ協議会など各種団体との意見交換

やシンポジウム，大学生や県外在住の方へのアンケートを実施するなど，多様なご意見をいただく市

民参加の機会を設けながら検討を進めてきました。

　また，総合計画審議会で，さまざまな立場の方からご審議・ご検討いただくとともに，市議会にお

いては，総合計画特別委員会が設置され，ご議論をいただきました。ビジョン策定にご尽力，ご協力

いただきました皆さまに心からお礼を申し上げます。

　本市のまちづくりは，さらなる成長へ向けた新たなステージへと移行します。「安心政令市にいがた」

の実現を目指し，本市が誇る「地域力・市民力」，「大地・田園の力」，「日本海拠点の活力」を活かしながら，

新潟の可能性を最大限に切り開いていきます。また，新潟暮らしの良さに磨きをかけ，弱点は克服し

ていく取組みを進め，21世紀にふさわしい豊かな暮らしを新潟から構築していきます。

平成27年４月
新潟市長　　篠　田　　昭

はじめに



新潟市民憲章
わたしたちのめざす新潟

信濃、阿賀野のゆたかな川の流れが海にそそぎいるところ、
ここがわたしたちのまち新潟。日本海に沈む夕日が美しい。
海のかなたの国ぐににむけて開かれたこの港まちは、
流れのほとりの木のように、いよいよ育ち、栄えている。

人びとは、昔から、力を合わせ、ねばり強く、
この自由な開かれたまちを築いてきた。

さあ、わたしたちも、いま、たしかな一歩を踏み出そう。
わたしたちが望む新潟をめざして！

ゆたかな海の幸と田畑のみのり。
新潟は、自然がいかされ、まもられるまち。

働くよろこび、憩いの静けさ。
新潟は、活気にあふれ、落ちつきのあるまち。

すこやかな生活は、わたしたちすべての願い。
新潟は、みんなで生きるために、助け合うまち。

はぐくむ心が、いのちを育てる。
新潟は、一人ひとりが大切にされ、いかされるまち。

海のむこうは、友となる国ぐに。
わたしたちは、世界の平和のかけ橋となる。

（平成元年４月１日制定）



市の木　ヤナギ

市の花　チューリップ

市の鳥　ハクチョウ
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計画の構成

　この計画は，本市が目指す姿の実現に向けたまちづくりについて示すものであり，「基本構想」
「基本計画」「実施計画」で構成します。
　「基本構想」は，本市の将来に向けたまちづくりの理念と，目指す都市像について示したもの
です。
　「基本計画」は，基本的な政策や施策，土地利用の方向性，区ビジョン基本方針などを示した
ものです。
　「実施計画」は，基本計画で示された施策の実現に向けた具体的な取組みを示したものです。

にいがた未来ビジョン

毎年度予算・事業実施

区
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ョ
ン
ま
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分
野
別
計
画

実施計画
２年間

基本計画で示した施策を
実現するための具体的な取組み
※変化の激しい社会・経済状況に機敏に
  対応するため２年ごとに策定します。

基本計画
８年間

基本的な政策や施策，
土地利用の基本的な方向性など

基本構想
８年間

まちづくりの理念と
目指す都市像

都市像

具体的な
取組み

政策

施策

より具現化

より具現化

実施
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計画の期間

計画のポイント

　基本構想・基本計画は，平成27年度から平成34年度までの8年間における本市の目指す姿（都
市像）を示す計画とし，その実現に向けた政策と施策について掲載しています。
　また，施策の実現に向けた具体的取組みを掲載する実施計画については，変化の激しい社会・
経済状況に機敏に対応するため2年ごとに策定し進捗管理を行います。

H27年度 28 29 30 31 32 33 34

基本構想

基本計画

実施計画

●協働のパートナーである市民の皆さまに本市の将来をわかりやすく示します。
●持続可能な財政運営などの観点から「選択と集中」を図ります。
●社会・経済状況の変化へ機敏に対応します。

概ね平成34年度を目標年次とします。

平成34年度までの８年間を計画期間とします。
ただし，大きな社会・経済状況の変化などにより必要に応じ見直します。

計画の着実な推進のため，社会・経済状況の変化を踏まえ，２年間の実施計画を策定し，具体的な取組みを示します。
また，実施計画に基づき，毎年度の予算編成により緊急性や財政状況を踏まえながら予算化を行います。
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Ⅰ 基本構想

　本市は，平成17年3月及び10月の広域合併により，古くより互いに支え合ってきた新潟湊
のまちと田園が一体となり，さらに平成19年4月より本州日本海側初の政令指定都市として歩
みはじめました。
　「新・新潟市総合計画」に政令指定都市移行と同時に着手し，共に支え合い，共に学び合って，
「共に育つ」ことを大きな理念としながら，これまで「拠点化」と「個性化」を軸としたまちづくり
を進めてきました。
　市民と行政が協働し，区を一つの単位とした特色あるまちづくりを進め，区自治協議会や地
域コミュニティ協議会などを通じ，一体となって地域力・市民力を発揮し，「地域と共に育つ」
分権型政令市へと大きく前進してきました。
　また，田園地域と都市地域が互いに恵み合い，都市と自然・田園が調和するまちづくりを進
めることにより，新潟の持つ歴史，文化に新たな光を当ててきました。「食と花」を最大限活か
し「大地と共に育つ」本市の個性を伸ばすとともに，本州日本海側の重要な位置で北東アジアに
向かい合う地理的優位性と，国際拠点港湾新潟港や国際空港，高速交通網などの都市基盤を活
かしたまちづくりにより「世界と共に育つ」本市の拠点性を高めてきました。
　さらに，市民の安心でいきいきとした暮らしの基礎ともいえる身近な安全の土台を固めてき
ました。助け合いによる健やかな暮らしづくりや，公共交通の充実など快適な暮らしづくりに
よる「安心と共に育つ」新潟づくり，政令指定都市の権限を活かした，学・社・民の融合による
教育の推進により，子どもと地域が共に学ぶことのできる場の充実，新しい文化と価値の創造
など「市民が共に育つ」まちづくりを進めてきました。
　これらの取組みを81万市民がそれぞれの立場で進め，政令指定都市としての土台を築きあ
げてきました。
　政令指定都市移行から8年を経る間，中越沖地震，リーマンショックに端を発する世界的金
融危機，3.11大震災など，当初予測できなかったさまざまなことが発生しました。
　今後は，さらなる環境変化に加え，急激な人口減少，少子・超高齢化の進行によるさまざま
な影響への対応が求められます。
　また，本市を取り巻くこれらの環境変化のなかにあっても，これまで以上に拠点性や個性を
高め，市民生活を向上させることや，国，県の中における本市の役割を果たしていかなければ
なりません。
　市民が明るく健やかに住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう，本計画において，
本市が目指す都市像を掲げ，まちづくりの主役である市民と共有し協働していきます。

策定趣旨１
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　これまで81万市民は，地域力・市民力，湊や田園に育まれた文化，開港都市としての拠点
性など，「地域」，「大地」，「世界」の力をまちづくりに活かし，市民一人ひとりの安心を共に育
ててきました。
　しかし，本市は，過去に経験したことのない急激な人口減少，少子・超高齢社会を迎えてお
り，今後は，さらに厳しい時代となることが見込まれます。今こそ，81万市民の総力を結集し，
これまで育ててきた多くの個性や強みを活かしながら，持続可能なまちづくりを進め，安心で
健康な暮らしとまちの発展を実現させ，将来の世代に引き継いでいかなければなりません。

　政令指定都市としての第2ステージを迎えた本市は，強い絆で結ばれた「地域」が主役となり，
超高齢社会に対応した支え合いの仕組みづくり，子どもたちの健やかな育ちや学びを地域全体
で支援する子育てにやさしい環境づくり，地域力を活かした協働によるまちづくりを進めるこ
とで，ずっと安心で安全な暮らしの実現を目指します。
　また，豊かな自然，田園からなる「大地」の持つ力・資源を最大限に引き出し，有効活用する
ことで，子育て環境や健康づくり，まちの魅力向上，資源循環型社会の実現，魅力ある働き方
などを創り上げ，新潟にしかない豊かな暮らしの実現を目指します。
　さらに，環日本海に位置し「世界」とつながる開港都市としての拠点性を活かし，国や新潟県
における本市の役割を果たすことで，雇用創出や都市の活力と存在感を高めると同時に，市民，
文化，経済など，さまざまな交流，共生関係を創造的に実践・構築し，環日本海から世界の非
核，平和に積極的に貢献します。

　大きな安心の中で，生まれ育ち，集い，高め合う，活力あるまちとして，さらなる成長を目
指すため，この2つの理念を掲げ，まちづくりを進めます。

まちづくりの理念２

地域・田園・自然の力を活かし，健康で安心に暮らせるまちづくり

日本海開港都市の拠点性を活かし，創造的に発展を続けるまちづくり
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Ⅰ 基本構想

　本市の将来像をまちづくりの主役である市民と共有し，未来に向けた都市づくりを協働で進
めるため，「まちづくりの理念」に基づいて，本市が実現を目指す８年後の都市像を描きます。

　共助と協働の輪が広がり，一人ひとりの人権が尊重され，男女共同参画が進むことにより，
性別や年齢などに関わらず誰もが安心して暮らせる社会，持続可能な市民自治の仕組みができ
ています。その土台の上で，地域の歴史と文化を活かした，個性的で真に自立度の高いまちづ
くりが進んでいます。 
　それぞれの地域では，高齢者をはじめ誰もが安全で快適に暮らせる地域づくりにより，地域の
住民がお互いに助け合い，市民一人ひとりが住み慣れた地域でずっと安心して暮らしています。
　若者が地域に住まい，働き，子どもを安心して産み育てられるまちが形成され，子どもをは
じめ，地域と家庭に笑顔があふれています。
　学・社・民の融合による教育の推進とともに，農業体験など地域の特長を活かした教育環境
が整うことで，地域に誇りをもち，自分の力に自信をもつ心豊かな子どもたちがたくましく成
長するなど，市民一人ひとりが学び高め合っています。 
　本市は，これまで培われてきた地域の絆を大切にし，市全体の一体感を保ちながら，生活の
それぞれの場面がしっかりとつながることで，地域力と市民力が発揮され，子どもから高齢者
まで共に生涯楽しく元気に暮らすまちが実現しています。

目指す都市像３

都市像

Ⅰ　市民と地域が学び高め合う，安心協働都市

Ⅱ　田園と都市が織りなす，環境健康都市

Ⅲ　日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市

市民と地域が学び高め合う，安心協働都市都市像Ⅰ
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　本市は，湊町として栄えてきた拠点性と，日本海，二つの大河，潟など多彩な水辺空間，豊
かに広がる田園や里山などの自然環境を併せもっており，それらが織りなす魅力にあふれたま
ちづくりが進んでいます。
　それぞれの地域では，暮らしの中に農業体験や豊かな食文化などが根付き，一人ひとりの市
民がまちに対する誇りや愛着をもちながら，食と農を通じたさまざまな域内交流が活発に行わ
れるなど，市民がいきいきと暮らし，まちの魅力が向上しています。
　地域の豊かな魅力が活かされ，公共交通により誰もが容易に行けるまちなかでは，高齢者や
若者など，多くの人が集い，にぎやかで活気にあふれており，人と環境にやさしい元気で快適
なまちづくりが進んでいます。
　豊かな自然や田園と都市が共存する本市の特徴を活かすことで，ほかの大都市にはない魅力
ある働き方が生まれ，仕事を求める誰もが，それぞれにふさわしい働き方により社会で自己実
現を果たし，いきいきと輝いています。

　本市が誇る農業や食をはじめとする個性と拠点性が活かされ，既存産業の高度化やさまざま
な魅力的な産業の創出が図られるとともに，太平洋側に偏っている機能の日本海側への移転が
進み，大規模災害に対する国土の安全性が高まり，まちの成長につながっています。
　産業が生まれ育つことで，多くの魅力的な雇用の場が創出され，都市の活力に満ちあふれて
います。そして，魅力的な雇用の場は首都圏などからの多くのＩターン，Ｕターンにもつなが
り，都市の活力が増しています。
　食と花や自然，文化やスポーツなど本市の魅力を発揮し，人，物など多様な交流が盛んに行
われ市内経済の活性化が図られています。
　環日本海の開港都市として世界に開かれた本市の魅力は，国を越えて注目され，さまざまな
分野における交流が創造されており，世界の非核，平和，共生に本市が積極的に貢献しています。
　本州日本海側唯一の政令指定都市である本市は，その拠点性と，食と花に代表される豊かな
個性を活かして，さまざまな交流をつなぎ，発展を続けています。

田園と都市が織りなす，環境健康都市都市像Ⅱ

日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市都市像Ⅲ
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（1）都市像を実現するために目指す姿・取り組む方向性

　基本構想で示す都市像を実現するために8年後の市民やまち，都市のそれぞれの姿をあらわします。

（1）都市像を実現するために目指す姿・取り組む方向性
１　総論

市民と地域が学び高め合う，安心協働都市都市像Ⅰ

ずっと安心して暮らせるまち

8年後の姿

～ 安全で快適な地域環境が整い，地域の住民が強い絆で結ばれ，お互いに助け
合い，市民一人ひとりが住み慣れた地域で安心して暮らしています～

● 高齢者や障がいのある人など誰もが住み慣れた地域で安心して暮らしてい
ます。
●誰もが移動しやすいまちづくりが進んでいます。
●市民の人権と安全が確保され安心して暮らしています。

男女共同参画の推進・子どもを安心して産み育てられるまち

8年後の姿

～ 子どもを安心して産み育てることができ，子どもたち一人ひとりが健やかに
育ち，全ての地域と家庭に笑顔があふれています～

●社会の宝である子どもが，地域のなかで，健やかに育っています。
●一人ひとりが望む妊娠，出産，子育てができる環境が整っています。
● 男女共同参画が進み，男女ともに仕事と子育てが両立できる職場の環境づく
りが進んでいます。
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学・社・民の融合による教育を推進するまち

8年後の姿

～ 学・社・民の融合による人づくり，地域づくり，学校づくりが進み，自立し
た学びと開かれた学びを支援する環境が整い，市民一人ひとりが学びお互い
を高め合っています～

●自分の力に自信をもち，世界と共に生きる心豊かな子どもが育っています。
●生涯を通じて学び育ち，創造力と人間力あふれる市民が育っています。
●自立した学びと開かれた学びを支援する学習環境が整っています。

地域力・市民力が伸びるまち

8年後の姿

～ 市民との協働によるまちづくりが進み，地域づくりを担う人材が多く育ち，
地域力・市民力が高く持続可能で魅力のあるまちとなっています～

●市民との協働によるまちづくりが進んでいます。
●さまざまな場面で活躍する地域づくりの担い手が育っています。
●地域が強い絆で結ばれ，自立度の高いまちづくりが進んでいます。
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（1）都市像を実現するために目指す姿・取り組む方向性

地域資源を活かすまち

8年後の姿

～ 田園と都市のそれぞれの魅力が調和し，農業体験や豊かな食文化などによ
り，市民がまちに対する誇りや愛着をもちながら，さまざまな活動が行われ
るなど，市民がいきいきと暮らし，まちの魅力が向上しています～

● 「食と農」による地域づくりが進み，市民が「食文化」や「田園」に誇りをもって
います。

● 農業が果たす新たな価値が創り出され，さまざまな分野・産業との連携が広
がっています。
● 「水と土」などの地域の個性を活かしたまちづくりが進み，まちの魅力につな
がっています。

● 水辺や田園などの豊かな自然環境や，これまで受け継がれてきた歴史や文化
など，本市特有の地域資源を活用したさまざまな活動が行われています。

人と環境にやさしいにぎわうまち

8年後の姿

～ まち全体に活力があふれ，人と環境にやさしい快適なまちづくりが進んでい
るとともに，誰もが容易に行けるまちなかでは，それぞれの魅力と活気があ
ふれ，高齢者や若者など，多くの人が集い元気ににぎわっています～

● まちに若者が集い学べる創造的な場が創出されるなど，まちなかがにぎわっ
ています。
● 政令市新潟の顔としての都心の再生と，各地域の歴史や文化などの魅力を活
かしたそれぞれのまちなか活性化の両輪でのまちづくりが進んでいます。
● 公共交通・まちなか活性・健幸都市づくりが連動し，誰もが移動しやすく，
人々が楽しみながら健康になれる元気なまちなか環境が整っています。
●人と環境にやさしい快適なまちづくりが進んでいます。

田園と都市が織りなす，環境健康都市都市像Ⅱ
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誰もがそれぞれにふさわしい働き方ができるまち

8年後の姿

～ 仕事を求める誰もがそれぞれにふさわしい働き方をすることにより，社会で
自己実現を果たし，一人ひとりがいきいきと輝いています～

● 農業など本市の特性を活かした，さまざまな働き方ができる環境が整ってい
ます。

● 誰もがやりがいをもっていきいきと働き，社会で自己実現を果たしていま
す。

● ワーク・ライフ・バランスの考え方が，市民，企業に定着し実践され，一人
ひとりのやりがいや充実感につながっています。
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（1）都市像を実現するために目指す姿・取り組む方向性

役割を果たし成長する拠点

8年後の姿

～ 拠点性を活かしながら，我が国の経済成長や強靭な国土づくりへの役割を果
たしています～

● ニューフードバレーの形成により，食と農を通じた地域づくりや食品産業の
創業などが進み，世界の農業・食品産業の拠点となっています。
● 環日本海で重要な位置にある本市が拠点性を活かして我が国におけるゲー
トウェイ機能を発揮しています。
● 国土強靭化に向けた防災・救援首都の取組みが進み，日本海国土軸が形成さ
れ，首都圏の代替機能の強化に貢献しています。

雇用が生まれ活力があふれる拠点

8年後の姿

～ 産業が生まれ育ち，さまざまな人が働きがいをもてる魅力的な雇用の場が創
出され，都市の活力が満ちあふれています。また，魅力的な雇用の場は，市
外から人を引きつけています～

● 本市の特性を活かした成長産業が育ち，魅力的な雇用の場が創出されていま
す。
● 魅力的な雇用の場にあふれ，首都圏などからのＩターン，Ｕターンにつな
がっています。
●内発型産業が育ち，いきいきと働ける雇用の場の安定が図られています。

日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市都市像Ⅲ
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魅力を活かした交流拠点

8年後の姿

～ 食と花や自然，文化・スポーツなど本市の魅力を発揮し，人，物など多様な
交流が盛んに行われ市内経済の活性化が図られています～

● 食と花，文化・スポーツなど新潟の魅力と優れた拠点性を活かして，広域的
に交流人口が拡大し，まちが活性化しています。

● 信濃川と阿賀野川の2つの大河に育まれた本市のアイデンティティである
「水と土」から新たな魅力が創出されています。
● 多くの若者が知見を交換し合いにぎわう創造的な場が創出されています。

世界とつながる拠点

8年後の姿

～ 本市の魅力の発信は国を越えて注目され，さらに国内外との交流が広がり，
世界のさまざまな国の人が訪れて学び，働き，共に暮らす国際色豊かなまち
として知られています～

●多くの文化が共生する環境づくりが進んでいます。
●世界中から多くの人が訪れ，学び，働き，暮らしています。
● 世界各地との強固な信頼関係により，さまざまな分野で戦略的な国際交流を
行っています。

● さまざまな分野における交流の創造により，本市が世界の非核，平和，共生
に積極的に貢献しています。
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（2）土地利用方針

現状と課題

● 本市の空間的特徴は広大で美しい田園地域と海，川，潟といった水面が市街地と近接しているこ
とです。また，豊かな自然環境の代表でもある里山＊なども大きな魅力です。本市はこれらの自然・
田園と，北東アジア＊に向き合う地理的特性と都市基盤など日本海側の拠点都市としてふさわしい
姿を併せもっています。

●  本市の田園と市街地は，豊かな産物を生み出す大供給地である田園と大消費地である市街地が隣
り合う特徴を持っており，農産物直売所・農家レストラン＊などを通じて田園と市街地の交流が行
われるなど，互いに恵み合いながら共存し調和しています。

●  新・新潟市総合計画＊に基づき都市計画基本方針（都市計画マスタープラン）＊を策定し，それまで
の人口・経済の成長を前提とした市街地を拡大する都市づくりから，自然・田園と調和したまと
まりのある市街地を維持する方向へと舵を切りました。

●  本市は，活力低下が見受けられる古町，万代などの都心や各地域のまちなか＊を活性化するため，
各地域の自然，歴史，文化など特色を活かした取組みを進めてきました。

●  人口減少，少子・超高齢社会の進行に伴い，高齢者や障がいのある人，子どもなど誰もが安心し
て暮らせる都市づくりの必要性が高まっています。

●  環境に過度に負荷を与えないよう，自然・地球環境との共生による持続性を考慮した都市づくり
の必要性が高まっています。

●  合併により生まれた現在の新潟市は，それぞれの地域で育んできた歴史や個性を併せもっており，
それらを活かすことで魅力を向上させ，地域に対する市民の愛着や誇りをより確かなものにし，
都市の活力を維持向上していく必要があります。また，日本海側の拠点都市として市全体の個性
や特色を強化し，産業・観光面などにおいて存在感を高めていく都市づくりも必要とされています。  

●  市民の価値観やライフスタイルは多様化しており，都市は住むだけの場所ではなく，個々が望む，
より質の高い暮らしのできる場所，個々の価値観にあった住まいや活動を選択できる場所である
ことが求められています。

＊里山………………… 人里近くにある，生活に結びついた山。
＊北東アジア…………  ロシア極東及び東シベリア，中国東北三省及び内モンゴル自治区並びにモンゴル，朝鮮半島及び日本

を含む地域。
＊農家レストラン…… 農業者自ら生産した農畜産物又は地域で生産される農畜産物を主たる材料として調理して提供する施設。
＊新・新潟市総合計画 … 政令指定都市移行と同じ，平成19年4月にスタートした平成26年度までの8年間の本市の総合計画。
＊都市計画基本方針（都市計画マスタープラン）
　………………………  都市計画法に規定される，市町村の都市計画に関する基本的な方針。土地利用や都市の施設などの都

市空間整備に関する分野の都市づくりの指針。
＊まちなか…………… まちの中で中心的機能を有する範囲。地域拠点，商業系地域を中心とした旧来からの中心的地区。

（2）土地利用方針
１　総論
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土地利用の方針

～田園に包まれた多核連携型都市　新潟らしいコンパクトなまちづくり～
　　
　豊かな田園・自然に囲まれた市街地では，まちなかを中心としたまとまりのある（コンパクトな）
まちを形成し，各区の自立性を高めつつ，公共交通などの交通ネットワークにより，互いの連携を
高め，個性と魅力をもつ連合体としての多核連携型の都市構造により，新潟らしい，広大で美しい
自然・田園環境と市街地が共生する都市を維持していきます。

●多核：各区それぞれが，自立した個性ある生活圏となること 

　　⇒各区にはまとまりのある市街地と豊かな自然・田園がある 

　　⇒各市街地には地域性を活かしたそれぞれの「顔」「中心」となる場を持つ 

●連携：新潟市は個性ある8つの区の連携により発展する都市であること 

　　⇒利便性のある交通（幹線道路や公共交通機関）のネットワークにより，各区の連携を高める 

　　⇒ 各区が持つさまざまな機能（港，空港，文化施設や農業体験施設等の公共施設など）を連携さ

せ，市全体で活用する 

◆多核連携型都市

まとまりのあるまち
と豊かな自然・田園
があること

顔・中心（まちなか）
となる場を持つこと

それぞれが自立した
個性ある生活圏であ
ること

多核型都市

各区を結ぶ交通ネットワー
クにより，連合体としての
連携・一体性を高めること

連携する都市

区（生活圏）
まち（市街地）
まちなか（中心部）
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（2）土地利用方針

方針1 「市街地と自然・田園の維持」
　本市の特性である海，川，潟など広大で美しい自然，田園環境と市街地が共生する都市構造を将
来にわたって持続していきます。
　そのため，公共交通と連動した土地利用の推進を図るとともに，雇用の場の創出や交流人口＊の増
加，良好な都市空間の創出，農村集落の維持・活性化など，市全体や各区の持続的発展につながる
開発を除き，市街地の拡大を抑制し，市街地規模を適切に維持していきます。

方針2 「拠点の形成」
　まちづくりについては，本市の都市活動の拠点として新潟駅周辺・万代・古町地区などの都心を
再生することにより都心軸を明確化し，政令市新潟の核としての「顔」を作ります。
　また，それぞれの地域での市民生活の要として，地域の核となる地域拠点と生活の利便性を高め
た生活拠点の形成に向け，各区の特色ある「まちづくり」を進めていきます。

方針3 「連携軸の強化」
　各地域の拠点間を道路や公共交通で連携し，都心を中心とした放射状の連携軸と環状の連携軸を
強化していきます。
　同時に，港，空港，文化施設などの各区のさまざまな機能の相互連携を高め，隣接区や市全体で
活用することにより，市民生活の利便性を向上させ，質の高い暮らしを可能にする地域間連携型の
都市を実現していきます。

＊交流人口…………… 地域に訪れる人のこと。定住人口に対する概念。

◆都市構造概念図
市街地
田園地域

丘陵・山地・海岸林

都心

都心周辺部

地域拠点

生活拠点

生活圏

区役所

連携軸
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市民・地域の役割と協働によるまちづくり①

現状と課題

●  地域のことは地域自らが考え，自らが行動する分権型政令市をつくるため，市民自治の基本とな
る「新潟市自治基本条例＊」の制定や，区自治協議会＊の設置や地域力と市民力を引き出す取組みを
進めるなど，市民が市政に主体的に参画＊するための環境整備を進めてきました。

●  人口減少の進行とともに，単身世帯の増加や高齢化の進行など地域の環境が大きく変化していく
ことで，安心安全や福祉など地域が抱える課題がさらに多様化，複雑化することが想定されます。

●  地域が主体となってまちづくりを進めるためには，市民一人ひとりの協働＊に対する認識，まちづ
くりへの参画意識のさらなる醸成を促進するとともに，地域づくりを担う多様な主体へのそれぞ
れの役割に沿った的確な支援が求められています。

行政運営の方針

●  地域の特性を活かした自治のさらなる深化を図るため，市民，地域との役割を踏まえ，参画意識
の醸成に取り組み，区自治協議会や地域コミュニティ協議会＊，ＮＰＯ＊，民間企業など地域づく
りのさまざまな主体がこれまで以上に活躍できるよう，人材の育成や支援の充実など，活動環境
を整備するとともに，協働によるまちづくりを進めていきます。

＊新潟市自治基本条例 …  本市における自治の基本理念や市政運営の基本原則などを盛り込むとともに，市民による主体的なま
ちづくりのための市民参画の考え方などを定めたもの。

＊区自治協議会………  分権型政令市を実現し，市民と市との協働によって市民自治の推進を図るために，地方自治法に基づき各
行政区に設置する市長の附属機関。本市の政令指定都市移行と同時に，８つの区に設置した。

＊参画………………… 政策・計画への提言・提案，市民委員会等への参加など，地域・社会の公共的活動に主体的に参加すること。
＊協働………………… 市民と行政が，対等な関係で相互の立場や特性を理解し，目的を共有し，連携・協力すること。
＊地域コミュニティ協議会 …  市民と市が協働して地域のまちづくりや，その他の諸課題に取り組み，市民自治の推進を図るため，

概ね小学校区を基本単位として，自治会・町内会を中心にさまざまな団体等で構成された組織。
＊ＮＰＯ………………  ≪NonProfi t Organization≫非営利組織。政府・自治体や私企業とは独立した存在として，市民が

主体となって社会的な公益活動を行う組織・団体。そのうち，特定非営利活動促進法（NPO法）により，
法人格を認証された団体を特定非営利活動法人（NPO法人）という。

（3）行政運営方針
１　総論
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（3）行政運営方針

時代変化に即応した行政経営②

現状と課題

●  市民に信頼される開かれた市政の実現や市民サービスの充実と効率的な行財政運営を目指し，市
政情報の積極的な公開など透明性の確保や定員管理の適正化，財政の効率化を図るなど行政経営
品質の向上に取り組んできました。

●  時代の変化に合わせた行政課題に的確かつ迅速に対応し，政令指定都市として一層の機能強化を
図るため，事務事業の効率化・簡素化とともに，機能的な組織体制の構築や専門性の高い職員の
育成など，継続した取組みが必要です。
また，現状では，職員の年齢構成に偏りがあるため，職員の知識や技術の円滑な継承といった課
題にも対応する必要があります。

行政運営の方針

●  市民に信頼される開かれた市政運営に向け，市政情報の積極的な公開など透明性の確保や専門職
員の育成，職員の能力向上に取り組むとともに，年齢構成に配慮しながら，定員管理の適正化，
財政の効率化を図るなど，行政経営品質の向上に努めます。

●  本計画を着実に推進するため，ＩＣＴ＊の利活用など，時代変化に即応し，スピード感をもった行
政経営を行うなど，効果的・効率的な行政運営の徹底と合わせて，総合的・組織横断的に取組み
を進めます。

＊ＩＣＴ………………  ≪Information and Communication Technology≫情報通信技術。コンピュータやネットワーク分
野における、技術・設備・サービスなどの総称。

＊社会保障費…………  医療・介護の自己負担分以外の給付額や年金の受給額など，社会保障制度によって国や地方公共団体
から国民に給付される金銭・サービスの年間合計額。
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持続可能な財政運営③

現状と課題

●  人口減少，人口構成の変化から将来の財源確保が不透明である一方で，高齢化の進行などにより
社会保障費＊の増加が予測されています。

●  本市の市民1人当たりの市公共施設面積（公営住宅除く）は，政令指定都市最大となっています。昭
和50年代に多く整備した公共施設は，耐用年数の超過・老朽化により，維持修繕・更新費用が増
加すると見込まれており，既存の施設を現状の規模で更新することは困難となっています。（図③－1，
③－2，③－3）

■図③－1　人口1人当たりの公共施設面積
（公営住宅以外）
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資料：公共施設状況調査（H23）

本市の公営住宅を除いた人口1人当たりの公共施設面積は政令指定都市中最大となっています。
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■図③－2　築年別にみた公共施設の整備状況

資料：新潟市財産白書（H26）

本市の公共施設は昭和50年代に多くを整備しています。

24

附
属
資
料

１  

総
論

２  

本
市
を

取
り
巻
く
状
況

４  

区
ビ
ジ
ョ
ン

基
本
方
針

基
本
計
画

３  

政
策
・

施
策

１  

総
論

基
本
計
画

基
本
構
想



（3）行政運営方針

●  道路，橋りょう，上水道，下水道などのインフラ資産についても，高度経済成長期以降に整備が進
められてきました。整備後50年を超える高齢化橋りょうや，耐用年数が50年程度とされている下
水道においては，今後，耐用年数の超過・老朽化による維持修繕・更新費用の増加が見込まれるこ
とから，計画的・効率的な維持管理・更新を行うことが必要となります。（図③－4，③－5，③－6）

シナリオ 今後50年間の
必要額

年平均の
必要額①　

H17～ 24年
平均額②

年平均不足額
①―②

標準
建替周期 60年 １兆 2,233 億円 245億円

121億円

▲ 124億円

長寿命化
建替周期 80年 8,988 億円 180億円 ▲ 59億円

■図③－3　公共施設の将来費用予測

資料：新潟市財産白書（H26）

※ 「必要額」は既存施設（建物）を現状のまま維持・建替えするために必要な経費
　「Ｈ17～24年平均額」は施設（建物）の整備や修繕等に要した平均額

既存施設を現状の規模で更新することは困難となっています。

■図③－4　本市の架設年次別　橋りょう数

0

20

40

60

80

100

120

140

160
（橋）

（年）H22 ～H17～H7～H2～S60～S55～S50～S45～S40～S35～S30～～S29 H12～

資料：新潟市土木総務課調べ

※架設年次が判明している1,067橋を対象としている。

本市の橋りょうは昭和40年代から平成2年頃にかけて多くを整備しています。
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■図③－5　本市における上水道管路の年度別整備延長

資料：新・新潟市水道事業中長期経営計画～新・マスタープラン～

本市の上水道管路は昭和50年代から平成15年頃にかけて多くを整備しています。

■図③－6　本市における下水道管渠の年度別整備延長
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資料：新潟市下水道中期ビジョン改訂版

本市の下水道管渠は平成10年前後を中心に多くを整備しています。
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（3）行政運営方針

行政運営の方針

●  厳しい財政状況が見込まれるなかにおいても将来世代に過度な負担を強いることのないよう，プ
ライマリーバランス＊に配慮しながら，行政コストや将来負担などの情報を市民と共有して，真に
必要な分野を「選択」し，限られた経営資源の「集中」を図っていきます。

●  市有財産の効率的な管理・利活用の手法として，ファシリティマネジメント＊の考え方に基づいた
財産経営を推進します。
　＜公共施設＞
　　・ 施設中心のサービスから，機能中心に転換し，サービス水準をできるだけ維持しながら施設

総量の削減を進めます。
　　・ 施設を多機能化・複合化して，活用度を上げる施設最適化を進めるとともに，民間施設の活

用を図ります。
　　・ 市民に適切な情報提供を行いながら，地域のためになる活用方策を検討するとともに，役割

を終えた公共施設跡地などの未利用資産は，新たな財源確保と民間による土地利用促進のた
め売却を基本とするなどの財源確保を進めます。

　　・ 歳出の削減，施設の長寿命化＊の方針を含めた財産経営推進計画により，ファシリティマネジ
メントを進めていきます。

　＜インフラ資産（道路，橋りょう，上水道，下水道など）＞
　　・ インフラの新規整備は，投資効果の高い事業に集中的に投資し，既存ストック＊は長寿命化を

図りながら効率的な維持管理・更新を行います。

＊プライマリーバランス
　………………………  基礎的財政収支。財政収支の状況を表わす指標。本市では、市債残高の確実な減少を目指すため、臨

時財政対策債を除く市債発行額を、その年度の元金償還予算額の範囲内に抑えます。
＊ファシリティマネジメント
　………………………  ファシリティ（土地や建物など施設とその環境）を総合的に企画，管理，活用する経営活動。ファシリ

ティを把握し，経営的視点によるファシリティの最適化を図り，経営資源として有効活用していく経
営管理活動。

＊長寿命化……………  修繕など適切な保全を行うことで，公共施設やインフラ資産を長期にわたり安全かつ快適に使用でき
るよう維持すること。

＊既存ストック……… 過去に整備され現在保有している公共施設やインフラ資産のこと。
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本市にふさわしい大都市制度＊④

現状と課題

●  本市は広域合併により，都市と田園が共存する独自の都市構造をもち，多様な地域文化が共存す
る都市となったことから，各地域の歴史や文化などの個性を尊重し，魅力を伸ばすため，「大きな
区役所」を市政のメーンステージとし，各区の特色あるまちづくりを推進してきました。

●  区政運営においては，将来人口の見込みなどを考慮し，住民サービスと行政効率のバランスを図っ
ていくなかで，1区当たりの人口や職員数などを踏まえた区のあるべき方向についても検討を進め
る必要があります。（図④－1，④－2，④－3）

＊大都市制度…………  地方自治法において，政令指定都市，中核市，特例市について，「大都市等に関する特例」が定められ
ており，小・中学校の教職員の任免，国県道の管理など一般の市町村よりも多くの権限が与えられる
制度のこと。
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■図④－1　区の数

資料：国勢調査（H22）

本市の区の数は8で，広島市と並んで上位から8番目となっています。
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（3）行政運営方針
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■図④－2　1区当たりの平均人口

資料：国勢調査（H22）

本市の1区当たりの人口は政令指定都市中最少となっています。
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■図④－3　全職員に占める区役所職員の割合

資料：第30次地方制度調査会（第15回専門小委員会）（H24）

本市の区役所職員の割合は政令指定都市中最大となっています。
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＊道州制………………  行政区画として道または州を置く制度。現在の都道府県を廃止して，より広い区域を所管する道州を
新たに置くことにより，現在，国が行っている仕事のうち，国でないとできないもの（外交・防衛など）
を除き，基本的に道州と市町村で担っていく形にする構想。

＊広域自治体………… 複数の基礎自治体を包括編成した自治体。日本には，都，道，府，県などがある。
＊基礎自治体………… 日本の地方自治体。行政区画として最小の単位。
＊総合区………………  政令指定都市の区に代えて総合区を設け，議会の同意を得て選任される総合区長（特別職）を置くこと

ができるようにする制度。
＊地方分権…………… 中央集権を排し，統治権力を地方に分散させること。
＊都市内分権…………  本市が推進する都市内分権は，市全体の調和の中で区の主体的なまちづくりを進めるために，本庁の

持つ権限を区に移譲するとともに，区自治協議会や地域コミュニティ協議会との協働を通じて市民主
体のまちづくりを進めるという考え方。

●  政令指定都市の制度は全国一律になっていますが，現在20ある政令指定都市は，その規模や歴史
的成り立ち，産業集積の度合い，地域で果たす役割など置かれている状況が異なっているため，
各都市の規模や実情に合わせた柔軟な制度設計をしていくことが求められています。

●  将来の道州制＊を視野に広域自治体＊と基礎自治体＊の役割を整理するとともに，各区が主体となっ
た魅力あるまちづくりをさらに推進するため，国の地方自治制度の改正などの動きも注視しなが
ら，総合区＊の設置など，地方分権＊・都市内分権＊をより推進する必要があります。

行政運営の方針

●  これまで以上に区役所が市政のメーンステージとして，各区が主体となった魅力あるまちづくり
を一層推進するため，区長のリーダーシップのもと，それぞれの区の特徴・実情に合わせた柔軟
かつ自立的な区政運営ができるよう，市民生活に密着した行政サービスはできるだけ区役所が行
う，自立し自律する責任ある区役所の実現を図ります。

●  人口減少社会のなか，持続可能な行政サービスが提供できるよう，行政の組織・機能の効率化や，
区の規模や数などを含めた区のあるべき方向について検討を進め，総合区などさまざまな制度の
活用も視野に入れながら，区の権限・財源の強化，都市内分権に向けた取組みを推進します。

●  国の法律改正・制度改革の動きを注視しながら，より一層地方分権＊・都市内分権＊を推進すると
ともに，県・市間の課題解決を通じて，広域自治体と基礎自治体の役割分担の明確化や基礎自治
体としての機能強化に向けた取組みを推進します。
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（3）行政運営方針

他自治体との連携・ネットワーク化⑤

現状と課題

●  本市はこれまで，交流人口＊の拡大に向けた国内外の都市との観光連携や災害発生時の相互連携な
どさまざまな連携を進めてきました。　

●  国土交通省「国土のグランドデザイン2050」（H26）によれば，平成62年には我が国の約6割の地域
で人口が半減し，そのうちの約2割の地域では人が住まなくなると想定されています。そのような
中で新潟県人口の3割を超える本市が，県都として人口対策や産業などさまざまな場面で力を発揮
し，圏域及び本県の活性化に寄与していくことが重要です。

行政運営の方針

●  本市が県都としての役割を果たすため，本市の個性や役割を明確にしたうえで，防災・観光・産
業などさまざまな分野で，国や県，周辺自治体，他自治体との連携・ネットワーク化をさらに強
化し，互いの総合力を高めていきます。

●  効率的で質の高い行政サービスを提供し，住民サービスの向上につなげるため，医療体制の充実
や施設サービスなど，圏域に共通する課題に対して，広域的な観点から関係自治体と連携し，協
働＊していく体制づくりを進めます。 

＊交流人口…………… 地域に訪れる人のこと。定住人口に対する概念。
＊協働………………… 市民と行政が，対等な関係で相互の立場や特性を理解し，目的を共有し，連携・協力すること。
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（1）新潟市のあゆみ（1）新潟市のあゆみ
２　本市を取り巻く状況

（～近世）

●  本市における人々の営みの最初の舞台は，市域の南に連なる新津丘陵とみられています。この地
域には，狩猟に使われた約2万年前頃からの石器が点々と発見されています。
●  市域は，古くより日本海を隔ててアジア大陸と向かい合い，北方の文化と西方の文化が接する交
流拠点でした。10世紀には信濃川・阿賀野川河口の湊である「蒲原津」が越後の国津となり，港の
繁栄は戦国時代に登場した新興の湊町・新潟町に引き継がれました。
●  近世の越後は中小の藩が分立し，市域は中小の藩や幕府代官による支配地に分かれていました。
信濃川河口部の新潟町は近世前期に現在地に移転，西回り航路が整備されると北前船が寄港する
日本海側最大の湊町として繁栄しました。
●  信濃川・阿賀野川下流域の低湿地では新田開発が急速に進み，現在に続く多くの村落が生まれま
した。
●  近世中期（18世紀）以降，松ヶ崎堀割や内野新川の開削といった大規模な土木工事を伴う開発も行
われました。人々は毎年のように襲ってくる水害と戦いながら，米どころとなる礎を築きました。

●  繁栄する湊町と広がる農村部は，内水面を往来する舟運によって結ばれていました。舟運の要所
には，新津・白根・亀田・小須戸・葛塚・巻などの在郷町（集落）が成立して六斎市が開かれ，そ
こで商品となる作物（野菜・果物など）の栽培や織物などの手工品の製作も盛んになりました。

●  幕末の天保14（1843）年，新潟町は幕府領となり，初代奉行として赴任した川村修就は，砂防林
の造林，物価の安定，海岸防備，風俗の改善などさまざまな施策を行いました。

（近代～現代）

●  安政5（1858）年，新潟町は修好通商条約で
開港5港＊の一つとなり，明治元年11月（西暦
1869年1月）に開港しました。

●  明治22（1889）年4月，全国で最初に誕生した
39市の一つとして市制が施行され，新潟港は
国内有数の北洋漁業の基地として発展しまし
た。

＊開港５港……………  安政５（1858）年に締結されたアメリカなど五か国との修好通商条約で開港することが定められた神
奈川（横浜），箱館（函館），長崎，兵庫（神戸），新潟の５つの港のこと。

安政6（1859）年、外国調査船の来航を描いた
「新潟湊之真景」

33

附
属
資
料

１  

総
論

２  

本
市
を

取
り
巻
く
状
況

４  

区
ビ
ジ
ョ
ン

基
本
方
針

基
本
計
画

３  

政
策
・

施
策

基
本
構
想

２  

本
市
を

取
り
巻
く
状
況

基
本
計
画



●  市域の大半は，米どころとして知られる稲作地帯でした。しかし，多くは湿田・沼田で，加えて
洪水に度々襲われる不安定な稲作でした。排水のため，明治中期以降に動力排水機場が設置され
るようになり，さらに大正11（1922）年に大河津分水が通水して洪水が激減し，ようやく湿田稲
作はほぼ安定しました。

●  大正3（1914）年，本市と沼垂町は近代港湾の築港を期して合併しました。新潟港は大正15（1926）
年に大型汽船が埠頭に着岸し，貨物列車が乗り入れる港になりました。さらに，昭和6年に上越線
が開通すると，新潟港は首都圏と日本海対岸とを結ぶ最短路に位置する港湾になりました。

●  戦後，農村部では，不在地主の農地を小作農家に売り渡す農地改革が始まりました。また，栗ノ
木排水機場などの大排水機場が完成したことにより，耕地整理（土地改良）が進められ，昭和30年
頃には，市域の水田は，まっすぐな道路，用・排水路に区画された乾田となりました。
●  昭和39年には，新潟国体開催の直後，マグニチュード7.5の新潟地震が本市を襲い，甚大な被害
をもたらしました。
●  食糧増産は，昭和40年代，越後平野の最後の大潟湖であった鎧潟の全部と，福島潟の約半分を農
地にする，巨大干拓をもたらしました。

大正4（1915）年、石山排水機場普通水利組合排水機

大正期の新潟駅前風景
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（1）新潟市のあゆみ

●  新潟港を中心とする新潟の工業地帯も，大きく変化してきました。昭和38年，政府は，新潟地区
を新産業都市に選定し，西港の北約15キロメートルに工業港（新潟東港）と工業地帯の建設が進め
られました。東港は昭和44年に開港し，その後，国家石油備蓄基地・国際海上コンテナ埠頭など
が整備され，新潟港は日本海側唯一の中核国際港湾となりました。

●  昭和48年には，定期航空路・新潟－ハバロフスク線が開設され，新潟空港は国際空港になり，そ
の後ソウル線なども開設されました。昭和53年に北陸自動車道・新潟－長岡間が開通し，平成9
年までに関越・北陸・磐越自動車道が全線開通しました。昭和57年には，上越新幹線・新潟－大
宮間が開通し，平成3年に東京駅乗り入れをしました。
●  本市は，日本海側の交通拠点としての高い都市機能を活用し，いち早くロシアや中国，韓国など
の諸都市と友好関係を深め，環日本海交流のリーダーとして国内外に貢献してきており，平成8年
に第1次の中核市に指定されました。

新潟東港

新潟空港
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●  平成の大合併では，平成13年1月に黒埼町，平成17年3月には新津市・白根市・豊栄市・小須戸町・
横越町・亀田町・岩室村・西川町・味方村・潟東村・月潟村・中之口村の12市町村と，さらに同
年10月には巻町と合併し，平成19年4月には本州の日本海側初の政令指定都市に移行しました。
●  拠点性を発揮し，平成20年にはＧ8労働大臣会合＊，平成22年にはＡＰＥＣ食料安全保障担当大
臣会合＊が市内で開催されるなど，存在感を高めています。

●  平成23年，3.11大震災が発生。本市は整備された陸路・航路を活かし日本最大級の救援センター
として機能しました。

●  平成26年5月，「大規模農業の改革拠点」をテーマとして，国家戦略特別区域に指定されました。

～そして政令指定都市新潟のさらなる成長に向け新たなステージへ～

新政令市誕生記念「春、祝祭」

＊Ｇ８労働大臣会合…  G８（日本，アメリカ，イギリス，フランス，ドイツ，イタリア，カナダ，ロシア）の労働・雇用担当
大臣などが，先進各国に共通する労働・雇用問題について討議する場。

＊ＡＰＥＣ食料安全保障担当大臣会合
　………………………  APEC（アジア太平洋経済協力）は，アジア太平洋地域の21の国と地域が参加する経済協力の枠組みで

あり，当該地域の持続可能な成長と繁栄に向け，食料の安全保障について，食料安全保障を担当する
閣僚などが一同に集まる会合。

G8労働大臣会合
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（1）新潟市のあゆみ

年表

年代 出来事

1世紀から3世紀 弥生時代後期，新津丘陵に高地性集落の古津八幡山遺跡が造られる。

4世紀 古墳時代前期，古津八幡山古墳・菖蒲塚古墳・緒立八幡神社古墳等が造られる。

647（大化3）年 ヤマト政権によって渟足柵が造られ，柵戸が置かれる（『日本書紀』）。

1520（永正17）年 「新潟」という地名が高野山清浄心院の「越後過去名簿」に記される（新潟の初見）。

1843（天保14）年 新潟町が長岡藩領から幕府領となり，川村修就が初代新潟奉行として赴任。

1858（安政5）年 アメリカなど五か国との修好通商条約で，新潟が開港場の一つに挙げられる。

1868（明治元）年 新政府が新潟を開港する（明治元年11月19日が西暦1869年1月1日）。

1886（明治19）年 初代萬代橋（木橋，長さ約782メートル）が完成。

1889（明治22）年 市制・町村制施行。
現市域に1市（新潟）・5町（沼垂・新津・白根・亀田・小須戸）・118村ができる。

1897（明治30）年 北越鉄道（現信越線）の沼垂－一ノ木戸（三条市）間が開通する（1904年，新潟
駅に延伸）。

1914（大正3）年 沼垂町と合併する。市内初の常設の活動写真館が開業。

1926（大正15）年 新潟港の県営埠頭が完成。

1931（昭和6）年 昭和橋完成。上越線全線開通。ラジオ本放送開始（NHK新潟放送局）。

1963（昭和38）年 新潟地区新産業都市計画が閣議決定（翌年，関係21市町村指定）。

1964（昭和39）年 新潟地震発生（マグニチュード7.5）。
国体に向けた整備のため，市街地の堀が全て埋め立てられる。

1965（昭和40）年 阿賀野川流域で有機水銀中毒（新潟水俣病）が発生したと発表。
アメリカ・ガルベストン，ソ連（現ロシア）・ハバロフスク両市と姉妹都市宣言。

1966（昭和41）年 鎧潟の干陸式が挙行される。

1967（昭和42）年 新潟港が特定重要港湾に指定される（2011年の港湾法改正により国際拠点
港湾となる。）。

1969（昭和44）年 新潟東港が開港する。
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1970（昭和45）年 米の生産調整（減反）が始まる。翌年，福島潟の干陸式が挙行される。

1973（昭和48）年 新潟空港初の国際定期航空路，新潟－ハバロフスク線開設。
新潟バイパス・亀田バイパスが開通。

1978（昭和53）年 北陸自動車道・新潟－長岡間が開通（1988，米原まで開通）。

1979（昭和54）年 中国・ハルビン市と友好都市提携する。

1982（昭和57）年 上越新幹線・新潟－大宮間が開通（1985上野まで，1991東京まで開通）。

1991（平成3）年 ロシア・ウラジオストク市と姉妹都市提携する。

1996（平成8）年 中核市に移行する。新潟空港2500m滑走路が完成。
佐潟がラムサール条約の登録湿地に認定。

2001（平成13）年 黒埼町と合併する。

2002（平成14）年 2002FIFAワールドカップTM開催（ビッグスワンで試合）。

2004（平成16）年 新潟県中越地震発生。

2005（平成17）年
新津市，白根市，豊栄市，小須戸町，横越町，亀田町，岩室村，西川町，味
方村，潟東村，月潟村，中之口村，巻町と合併。
「新潟市非核平和都市」を宣言。

2007（平成19）年 本州日本海側初の政令指定都市に移行。
北京事務所開設（自治体単独では全国初）。

2008（平成20）年 G8労働大臣会合が市内で開催される。

2009（平成21）年 フランス・ナント市と姉妹都市提携する。
第64回国民体育大会・第9回全国障害者スポーツ大会開催。

2010（平成22）年 APEC（アジア太平洋経済協力）食料安全保障担当大臣会合開催。

2011（平成23）年 3.11大震災発生。新潟・福島豪雨で浸水被害発生。
新潟港が日本海側拠点港に選定される。

2014（平成26）年 内閣総理大臣が「国家戦略特別区域及び区域方針」を決定し，新潟市が国家戦
略特別区域に指定される。
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（2）時代の潮流（2）時代の潮流
２　本市を取り巻く状況

人口減少時代の到来①

過去に類を見ない人口減少　（図①－1）
●  減少を続けている日本の人口は今後も減少し，平成60年には1億人を割り，平成72年には現在よ
りも約4,132万人減少する見通しです。この状況は，今後100年間で100年前の水準（明治時代後
半：約4,800万人）に戻っていくという，日本史上千年単位でみても類を見ない極めて急激な減少
と言われています。

続く年少人口・生産年齢人口の減少　（図①－1）
●  年少人口（0～14歳）は減少が続き，平成72年には893万人減少し791万人，生産年齢人口（15～
64歳）も減少を続け，3,755万人減少し4,418万人と見込まれています。

世界のどの国も経験したことのない超高齢化　（図①－1）
●  老年人口（65歳以上）は，団塊の世代及び第二次ベビーブーム世代が老年人口に入った後の平成50
年代中頃に約3,900万人とピークを迎えた後減少に転じ，平成72年には3，464万人と見込まれ
ています。

●  高齢化率（老年人口の総人口に対する割合）は現在の26.1％（4人に1人）から，平成72年には39．
9％と見込まれ，2.5人に1人が65歳以上という世界のどの国も経験したことのない高齢社会が訪
れます。

25,529 25,529 16,839 16,839 

67,444 67,444 81,735 81,735 

6,236 6,236 

29,484 29,484 
99,209 99,209 

128,057 128,057 

(23.0%)(23.0%)

(63.8%)(63.8%)

(13.1%)(13.1%)

(6.3%)(6.3%)

(68.0%)(68.0%)

(25.7%)(25.7%) 7,912 7,912 

44,183 44,183 

34,642 34,642 

86,737 86,737 

(39.9%)(39.9%)

(50.9%)(50.9%)

(9.1%)(9.1%)
S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

実績値 推計値

0～14歳 15～64歳 65歳以上 不詳

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

120,000 

140,000 
（千人）

■図①－1　日本の人口推移と将来推計人口

資料：国勢調査，国立社会保障・人口問題研究所

日本の人口は今後も減少し，平成72年には8,674万人になると推計されています。
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続く東京圏への人口流入　（図①－2）
●  日本の人口移動は，高度経済成長期に三大都市圏へ人口が流入し，一時沈静化した後，バブル期
に東京圏に流入が増加しました。バブル崩壊後には東京圏が一時的に転出超過となりましたが，
2000年代には再び流入が増加し，現在も転入超過が続いています。

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

転
入
超
過
数

（万人） 東京圏 名古屋圏 大阪圏 地方圏

転入超過数（東京圏）の
ピークは1962年（39万人）
転入超過数（東京圏）の
ピークは1962年（39万人）

第一次
石油ショック
（1973年）

第一次
石油ショック
（1973年） 第二次

石油ショック
（1979年）

第二次
石油ショック
（1979年）

バブル崩壊
（1991年）
バブル崩壊
（1991年）

阪神淡路
大震災

（1995年）

阪神淡路
大震災

（1995年）

アジア
通貨危機
（1997年）

アジア
通貨危機
（1997年）

リーマン
ショック
（2008年）

リーマン
ショック
（2008年）

3.11大震災
（2011年）
3.11大震災
（2011年）

転出超過数（地方圏）の
ボトムは1961年（65万人）
転出超過数（地方圏）の
ボトムは1961年（65万人）

1955
（S30）

1960
（S35）

1965
（S40）

1970
（S45）

1975
（S50）

1980
（S55）

1985
（S60）

1990
（H2）

1995
（H7）

2000
（H12）

2005
（H17）

2010
（H22）

9.7万人
（東京圏）

-0.01万人
（名古屋圏）

-0.7万人
（大阪圏）

-9.0万人
（地方圏）

2013年

■図①－2　日本の人口移動

※東京圏：埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県　　名古屋圏：岐阜県，愛知県，三重県　　大阪圏：京都府，大阪府，兵庫県，奈良県
　地方圏：三大都市圏（東京圏，名古屋圏，大阪圏）以外の地域

資料：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」

日本の人口移動は，東京圏への人口流入が続いています。
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（2）時代の潮流
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■図①－3　新潟県の人口推移と将来推計人口

資料：国勢調査，国立社会保障・人口問題研究所

県人口は，今後も減少を続け，平成52年には179万人になると推計されています。

新潟市

長岡市

上越市 10%未満
10%以上 20%未満
20%以上 30%未満
30%以上 40%未満
40%以上

■図①－4　平成22年から平成52年までの新潟県の市町村別人口減少率

資料：国勢調査，国立社会保障・人口問題研究所

今後，県内30市町村のうち，人口減少率20％未満と見込まれているのは，
本市，聖籠町，弥彦村となっています。

県人口も同様な傾向
●  新潟県の人口も我が国と同様に今後も減少を続け，平成47年には200万人を割り込む見込みです。
（図①－3）

●  年齢階層別では，我が国と同様に，年少人口，生産年齢人口が大きく減少する一方で，老年人口
は増加し，平成37年をピークに減少に転じるものと見込まれています。（図①－3）
●  平成22年から平成52年までの人口減少率は，新潟市を含む3市町村が10％以上20％未満となる一
方で，残りの27市町村は20％以上となり，県内においても深刻な人口減少が見込まれます。（図①－4）
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成長を続ける北東アジア＊・東南アジア＊市場②

日本海物流時代の到来　（図②－1）
●  21世紀以降，日本対世界における経済構造は大きく転換してきており，日本の貿易総額の割合は，
これまでのアメリカから，10年以上にわたり約10％の実質経済成長を続けている中国をはじめ，
香港・台湾・シンガポールからなる大中華圏へと変化しています。また，近年10％以上の実質経
済成長を誇るモンゴルや，中国東北三省＊，ロシアとの貿易も徐々に伸びてきており，本格的な日
本海物流時代が到来しています。

＊北東アジア…………  ロシア極東及び東シベリア，中国東北三省及び内モンゴル自治区並びにモンゴル，朝鮮半島及び日本
を含む地域。

＊東南アジア…………  アジア南東部，インドシナ半島とマレー諸島からなる地域の総称。ミャンマー・タイ・ベトナム・ラオス・
カンボジア・マレーシア・シンガポール・フィリピン・インドネシア・ブルネイの諸国を含む地域。

＊中国東北三省……… 中国の東北地方に位置する黒龍江省，遼寧省，吉林省の3つの省。

平成 25年

平成 25年

アメリカ
18.5

中国
18.1

韓国7.9
台湾5.8香港5.2タイ5.0

シンガポール2.9

ドイツ2.7

インドネシア2.4

オーストラリア2.4

その他
29.1

平成 15年
《輸出》
（単位：％）

アメリカ
24.6

中国
12.2

韓国7.4
台湾6.6香港6.3

タイ3.4

英国2.8

シンガポール3.1

ドイツ3.5

オランダ2.5

その他
27.6

《輸入》
（単位：％）

平成 15年

アメリカ
15.4

中国
19.7

韓国4.7
台湾3.7

マレーシア3.3

ドイツ3.7

アラブ首長国連邦3.7
インドネシア

4.3

インドネシア
3.5

オーストラリア3.9サウジアラビア3.8

その他
33.8

中国
21.7

韓国4.3

マレーシア3.6

ドイツ2.9

アラブ首長国連邦5.1カタール4.4

オーストラリア
6.1

アメリカ
8.4

サウジアラビア
6.0

その他
34.1

■図②－1　日本の国別輸出入額割合

資料：財務省貿易統計

輸出・輸入ともに10年前に比べて中国の割合が増えています。
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（2）時代の潮流

＊交流人口…………… 地域に訪れる人のこと。定住人口に対する概念。
＊再生可能エネルギー …  太陽光，風力，水力，地熱及びバイオマス（動植物由来の有機物）など，自然環境の中で繰り返し起こ

る現象から取り出すエネルギーの総称。「枯渇しない」「どこにでも存在する」「CO2を排出しない（増加
させない）」などの特徴がある。

アジアとの交流人口＊の拡大　（図②－2）
●  外国人旅行者受入数は，平成13年の477万人から増加傾向にあり，平成25年に史上初めて1千万人を
超えました。そのうち，韓国や台湾，中国，香港，タイなどアジアからの旅行者が約8割となっています。

その他8オセアニア計28

ヨーロッパ
計90

韓国
246北アメリカ

計98

その他
アジア
93

平成25年
訪日外客数
約1,036万人

タイ
45
香港
75 中国

131

台湾
221

（万人）

アジア
計812

■図②－2　訪日外国人旅行者数

資料：日本政府観光局（JNTO）（H25）

※端数調整しているため，内訳と合計が一致しない

訪日外国人のうち，アジアからが約８割となっています。
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3.11大震災の発生による社会の流れの変化③

安心安全へのニーズの高まり　（図③－1）
●  平成23年3月11日に発生した3.11大震災による大地震，大津波による未曾有の被害，さらに原子
力発電所の事故は，その後の我が国の国民の意識やエネルギー政策のあり方などさまざまな分野
において影響を与えています。

●  環境省が平成24年度に実施した調査によれば，「3.11大震災を境に重視するようになったこと」につ
いて，「防犯・防災などによる安全・安心」を重視するとした人の割合が50％以上の値となりました。

環境保全への意識の高まり　（図③－2）
●  環境省が平成24年度に実施した調査によれば，「3.11大震災後の環境保全に対する意識の変化」について，
節電や省エネルギーや再生可能エネルギー＊の普及など，調査した6つの項目いずれにおいても45％以上
の人が重視するようになったと回答しており，震災を境に環境保全に対する意識が高まりました。

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
n=4000
（%）

1. 経済的な余裕
2. 便利で快適なくらし

3. 良好に保全された自然環境や生活環境
4. 時間的なゆとり

5. 幸せを実感できる生活
6. 家族や友人とのつながり

7. 子供や孫など将来世代の未来
8. 心身ともに健康なこと

9. 防犯・防災などによる安全・安心
10. 仕事やボランティアなどを通じた社会貢献

6.9 13.4 75.8 3.2 0.8

4.9 14.2 69.5 10.1 1.4

0.5
1.1

53.331.513.7
1.3
0.575.817.84.7

0.8
0.652.930.615.2

0.8
0.647.434.416.8

0.6
0.552.730.216.1

0.6
0.443.335.720.0

27.5
1.0
0.765.65.3

0.5
0.351.335.212.7

震災前よりも，
重視するようになった

震災前よりも，
多少重視するようになった

震災前よりも，
あまり重視しないようになった

震災前よりも，
重視しないようになった

震災前と変わらない

■図③－1　3・11大震災を境に重視するようになったこと

資料：環境省「図で見る環境白書（H25）」

「防犯・防災などによる安全・安心」を重視するとした人の割合が多くなっています。

1. 節電や省エネルギー

2. ゴミ減量やリサイクル，リユース

3.再生可能エネルギーの普及（風力・太陽光等）

4. 自然への畏れや敬い，感謝

5. 生き物への愛情や自然とのつながり

6. 放射能の影響
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

n=4000
（%）

0.412.9 36.2 50.0
0.5

0.418.9 36.6 43.5
0.5

23.0 46.5 29.6 0.5
0.5

0.617.1 37.3 44.4
0.6

0.513.9 31.0 54.0
0.6

0.428.1 36.2 34.6
0.8

震災前よりも，
重視するようになった

震災前よりも，
多少重視するようになった

震災前よりも，
あまり重視しないようになった

震災前よりも，
重視しないようになった

震災前と変わらない

■図③－2　3・11大震災後の環境保全に対する意識の変化

資料：環境省「図で見る環境白書（H25）」

「節電や省エネルギー」などいずれの項目においても重視するようになった人の割合が多くなっています。
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（2）時代の潮流

強靭な国づくり　（図③－3，③－4）
●  今後想定せざるを得ない首都直下地震など大規模自然災害等には，人命を守り，また経済社会への
被害が致命的なものにならず迅速に回復する「強さとしなやかさ」を備えた国土，経済社会システム
を構築することが必要であり，現在「国土強靭化＊」に向けた検討が国において進められています。

●  これまでの太平洋側に偏った国土づくりにより，太平洋側における大規模災害時には，日本全体
に多大なダメージを与えかねない状況となっています。日本海側への産業をはじめとする機能の
移転，エネルギーの拠点の創設など日本海国土軸＊・列島横断軸＊の形成が必要です。

＊国土強靭化…………  事前防災及び減災その他迅速な復旧復興並びに国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれが
ある大規模自然災害等に備えること。

＊日本海国土軸……… 日本海沿岸地域を貫く都市・産業・交通などの有機的なつながりのこと。
＊列島横断軸………… 太平洋国土軸と日本海国土軸を結び日本列島を横断する国土軸。

首都直下地震

南海トラフ巨大地震

新潟

■図③－3　首都直下地震，南海トラフ巨大地震

資料：新潟市「国土強靭化に向けた新潟の提案（H26）」

■ 首都直下地震 （Ｍ7クラス）
■ 南海トラフ巨大地震（Ｍ8～9クラス） 
⇒どちらも今後30年以内の発生確率70％程度

新潟

連
携

連
携

連
携

連 携

連
携

太平洋軸

日本海国
土軸

被災
想定

エリ
ア

東アジア（ロシア・中国・韓国）
などとの連携強化

■図③－4　日本海国土軸の形成イメージ

資料：新潟市「国土強靭化に向けた新潟の提案（H26）」

・日本海側と太平洋側の連携を
　踏まえた国土形成 
・有事と平時の連続性を確保 
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人口①

人口減少の加速
●  本市の人口は，平成17年の81.4万人をピークとして減少に転じ，平成22年には81.2万人となっ
ています。（図①－1）

●  平成22年と平成52年の将来推計人口を比較すると，全市では，平成52年に66.8万人となり，平
成22年と比較し14.4万人減少することが見込まれています。（図①－1）
●  区別人口の将来推計では，江南区を除く全区で人口減少が続き，なかでも東区が2.5万人と最も減
少が大きく，次いで西区が1.9万人減少する一方，江南区は平成22年から平成47年までほぼ横ば
いで推移します。（図①－3）

全区で年少人口・生産年齢人口の減少　（図①－1，①－3）
●  年少人口（0～14歳）は，全区で減少し続け，平成52年には平成22年と比較し4万人減少し，6.3
万人と見込まれています。
●  生産年齢人口（15～64歳）は，全区で減少し続け，平成52年には平成22年と比較し16万人減少し，
35.6万人と見込まれています。

大幅に減少する子どもを産む中心年代の女性　（図①－4）
●  子どもを産む中心世代の若年女性（20～39歳）人口は，平成22年の10万人が平成52年には6万人
となり，政令指定都市のなかで4番目に高い約40％の減少率と見込まれています。

異次元の高齢化
●  老年人口（65歳以上）の推計では，平成37年までは全区で増加を続けますが，その後は複数の区で
人口のピークを越え，減少に転じます。（図①－3）

●  高齢化率は，平成22年の23.2％から，平成32年には30％を超え，平成52年には37.3％に達する
見込みです。（図①－2）

●  人口構造（人口ピラミッド）は，現在の釣鐘型からつぼ型に変化し，平成52年には，90歳以上の女
性が2.7万人となり，女性の65～69歳世代の2.8万人に次いで多い世代となる見込みです。（図①－5）

加速する人口の自然減少　（図①－6）
●  本市の自然動態は減少している一方で，社会動態は一定程度の増加傾向を維持していますが，近
年は自然動態の減少が社会動態の増加を上回り，人口減少に転じています。

（3）新潟市の現状
２　本市を取り巻く状況

46

附
属
資
料

１  

総
論

２  

本
市
を

取
り
巻
く
状
況

４  

区
ビ
ジ
ョ
ン

基
本
方
針

基
本
計
画

３  

政
策
・

施
策

基
本
構
想

基
本
計
画

２  

本
市
を

取
り
巻
く
状
況



（3）新潟市の現状

65歳以上

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 
（万人）

S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52
実績値 推計値

0～14歳 15～64歳 年齢不詳

16.0 16.0 15.2 15.2 16.3 16.3 17.1 17.1 16.5 16.5 14.6 14.6 12.9 12.9 11.8 11.8 10.9 10.9 10.3 10.3 9.6 9.6 8.9 8.9 8.0 8.0 7.3 7.3 6.7 6.7 6.3 6.3 

41.0 41.0 43.8 43.8 
46.5 46.5 49.4 49.4 51.6 51.6 53.2 53.2 54.6 54.6 54.4 54.4 53.4 53.4 51.6 51.6 48.6 48.6 45.9 45.9 44.0 44.0 41.9 41.9 39.2 39.2 35.6 35.6 

3.4 3.4 
4.1 4.1 

5.3 5.3 
6.6 6.6 7.9 7.9 9.7 9.7 12.0 12.0 14.4 14.4 16.7 16.7 18.7 18.7 21.8 21.8 

23.5 23.5 
24.0 24.0 

24.1 24.1 
24.3 24.3 

24.9 24.9 

603,733人603,733人

813,847人
811,901人

668,345人668,345人

■図①－1　本市の人口推移と将来推計人口

資料：国勢調査，国立社会保障・人口問題研究所

※実績値については現在の市域に合わせた

本市の人口は今後も減少し，平成52年には66.8万人と推計されています。
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24.0 24.0 
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21.7 21.7 

18.8 18.8 

16.2 16.2 

14.6 14.6 
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12.8 12.8 
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67.6 67.6 
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68.6 68.6 

67.5 67.5 
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10.4 10.4 
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17.9 17.9 
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27.2 27.2 

30.0 30.0 

31.5 31.5 

32.9 32.9 

34.6 34.6 

37.3 37.3 

■図①－2　本市の人口推移と将来推計人口における年齢構造の変化

資料：国勢調査，国立社会保障・人口問題研究所

※実績値については現在の市域に合わせた

高齢化率は今後も上昇が見込まれています。
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北区 東区 中央区 江南区 秋葉区 南区 西区 西蒲区

（万人） 0～14歳 15～64歳 65歳以上

1.0 1.0 0.8 0.8 0.7 0.7 

5.0 5.0 
4.0 4.0 3.6 3.6 

1.8 1.8 
2.3 2.3 2.2 2.2 
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■図①－3　本市の区別人口と将来推計人口

資料：国勢調査（推計値は国勢調査（H22）結果を基準として新潟市推計）

区別人口は江南区を除き，全区で人口減少が続く見通しです。
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■図①－4　若年女性（20～39歳）人口及び減少率

資料：国立社会保障・人口問題研究所

本市の若年女性の人口減少率は，政令指定都市中４番目に高い減少率が見込まれています。
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（3）新潟市の現状
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■図①－5　本市の人口構造（人口ピラミッド）の変化予測

資料：国勢調査，国立社会保障・人口問題研究所

本市の人口ピラミッドは釣鐘型からつぼ型への変化が見込まれています。
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（人）
自然動態 社会動態 （自然動態＋社会動態）
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■図①－6　本市の自然動態・社会動態の推移

資料：新潟県人口移動調査

※前年10月から当年9月までを集計

本市では，近年自然動態の減少が社会動態の増加を上回り，人口減少に転じています。
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（3）新潟市の現状

地域で支える特色ある教育　（図②－1）
●  学校と社会教育施設や地域活動を結ぶ「地域教育コーディネーター＊」を市立の全ての小・中・中等
教育・特別支援学校に配置し，地域住民による学校支援ボランティア＊の協力を推進しているほか，
アグリパーク＊やいくとぴあ食花＊を中心に，市内全小学生に農業体験学習を実施する新潟発「教育
ファーム＊」を展開するなど，地域の資源を活かし，子どもの成長や学びを地域全体で支えています。

子ども②

＊地域教育コーディネーター
　………………………  学校に拠点を構え，学校・PTA・地域のニーズを把握し，地域と学校が協働できることを企画，実施

するつなぎ役。
＊学校支援ボランティア …  学校の教育活動について，地域の教育力を生かすため，保護者，地域人材や団体，企業等がボランティ

アとして学校をサポートする活動。
＊アグリパーク………  農業に触れ，親しみ，農業を学ぶ場を提供する，日本初の公立教育ファーム。宿泊施設を備えた農業

体験学習施設（平成26年６月開園）。
＊いくとぴあ食花……  本市が誇る食と花をメインテーマに，さまざまな体験と交流ができるエリア。エリア内には，食育・

花育センター，こども創造センター，動物ふれあいセンター，食と花の交流センターの4施設がある（平
成26年6月グランドオープン）。

＊教育ファーム………  農業や食の体験を通じ，本市が誇る農業や食に対する理解を深め，ふるさとへの愛情や誇り・生きる
力を培う活動や，「アグリパーク」「いくとぴあ食花」などの活動場所のこと。

H20 H22 H23 H24 H25 （年度）H21

2323

25,97725,977 40,65640,656
64,41364,413

150,797150,797
174,916174,916
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学校支援ボランティア数
地域教育コーディネーターの配置率

■図②－1　地域教育コーディネーター配置率と学校支援ボランティア数の推移

資料：新潟市地域と学校パートナーシップ事業報告書

地域教育コーディネーターは平成25年度に配置率が100％になり，学校支援ボランティア数も増加しています。
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子育て環境の整備
●   児童手当や子どもの医療費助成など経済的支援の実施を通じて子育てにかかる費用の負担軽減を
図るとともに，子育てと仕事の両立を支援するため，放課後児童クラブ＊の整備や待機児童＊ゼロ
対策など子育て支援の充実を図ってきました。
●  子どもに関する相談に専門的に対応する児童相談所を市で開設し，児童相談所と区役所が連携し
ながら，一貫した子育て支援を行ってきました。

子どもの急激な減少　（図②－2，②－3）
●  平成22年の子どもの数（15歳未満）は10.3万人であり，昭和30年の約半数にまで減少しており，
総人口に対する子どもの割合は12.8％となっています。

＊放課後児童クラブ…  就労などにより昼間保護者が家庭にいない小学生に対し，生活の場を与え，適切な遊びを通して児童
の健全育成を図る施設。

＊待機児童……………  認可保育所等への入所を希望し，市に申込書を提出している子どものうち，入所要件を満たしている
にもかかわらず入所できずにいる子ども。
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■図②－2　本市の子どもの数および割合の推移と推計

資料：国勢調査，国立社会保障・人口問題研究所

本市の子ども（15歳未満）の数，割合は減少が続くと推計されています。
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（3）新潟市の現状

＊合計特殊出生率……  15～49歳の女性が1年間に出産した子どもの数を基にして，一人の女性が生涯に生むと予測される子
どもの数の平均数を算出したもの。人口を維持するのに必要な合計特殊出生率は，2.08とされている。
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■図②－3　合計特殊出生率の推移

資料：新潟県人口動態統計

本市の合計特殊出生率は国，県を下回っています。

●  本市の平成25年の合計特殊出生率＊は1.32で，全国平均1.43および新潟県平均1.44を下回っています。
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高齢者③

在宅医療＊・介護の充実
●  高齢者が住み慣れた地域で暮らしていくため，特別養護老人ホームやグループホームなどの整備
を進め介護サービス基盤の充実を図るとともに，在宅医療ネットワーク＊を全区で立ち上げ，在宅
療養支援診療所の増加を図り，地域包括ケアシステム＊の構築に向けた取組みを進めてきました。

高齢化率の急激な上昇　（図③―1）
●  平均寿命の延伸や団塊の世代の高齢化，さらには少子化が加わり，高齢化率が急激に上昇しており，
75歳以上の人口についても平成25年には，10万人を超え，総人口の8人に1人が75歳以上となっ
ています。

●  高齢化率は平成22年の23.2％から，平成32年には30％を超え，平成52年には37.3％に達する見
込みです。

＊在宅医療…………… 希望する市民ができる限り住み慣れた自宅などで療養し，医師などが訪ねて診療すること。
＊在宅医療ネットワーク …  市民が住み慣れた環境で，安心して生活することができるよう，急性期から回復期，在宅医療に至る

までの適切なサービスを切れ目なく提供するため，各地域の多職種が協働する在宅医療体制。
＊地域包括ケアシステム
　………………………  「介護」「医療]という専門的なサービスと健康寿命延伸を目指す「介護予防」、その前提としての「住ま

い」と「生活支援」が一体的に提供されることで、可能な限り住み慣れた地域で在宅の生活ができるよ
うにする地域の包括的な支援・サービス提供体制。
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■図③－1　本市の高齢者数および高齢化率の推移と推計

資料：国勢調査，国立社会保障・人口問題研究所

本市の高齢化率は急激に上昇すると推計されています。

54

附
属
資
料

１  

総
論

２  

本
市
を

取
り
巻
く
状
況

４  

区
ビ
ジ
ョ
ン

基
本
方
針

基
本
計
画

３  

政
策
・

施
策

基
本
構
想

基
本
計
画

２  

本
市
を

取
り
巻
く
状
況



（3）新潟市の現状

単身高齢者の増加　（図③―2）
●  単身高齢者は，平成22年には昭和60年の約5倍の2.3万人となり，高齢者人口に占める単身者の
割合は12.3％となっています。
●  平成22年と昭和60年の単身高齢者を比較すると，65～74歳の単身高齢者は約3倍，75歳以上で
は約8倍となっており，平成17年からは，75歳以上の単身高齢者が65～74歳を上回っています。 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

（人）

6.0 

7.2 

8.3 

9.5 

10.9 

12.3 

3,184 4,335 5,855 7,471 8,885 10,4041,567 
2,631 

4,097 

6,167 

9,311 

12,650

4,751 
6,966 

9,952 

13,638 

18,196 

23,054 

S60 H2 H7 H12 H17 H22
0 

2 

4 

6 

8 

10 

12 

14 

（％）

増　加

75歳以上65～ 74歳 単身高齢者の割合

■図③－2　本市の単身高齢者数と高齢者人口に占める割合

資料：国勢調査

単身高齢者数，割合ともに増加しています。
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全国平均より健康でない期間が長い　（図③―3）
●  本市の健康寿命＊は，男女とも全国並みですが，日常生活を自立しておくることができない「健康
でない期間」は，全国平均より長くなっています。

＊健康寿命……………  健康上の問題で，日常生活が制限されることなく生活できる期間の平均。介護保険の要介護２～５を
不健康な状態，それ以外を健康な状態として算出。
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■図③－3　健康寿命

資料：新潟市健康づくり推進基本計画（第２次）

※ 65歳時点の平均余命年数のうち，日常生活が自立している期間（年数）を「健康な期間」，自立
していない期間（年数）を「健康でない期間」として表している。

※平均余命年数は，市区町村別生命表（H22：厚生労働省）による

本市は全国平均より健康でない期間が長くなっています。

56

附
属
資
料

１  

総
論

２  

本
市
を

取
り
巻
く
状
況

４  

区
ビ
ジ
ョ
ン

基
本
方
針

基
本
計
画

３  

政
策
・

施
策

基
本
構
想

基
本
計
画

２  

本
市
を

取
り
巻
く
状
況



（3）新潟市の現状

産業・雇用④

成長産業の本格育成
●  本市は，既存産業の育成や企業誘致に加え，産学官ネットワーク＊により，ニューフードバレー＊

や航空機産業などの成長産業の育成を通じて，雇用の創出に向けた取組みを進めてきました。

産業構造など
●  本市の市内総生産（実質）は，約3兆円となっており，平成19年以降ほぼ横ばいとなっています。1
人当たりで比較すると，市民所得が国民所得を僅かに上回っています。（図④－1）

＊産学官ネットワーク …  産は企業など産業界，学は大学など研究・教育機関，官は公的機関のこと。三者が連携することで大
学や研究機関等が持つ研究成果や特許等を企業が活用し，経営革新や製品開発に結びつける取組み。

＊ニューフードバレー …  農業や研究機関を含めた食産業全体が連携し，ともに成長産業として，一体となって発展を目指す取
組み。
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■図④－1　本市の市内総生産および市民所得推移

資料：「新潟市の市民経済計算（H23）」「平成24年度国民経済計算確報（フロー編）」

本市の市内総生産（実質値）は近年横ばいとなっており，１人当たり市民所得は
約280万円で推移しています。
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●  本市の平成24年の製造品出荷額は約1兆円であり，仙台市とほぼ同じ規模となっていますが，圏
域で比較すると，新潟圏域は2.8兆円を超え，仙台圏域の約2倍の規模となっています。（図④－2）

●  本市では，平成24年の製造品出荷額等の産業分類別内訳を見ると，食料品製造業が22.3％を占め，
最も多くなっています。（図④－3）
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■図④－2　主な政令市（隣接市町村圏）の製造品出荷額

資料：工業統計調査（H24）

新潟圏域の製造品出荷額は札幌圏，仙台圏，福岡圏を上回っています。
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22.3 
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20.2 

■図④－3　本市の製造品出荷額等の産業分類別内訳

資料：工業統計調査（H24）

本市の製造品出荷額等は食料品製造業の割合が最も多くなっています。
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（3）新潟市の現状

女性就業率の上昇，男性就業率の低下　（図④－4，④－5）
●  本市の女性の就業率は，全世代を通じ上昇傾向にあり，男性は全世代を通じて下降傾向にあります。
また，男女を通じて，非正規雇用者割合が低く，平成24年には36.4％であり，政令指定都市中2
番目の低さとなっています。

全国平均を下回る障がい者雇用率
●  民間企業の障がい者の法定雇用率＊2.0％に対し，本市の平成25年の障がい者雇用率は，1.56％と
なっています。さらに，全国の1.76％，新潟県の1.65％を下回っている状況となっています。

＊障がい者の法定雇用率
　………………………  障がい者について，一般労働者と同じ水準において常用労働者となり得る機会を与えるため，事業主

等に障害者雇用率達成義務を課す基準であり，常用労働者の数に対する割合。
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■図④－4　本市の年齢階級別就業率

資料：国勢調査

女性の年齢階級別就業率は全体的に上昇しています。
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■図④－5　非正規雇用者割合

資料：就業構造基本調査（H24）

本市の非正規雇用者割合は，政令指定都市中２番目に低くなっています。
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農業⑤

ニューフードバレーの形成　（図⑤－１）
●  本市の水田耕地面積は，市町村別で全国第1位を誇っており，その広大な農地を活かし，全国でトッ
プクラスの農業産出額となっています。
●  本市はアグリパーク＊や農業活性化研究センター＊を開設するなど，農業経営を支援するとともに，こ
のポテンシャルを活かし，農業の6次産業化＊，農商工連携＊の推進に向け，生産，加工・開発，販売
を一体的に支援する体制を確立し，ニューフードバレー＊の形成に向けた取組みを進めてきました。

本市が誇る食と農
●  市内外に誇る農畜水産物を「食と花の銘産品」に指定し，認知度の向上並びにブランド化を図るととも
に，「食と花のにいがた」という都市イメージづくりのため，「食と花の世界フォーラム＊」での食の国際
見本市（フードメッセｉｎにいがた）の開催や，「食の新潟国際賞＊」を通して，食と花を国内外へ情報発
信してきました。また，本市が誇る食文化を世界に発信するため「食文化創造都市」を推進してきました。

＊アグリパーク………  農業に触れ，親しみ，農業を学ぶ場を提供する，日本初の公立教育ファーム。宿泊施設を備えた農業
体験学習施設（平成26年６月開園）。

＊農業活性化研究センター
　………………………  本市のさらなる農業振興を図るため，農業者が抱えている技術的な課題の解決や農業の6次産業化・

農商工連携を積極的に支援することにより，農村の活性化を支援するための施設。（平成25年6月開館）
＊6次産業化 …………  農林漁業者（1次産業従事者）が原材料供給者としてだけではなく，「地域資源」（農林水産物，バイオマ

ス，自然エネルギーなど）を有効に活用し，加工（2次産業）・流通や販売 （3次産業）に取組む経営の多
角化を進め，農山漁村の雇用確保や所得の向上を目指すこと。

＊農商工連携………… 地域の基幹産業である農林水産業，商業，工業等の産業間での連携。
＊ニューフードバレー …  農業や研究機関を含めた食産業全体が連携し，ともに成長産業として，一体となって発展を目指す取

組み。
＊食と花の世界フォーラム
　………………………  食と花を通じ，食料問題や学術・文化・政策・経済に関して，世界各国・地域との交流や情報受発信

の拠点化を進め，国際的な貢献を果たすことをミッションとして，産学民官が協働して進める取組み
（国際見本市，国際シンポジウム，食の新潟国際賞）。

＊食の新潟国際賞……  食の新潟国際賞財団が実施している食に関する社会への著しい貢献や業績を顕彰する，日本で唯一の
食の国際賞。
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■図⑤－1　水田耕地面積

資料：耕地面積統計調査（H24）

本市の水田耕地面積は市町村別で全国１位の広さとなっています。
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（3）新潟市の現状

農業就業人口の減少と高齢化
●  農業就業人口は，毎年減少を続けており，平成7年の約2.7万人と比較すると，15年間で8千人減少し，
平成22年には約1.9万人となっています。そのうち，65歳以上が占める割合は，平成7年の37.9％
から平成22年の53.9％へと上昇しており，担い手の半数以上が高齢者となっています。（図⑤－2）

●  農家戸数と全世帯に占める農家の割合についても，減少を続けています。（図⑤－3）
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■図⑤－2　本市の農業就業人口と65歳以上比率の推移

資料：農林業センサス

本市の農業就業人口は減少していますが，65歳以上の割合は上昇しています。
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■図⑤－3　本市の農家戸数と全世帯に占める割合の推移

資料：農林業センサス

本市の農家戸数は減少が続いています。

＊アイデンティティ… 個性。独自性。固有性。
＊協働…………………  市民と行政が，対等な関係で相互の立場や特性を理解し，目的を共有し，連携・協力すること。
＊ラ・フォル・ジュルネ
　………………………  平成7年に，本市の姉妹都市フランス・ナントで誕生した，誰もが一流の演奏を気軽に鑑賞することがで

きるクラシックの音楽祭。日本では，17年に東京，20年に金沢，そして22年からは新潟とびわ湖で開催。
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文化・スポーツ⑥

これまで磨きあげた水と土のアイデンティティ＊

●  本市は日本海に面し，信濃川や阿賀野川，白鳥が飛来する潟（湖沼）など，市民生活に密着した多
彩な水辺を有しており，その豊かさを享受してきたとともに，これまでの水と土との闘いを経て，
水と土と共に生きるまちを築いてきました。また，水と土との闘いから生まれた，米を中心とし
た豊かな食文化を活かした創造的なまちづくりを推進してきました。
●  市民との協働＊により，水と土の歴史・暮らし文化を掘り下げ，磨き，発信する「水と土の芸術祭」
を開催するなど，地域の宝を次世代へ継承するとともに，市民文化の活性化を図り，文化創造に
よるまちづくりを前進させています。

交流人口の拡大　（図⑥－1）
●  市外から本市への観光入込客数は，平成18年の1,355万人と比較し，平成25年には1,714万人
と7年間で355万人増加しています。市内での宿泊者数は，平成18年の137万人から平成25年の
209万人へ増加しています。
●  「新潟まつり」をはじめ，「ラ・フォル・ジュルネ＊」や「新潟シティマラソン」の開催など，本市の魅
力を活かした取組みにより，交流人口＊の拡大につなげてきました。

全国初の文化・スポーツコミッション
●  官民一体型の組織として，全国で初めて文化・スポーツコミッション＊が組織され，文化度の向上・
スポーツの振興，地域経済の活性化を図るため，文化・スポーツに関する大会・会合といった文化・
スポーツイベントなどを誘致し，開催支援等を行っています。

＊交流人口…………… 地域を訪れる人のこと。定住人口に対する概念。
＊文化・スポーツコミッション
　………………………  本市のさらなる文化度の向上・スポーツの振興，地域経済の活性化を図るため，文化・スポーツに関

する大会・会合といった文化・スポーツイベント等を誘致し，開催支援等を行う官民一体型の組織（平
成25年10月設立）。

本市の観光入込客数は増加傾向にあります。
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■図⑥－1　本市の観光入込客数

資料：新潟県観光入込客統計
※調査方法変更のため平成23年より年度単位から年単位集計となっている。
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（3）新潟市の現状

拠点性⑦

3.11大震災で機能した拠点性
●  新潟空港や新潟港の利活用促進，高速道路の整備などの拠点性強化を進めてきたことにより，3.11大
震災時においても，本市がさまざまな交通インフラを活用しながら，日本最大級の救援センターとし
て大きな役割を果たしました。

多様な結節点　（図⑦－1，⑦－2，⑦－3，⑦－4）
●  本市の位置づけとしては，北東アジア＊に向けては日本の玄関口であり，北東アジアから見れば後背地
に日本の首都圏がある環日本海の中心にあります。
●  本市は，国際拠点港湾＊である新潟港と7つの国際空路をもつ新潟空港の2つの玄関口を有しているほ
か，北陸道・磐越道・日東道などの高速道路や，上越新幹線など充実した交通ネットワークにより，
首都圏など国内各地と環日本海を結ぶ結節点として，重要な位置にあります。

●  エネルギー分野においては，本市臨海部の油槽所＊が国内外の製油所から製品を受け入れ，南東北，北陸，
長野方面に出荷するほか，石油共同備蓄基地が立地し，非常時に備えています。また，新潟港のＬＮＧ
基地が管内最大出力の東新潟火力発電所へ燃料供給するとともに，東北方面の起点として，広域ガスパ
イプライン＊（新潟―仙台）があり，これらの施設が日本海側の主要結節点として機能しています。

拠点性を活かした交流
●  本市は，韓国・ロシア・中国3か国の総領事館＊が揃う国際交流の拠点となっており，ＭＩＣＥ＊の誘
致や観光など，都市間交流に欠かせない北東アジアとのネットワークを強めています。
●  本市の拠点性を活かし，平成20年にはＧ8労働大臣会合＊，平成22年にはＡＰＥＣ食料安全保障担当
大臣会合＊が市内で開催されるなど存在感を高めています。

＊北東アジア…………  ロシア極東及び東シベリア，中国東北三省及び内モンゴル自治区並びにモンゴル，朝鮮半島及び日本
を含む地域。

＊国際拠点港湾……… 国際海上貨物輸送網の拠点となる港湾として政令で定める港湾。（港湾法第2条第2項）
＊油槽所（ゆそうじょ） … ガソリンや灯油などの石油製品を流通の過程で一時貯蔵し，供給するための施設。
＊広域ガスパイプライン … 天然ガスを広域に結ぶ基幹パイプライン。
＊総領事館……………  各国の主要な都市に置かれ，その地方に在留する自国民の保護，通商問題の処理，政治・経済その他

の情報の収集，広報文化活動などの仕事を行う国の機関。
＊ＭＩＣＥ（マイス）…  多くの集客交流が見込まれる会合，イベントなどの総称。Meeting（会議，セミナー），Incentive 

Travel（企業報奨，研修旅行），Convention（各種団体，学会，協会が主催する総会，学術会議など），
Event/Exhibition（文化・スポーツイベント，展示会，見本市）の頭文字のこと。

＊Ｇ8労働大臣会合 …  G８（日本，アメリカ，イギリス，フランス，ドイツ，イタリア，カナダ，ロシア）の労働・雇用担当大
臣などが，先進各国に共通する労働・雇用問題について討議する場。

＊ＡＰＥＣ食料安全保障担当大臣会合
　………………………  APEC（アジア太平洋経済協力）は，アジア太平洋地域の21の国と地域が参加する経済協力の枠組みで

あり，当該地域の持続可能な成長と繁栄に向け，食料の安全保障について，食料安全保障を担当する
閣僚などが一同に集まる会合。
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資料：2014新潟市の国際交流
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資料：新潟市企業立地課
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（3）新潟市の現状
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地域・人づくり⑧

自治の深化
●  平成19年までには，地域における課題を地域が主体で解決するため，市内全域に，自治会・町内会を
中心とし，ＰＴＡや老人クラブ，ＮＰＯ＊，民生・児童委員など，地域のさまざまな団体等で構成する
地域コミュニティ協議会＊が結成されるとともに，区役所と地域の「協働＊の要」として，全ての区に区
自治協議会＊を設置しました。
●  平成20年には，地域のことを自らが考え，自ら行動する分権型政令市づくりをさらに力強く確かなも
のとするため，市民自治の基本となる条例「新潟市自治基本条例＊」を制定しました。
●  平成23年からは，新潟州構想＊として新潟県と本市との二重行政の解消などに取り組んできたほか，
本市にふさわしい大都市制度＊の実現に向け，区役所の権限強化などに取り組んできました。

市民公益活動の活発化　（図⑧－1）
●  市民の社会参加意欲の高まりとともに，市民主体のまちづくりを担う特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）
や各種コーディネーター＊などが増加を続けており，公益・非営利の分野において，自主的・自発的な
市民公益活動が活発化しています。

＊ＮＰＯ………………  ≪NonProfi t Organization≫非営利組織。政府・自治体や私企業とは独立した存在として，市民が
主体となって社会的な公益活動を行う組織・団体。そのうち，特定非営利活動促進法（NPO法）により，
法人格を認証された団体を特定非営利活動法人（NPO法人）という。

＊地域コミュニティ協議会
　………………………  市民と市が協働して地域のまちづくりや，その他の諸課題に取り組み，市民自治の推進を図るため，

概ね小学校区を基本単位として，自治会・町内会を中心にさまざまな団体等で構成された組織。
＊協働………………… 市民と行政が，対等な関係で相互の立場や特性を理解し，目的を共有し，連携・協力すること。
＊区自治協議会………  分権型政令市を実現し，市民と市との協働によって市民自治の推進を図るために，地方自治法に基づき各

行政区に設置する市長の附属機関。本市の政令指定都市移行と同時に，８つの区に設置した。
＊新潟市自治基本条例 …  本市における自治の基本理念や市政運営の基本原則などを盛り込むとともに，市民による主体的なま

ちづくりのための市民参画の考え方などを定めたもの。
＊新潟州構想…………  「新潟県と政令市の二重行政の解消」，「政令市が有する高度な行政機能の全県波及」，「基礎自治体の

自治権の強化」などの実現を目的に掲げ，新潟市と新潟県が共同で提起した構想。
＊大都市制度…………  地方自治法において，政令指定都市，中核市，特例市について，「大都市等に関する特例」が定められており，

小・中学校の教職員の任免，国県道の管理など一般の市町村よりも多くの権限が与えられる制度のこと。
＊コーディネーター … いろいろな要素を統合したり調整したりして，一つにまとめ上げる人。
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■図⑧－１　本市の特定非営利活動法人（NPO法人）数の推移

資料：新潟市市民協働課調べ

本市の特定非営利活動法人数は増加しています。
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（１）政策・施策の体系

学・社・民の融合による教育を推進するまち　（P87）政策③

地域力・市民力が伸びるまち　（P91）政策④

男女共同参画の推進・子どもを安心して産み育てられるまち　（P81）政策②

３　政策・施策

高齢者を地域で支える仕組みづくり

自分の力に自信をもち心豊かな子どもを育む学校教育の推進

地域コミュニティ協議会とのさらなる協働の推進

妊娠・出産・子育ての一貫した支援

障がいのある人などが地域で自立した生活をおくるための支援

創造力と人間力を高める生涯学習の推進

区自治協議会とのさらなる協働の推進

ワーク・ライフ・バランスの推進

快適に移動できるまちづくり

自立し開かれた学びの支援

NPOや民間企業などとのさらなる協働の推進

市民生活での安心・安全の確保

災害に強いまちづくり

ずっと安心して暮らせるまち　（P73）政策①

施策1

施策2

施策3

施策4

施策5

施策6

施策7

施策8

施策9

施策10

施策11

施策12

施策13

「都市像」を実現するために，11の政策と33の施策に取り組みます。

市民と地域が学び高め合う，安心協働都市都市像Ⅰ
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地域資源を活かすまち　（P95）政策⑤

人と環境にやさしいにぎわうまち　（P101）政策⑥

誰もがそれぞれにふさわしい働き方ができるまち　（P108）政策⑦

食と農を通じた地域づくり

まちなか再生・都心軸の明確化

女性や若者などがいきいきと働ける環境づくり

地域の個性，歴史，文化に根ざしたまちづくり

持続可能な公共交通体系の構築

資源循環型社会への取組み・低炭素型まちづくり

まちの活力に活かす「水と土」

健幸都市づくり（スマートウエルネスシティ）の推進

障がいのある人などがいきいきと働ける環境づくり

施策14

施策15

施策16

施策17

施策18

施策19

施策20

施策21

施策22

田園と都市が織りなす，環境健康都市都市像Ⅱ
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魅力を活かした交流拠点　（P123）政策⑩

世界とつながる拠点　（P129）政策⑪

雇用が生まれ活力があふれる拠点　（P118）政策⑨

ニューフードバレーの推進

防災・救援首都の機能強化

さまざまな分野での戦略的な国際交流の推進

多文化共生の推進

優れた拠点性を活かした広域的な交流人口の拡大

独自の魅力を活かした交流促進

食と花の魅力の向上

内発型産業の育成・創業支援

成長産業の育成

日本海側への機能移転の推進

環日本海ゲートウェイ機能の強化

役割を果たし成長する拠点　（P113）政策⑧

施策23

施策24

施策25

施策27

施策29

施策26

施策28

施策30

施策32

施策31

施策33

日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市都市像Ⅲ

（１）政策・施策の体系
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政　策

ページを構成する要素

8年後の姿
施策に取り組むことで実現される８年後の姿をイメージしています。

政策・施策プランのページは目指す都市像のもと,政策ごとに「８年後の姿」と「現状
と課題」，「施策」で構成しています。

現状と課題
８年後の姿を実現するうえで，本市がおかれている現状と課題について示しています。
（H26.12月現在）

施策
現状と課題を踏まえ，政策実現のために取り組んでいく施策について示しています。

８年後の姿
目指したものの実現

政策・施策
実現に向けた取組み

課題

現状



都市像Ⅰ　市民と地域が学び高め合う，安心協働都市

（２）政策・施策プラン

都市像Ⅰ 市民と地域が学び高め合う，安心協働都市

「ずっと安心して暮らせるまち」政策①

8年後の姿

～ 安全で快適な地域環境が整い，地域の住民が強い絆で結ばれ，お互いに助け合い，
市民一人ひとりが住み慣れた地域で安心して暮らしています～

●高齢者や障がいのある人など誰もが住み慣れた地域で安心して暮らしています。

●誰もが移動しやすいまちづくりが進んでいます。

●市民の人権と安全が確保され安心して暮らしています。
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現状と課題

● 人口減少とともに，地域の人口構成が大きく変化していくなか，地域における誰もが思いやりを
もち，互いの人権を尊重し，年齢や性別，障がいの有無などに関わらず，安心して暮らせる地域
づくりが必要です。

● 高齢化率は平成22年の23.2％から，平成52年には総人口の3分の1を超える37.3％に達すると推
計されています。そのため，高齢者が安心して暮らしていくための支援の充実が必要となってい
ます。（図①－1）

■図①ー1　本市の高齢者数および高齢化率の推移と推計

本市の高齢化率は急激に上昇すると推計されています。

資料：国勢調査，国立社会保障・人口問題研究所
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都市像Ⅰ　市民と地域が学び高め合う，安心協働都市

● 生活保護の被保護世帯数及び被保護人数は年々増加傾向にあり，平成25年度では，約8,500世帯，
約11,500人となるなど，生活に困難を抱えた人が自立して生活していくための支援の充実が必要
となっています。（図①－3）

■図①ー2　全国の若年無業者数の推移
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資料：総務省統計局「労働力調査」

※H23のデータは，岩手県，宮城県及び福島県を除く全国の結果

全国の若年無業者数は横ばいが続いています。

生活保護の被保護者世帯数および人数は増加しています。

■図①ー3　本市の生活保護の被保護世帯数および人数の推移

資料：新潟市の保健と福祉～福祉編
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● 全国の約60万人の若者が，ひきこもりにつながる若年無業者（15～34歳の非労働力人口のうち，
家事も通学もしていない者）となっている状況が，10年以上にわたり続いており，若者の社会的孤
立を防ぐ支援の充実が必要となっています。（図①－2）



● 老年人口の増加に伴い，障がいのある人，またその養護者の高齢化も進むため，障がいのある人
が住み慣れた地域で自立して生活していくための支援の充実が必要です。

● 本市では，市民の移動における自動車の利用割合が約70％と高くなっています。このまま自動車
に依存し続けることは，運転できなくなる高齢者が増える超高齢社会に対応できないだけでなく，
バスの利用者減少・運行便数の削減といった負の連鎖に歯止めがかからず，市民生活にとって大
きなマイナスとなります。（図①－5）

自殺死亡率は政令指定都市の中で一番高くなっています。

■図①ー4　自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺者数）
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資料：内閣府「平成25年の地域における自殺の基礎資料」

本市は移動における自動車利用の割合が高くなっています。

■図①ー5　本市における交通手段別構成比の推移

資料：新潟都市圏パーソントリップ調査，新潟市内都市交通特性調査
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都市像Ⅰ　市民と地域が学び高め合う，安心協働都市

● 自動車依存度の高い本市は，市民が移動する際のCO2排出量が政令指定都市のなかでも高い方に
位置しており，削減に向けた対策が急務となっています。（図①－6）

＊健康寿命……………  健康上の問題で，日常生活が制限されることなく生活できる期間の平均。介護保険の要介護2～5を不
健康な状態，それ以外を健康な状態として算出。

■図①ー6　1人当たり乗用自動車CO2排出量
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資料：新潟市（環境省簡易マニュアルによる市町村別CO2排出量推計（H22））

本市の1人当たり乗用自動車CO2排出量は政令指定都市中2番目に高くなっています。

● 本市の健康寿命＊は，男女とも全国並みですが，「健康でない期間」は長くなっています。市民が健
康で安心な生活をおくっていくため，健康寿命のさらなる延伸が必要です。（図①－7）

■図①ー7　健康寿命
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資料：新潟市健康づくり推進基本計画（第2次）

※ 65歳時点の平均余命年数のうち、日常生活が自立している期間（年数）を「健康な期間」，自立
していない期間（年数）を「健康でない期間」として表している。
※平均余命年数は，市区町村別生命表（H22：厚生労働省）による

本市は全国平均より健康でない期間が長くなっています。
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● 人口減少の進行に伴い，市内の空き家戸数が，平成10年の2.4万戸から平成20年の4.2万戸へと急
激に増加しているとともに，適正に維持管理されていない空き家の増加による，防犯・防災や環境・
衛生などさまざまな問題が発生しており，早急な対応が求められています。

● 中越地震や中越沖地震，3.11大震災の発生以後，市民の安全なまちづくりに対する関心・ニーズ
が高くなっています。

学校・地域連携事業

総おどり体操

健康づくりや介護予防に楽しみながら取り
組んでもらうために制作しました。体操の
振り付けは，振付師のパパイヤ鈴木さんが
手掛けています。

災害を乗り越える礎となる「共助」を強化
し，今後の地域防災の中心となる児童に対
して自らの命を守るための方法を考える力
「自助」を培うため，学校と地域が連携した
防災教育に取り組んでいます。
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都市像Ⅰ　市民と地域が学び高め合う，安心協働都市

＊NPO ………………  ≪NonProfi t Organization≫非営利組織。政府・自治体や私企業とは独立した存在として，市民が
主体となって社会的な公益活動を行う組織・団体。そのうち，特定非営利活動促進法（NPO法）により，
法人格を認証された団体を特定非営利活動法人（NPO法人）という。

＊地域包括ケアシステム …  「介護」「医療]という専門的なサービスと健康寿命延伸を目指す「介護予防」、その前提としての「住まい」と「生活支援」が一体
的に提供されることで、可能な限り住み慣れた地域で在宅の生活ができるようにする地域の包括的な支援・サービス提供体制。

＊健康寿命……………  健康上の問題で，日常生活が制限されることなく生活できる期間。日常生活動作が自立している期間
の平均であり，介護保険の要介護2～5を不健康な状態，それ以外を健康な状態として算出。

＊セーフティネット…  安全網。万が一の事態に陥った際に，経済的な安心・安全を確保するために行政などがあらかじめ備
えておくさまざまな制度や対策。

＊持続可能な公共交通 …  バス，鉄道，タクシーなどにより日常生活の足が確保され，誰もが利用することで，公共交通が将来
に渡って持続されている状態のこと。

施策1　高齢者を地域で支える仕組みづくり
● 高齢者が住み慣れた地域で安心して自分らしい生活がおくれるよう，地域やNPO＊などの多様
な事業主体により，高齢者を地域で支える仕組みづくりを進めていきます。また，医療・介護
のネットワーク形成や地域を支える人材と専門的な人材の育成など，医療・介護・予防・住まい・
生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステム＊の実現に向けた環境を整備します。
● 元気な高齢者に地域づくりの担い手として活躍していただくなど，高齢者の社会参加を促進
し，地域の活性化と高齢者本人の生きがいづくりや介護予防につなげ健康寿命＊を延伸します。

施策2　障がいのある人などが地域で自立した生活をおくるための支援
● 障がいのある人や，ひきこもりなどの生活に困難を抱えた人が自立し，住み慣れた地域で安
心安全な生活をおくるため，地域生活への移行及び就労のための基盤や支援体制の整備・拡
充を図り，セーフティネット＊機能を充実させます。

施策3　快適に移動できるまちづくり
● 誰もが徒歩や自転車，バス・鉄道などの公共交通で快適に移動できるまちづくりのため，自
動車に過度に依存するようなライフスタイルを改め，持続可能な公共交通＊体系を構築し，合
わせて歩く機会を増やし外出行動を促進するため，歩行環境を整備することで，バス交通の
利用者減少などの負の連鎖を解消しCO2排出量を削減します。

施策 1 　高齢者を地域で支える仕組みづくり

施策 2 　障がいのある人などが地域で自立した生活をおくるための支援

施策 3 　快適に移動できるまちづくり

施策 4 　市民生活での安心・安全の確保

施策 5 　災害に強いまちづくり

施 策
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施策4　市民生活での安心・安全の確保
● 市民が人権を尊重され，安心して安全な生活をおくるため，犯罪や交通事故の起こりにくい
環境づくりや消防・救急体制を充実するとともに，救急医療の持続可能な提供体制づくりを
推進します。また，市民の消費生活の安定及び向上を図ります。
● 地域における空き家の増加に対応するため，空き家を地域の居場所など資源としての活用を促
進するほか，子育て世代や若者のまちなか＊居住につなげるなど，地域の安心度向上に努めます。
● 市民の安全な食生活を守るため，安全でおいしい水の安定的な供給や食品の安全性の確保に
努めます。

施策5　災害に強いまちづくり
● 地震・津波や豪雨などの災害時に市民の生命を守るため，道路，橋りょう，上下水道，公園，
建物の耐震化など，災害に強い都市基盤を整備し，都市防災機能の強化を図ります。さらに，
発生時に市民一人ひとりが適切な行動がとれるよう，避難体制・地域防災力を強化し，地域
の強靭化を図るため，災害に強いまちづくりを進めます。

＊まちなか…………… まちの中で中心的機能を有する範囲。地域拠点，商業系地域を中心とした旧来からの中心的地区。

実家の茶の間・紫竹

区バス

平成26年10月に地域住民の支え合い活動の拠点として開設
した「地域包括ケア推進モデルハウス」の事業として実施。誰
もが気軽に立ち寄れる「居場所」として，子どもから高齢者ま
で幅広い層に利用されています。
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都市像Ⅰ　市民と地域が学び高め合う，安心協働都市

「男女共同参画の推進・子どもを安心して産み育てられるまち」政策②

8年後の姿

～ 子どもを安心して産み育てることができ，子どもたち一人ひとりが健やかに育ち，
全ての地域と家庭に笑顔があふれています～

●社会の宝である子どもが，地域のなかで，健やかに育っています。

●一人ひとりが望む妊娠，出産，子育てができる環境が整っています。

● 男女共同参画が進み，男女ともに仕事と子育てが両立できる職場の環境づくりが進んで
います。
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現状と課題

● 本市の子どもの数は減少が続き，総人口に対する割合も減少しており，少子化が進んでいます。
この傾向は今後も続くと予測されています。少子化の急速な進行は，社会活力の低下だけでなく，
同年代の仲間と切磋琢磨して健やかに育つ環境や，乳幼児とふれあって育つ環境を子どもたちか
ら奪い，自立した社会性のある大人への成長を阻害することが懸念されます。（図②－1）

■図②ー1　本市の子どもの数および割合の推移と推計

資料：国勢調査，国立社会保障・人口問題研究所

19.1 18.3 16.0 15.2 16.3 17.1 16.5 14.6 12.9 11.8 10.9 10.3 9.6 8.9 8.0 7.3 6.7 6.3 

34.7 
31.6 

26.5 
24.1 24.0 23.4 

21.7 
18.8 

16.2 
14.6 13.5 12.8 12.0 11.3 10.6 9.9 9.6 9.5 

0

5

10

15

20

25

30

35

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52

実績値 推計値

（％）（万人）
子どもの数 子どもの割合

減　少

本市の子ども（15歳未満）の数，割合は減少が続くと推計されています。
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都市像Ⅰ　市民と地域が学び高め合う，安心協働都市

■図②ー2　本市の生涯未婚率の推移
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資料：国勢調査

本市の生涯未婚率は上昇しています。

■図②ー3　合計特殊出生率の推移

資料：新潟県人口動態統計
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本市の合計特殊出生率は国，県を下回っています。

● 本市の生涯未婚率＊は，平成22年度で男性が約2割，女性が約1割となっています。また，合計特
殊出生率＊は，近年若干の上昇傾向にあるものの平成25年で1.32となっており，全国の1.43，新
潟県の1.44を大きく下回っています。急速に進む少子化へ対応するため，子どもを安心して産み
育てられる環境を考えるとともに，政令市新潟の将来を担う人材を育成していくことが喫緊の課
題です。（図②－2，②－3）

＊生涯未婚率…………  50歳の時点で一度も結婚したことがない人の割合。45～49歳および50～54歳の未婚率の平均値から算出。
＊合計特殊出生率……  15～49歳の女性が1年間に出産した子どもの数を基にして，一人の女性が生涯に生むと予測される子

どもの数の平均数を算出したもの。人口を維持するのに必要な合計特殊出生率は，2.08とされている。
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● 本市の年齢階級別就業率は，女性の就業率が10年前と比較し全体的に上昇，特に30代前半の就業
率が大きく上昇し，30歳代を谷とするM字カーブをなだらかにしています。これらは，平成18年
度以降，保育園入所待機児童＊数ゼロを堅持するなど，本市の仕事と子育ての両立を支える環境整
備が進んでいることを示したものと考えられ，生産年齢人口の減少が見込まれるなかで，今後さ
らに女性が積極的に社会で活躍できる環境づくりを進めていく必要があります。（図②－4）

● 男女が対等なパートナーとしてさまざまな政策・方針決定の場へ参画＊し，仕事と家庭生活・地域
活動を両立できるように協力し責任を分かち合い，自分の能力や個性を発揮することができる社
会の実現が求められています。

■図②ー4　本市の年齢階級別就業率
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資料：国勢調査

女性の年齢階級別就業率は全体的に上昇しています。

＊待機児童……………  認可保育所等への入所を希望し，市に申込書を提出している子どものうち，入所要件を満たしている
にもかかわらず入所できずにいる子ども。

＊参画…………………  政策・計画への提言・提案，市民委員会等への参加など，地域・社会の公共的活動に主体的に参加す
ること。
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都市像Ⅰ　市民と地域が学び高め合う，安心協働都市

● 核家族化の進行による家族規模の縮小，地域のつながりの希薄化による子育て家庭の孤立感の増
大や経済状況による貧困などを背景に，児童虐待の相談・通告件数が，高水準で推移しているほ
か，子どもの成長過程では，いじめ，不登校，ひきこもりなどといった問題も生じています。また，
ひとり親家庭の増加など，子どもや家庭が抱える背景が複雑化・多様化しており，適切な支援の
必要性が高まっています。

● 新潟県の調査によると，約4割の人が，実際の子どもの人数が理想とする子どもの人数を下回ると
回答しており，理由としては，教育費への不安が上位を占め，次いで「年齢的に妊娠・出産が難し
いから」，「仕事と子育ての両立が難しいから」が続いており，子育て世帯への経済的支援や，企業
と地域，行政が一体となった子育て支援が求められています。（図②－5）

※前回は「少子化対策に関する県民意識・ニーズ調査（H22）」として，
　同様の調査項目について調査を実施

■図②ー5　実際の子どもの人数が，理想とする子どもの人数よりも少ない理由

資料：新潟県「子ども・子育て支援に関する県民ニーズ調査（H26）」
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大学教育に対する教育費にお金がかかるから
保育所や幼稚園の保育料にお金がかかるから

高等学校教育に対する教育劃にお金がかかるから
年齢的に妊娠・出産が難しいから

仕事と子育ての両立が難しいから（仕事が忙しく、子育ての時間がとれないから )
子どもの数に応じた手当等による経済的援助が不十分だから

出産費用等の経済的負担が大きいから
義務教育に対する教育費にお金がかかるから

結婚が遅かったから
育児休業期間中の所得保障が不十分だから
小児医療費等の経済的負担が大きいから
育児の社会的支援体制が不十分だから

育児が大変だから
妊娠・出産が大変だから

健康上の理由で妊娠・出産が難しいから
子育てに対する男性の参画が得られず、女性の負担が大きいから

配偶者やパートナーが子どもを欲しがらないから
不妊治療にお金がかかるから
子どもの預け先がないから
仕事や趣味を優先したいから

住宅がせまいから
育児に自信がないから

育児に家族の協力が得られないから
少ない子どもに手をかけて育てたいから

配偶者やパートナーとの関係を大切にしたいから
公園や道路の安全対策などが不安だから

子どもが苦手だから
その他
無回答

理由としては，教育費への不安が上位を占めています。
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施策6　妊娠・出産・子育ての一貫した支援
● 子どもは社会の宝であるとの認識を地域や企業と共有し，地域力・市民力を結集し，連携しな
がら，困難を抱える子どもや家庭への支援，母子ともに健康で過ごせる支援，子どもを多くも
つことへの不安を軽減するなど，誰もが安心して妊娠，出産，子育てができる環境づくりを進
めます。また，福祉，保健，医療に加え，住宅，雇用，教育などの施策に一貫して取り組みます。

施策7　ワーク・ライフ・バランスの推進
● 男女がともに健康で充実した生活をおくるためには，企業と連携し，意識の啓発を進め，仕
事と家庭生活や地域活動などのバランスをとりながら，個人の状況に応じて多様な生き方を
選択できることが大切です。これまで過度に依存してきた女性の子育ての負担を軽減し，男
女ともに仕事と生活の調和を図るワーク・ライフ・バランスを推進します。

施策 6 　妊娠・出産・子育ての一貫した支援

施策 7 　ワーク・ライフ・バランスの推進
施 策

ベビータッチング講座

イクメン・カジダン写真コンテスト（H26グランプリ）
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都市像Ⅰ　市民と地域が学び高め合う，安心協働都市

＊学・社・民の融合… 学校，家庭，地域，社会教育施設，地域の諸団体，企業などが一体となって教育活動を進めること。

「学・社・民の融合による教育を推進するまち」政策③

8年後の姿

～ 学・社・民の融合＊による人づくり，地域づくり，学校づくりが進み，自立した
学びと開かれた学びを支援する環境が整い，市民一人ひとりが学びお互いを高め
合っています～

●自分の力に自信をもち，世界と共に生きる心豊かな子どもが育っています。

●生涯を通じて学び育ち，創造力と人間力あふれる市民が育っています。

●自立した学びと開かれた学びを支援する学習環境が整っています。
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現状と課題

● 「地域教育コーディネーター＊」を市立の全ての小・中・中等教育・特別支援学校に配置し，学校支
援ボランティア＊の協力を得ながら，子どもたちの学力の向上や社会性の育成を図るなど，子ども
の成長や学びを地域全体で支える体制を構築してきました。（図③－1）

＊地域教育コーディネーター …  学校に拠点を構え，学校・PTA・地域のニーズを把握し，地域と学校が協働できることを企画，実施
するつなぎ役。

＊学校支援ボランティア …  学校の教育活動について，地域の教育力を生かすため，保護者，地域人材や団体，企業等がボランティ
アとして学校をサポートする活動。

＊教育ファーム………  農業や食の体験を通じ，本市が誇る農業や食に対する理解を深め，ふるさとへの愛情や誇り・生きる
力を培う活動や，「アグリパーク」「いくとぴあ食花」などの活動場所のこと。

■図③ー1　地域教育コーディネーター配置率と学校支援ボランティア数の推移

資料：新潟市地域と学校パートナーシップ事業報告書
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地域教育コーディネーターは平成25年度に配置率が100％になり，学校支援ボランティア数も増加しています。

● これまでも地域に開かれた特色ある学校づくりを進めてきましたが，政令市移行後については，
県から移譲された教職員の人事権を行使し，適材適所の人材配置を行ってきたことに加え，平成
26年度からは教育委員の増員及び担当区制を開始し，地域との教育ミーティングなどを実施して
おり，これまで以上に区の特性や教育現場の実情などを踏まえた教育の実践が期待されています。

● 市内の多くの小学校では，これまでも学校教育田による農業体験を行うなど，食文化や農業への理
解を深める体験の場や学習機会を提供してきました。平成26年度からは，全ての小学生が農業体
験学習を通して食と農の理解を深め，田園の素晴らしさ，豊かな食，農業の魅力を学ぶ「新潟発わ
くわく教育ファーム＊」を開始し，地域を愛し，地域に暮らす誇りにつなげる取組みを進めています。
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都市像Ⅰ　市民と地域が学び高め合う，安心協働都市

● 新潟県人口の3割を超える本市が，大学や専門学校など専門的な高等教育を受ける場を充実させる
ことで，若者の人口流出を抑え，まちの活性化につなげることが求められています。

● 地域ぐるみで小学校の体育館などを活用して進めてきた放課後の子どもの居場所づくりに加え，
今後は学校が地域活動の中心として，子どもの健全育成および生涯を通じた社会教育の場として，
より機能することが求められています。

● 生涯学習の中核施設の一つである図書館は，人口10万人当たりの図書館数が政令指定都市のなか
でも高い水準に位置しており，今後は多様化する市民ニーズに応えるため，学習・研究・調査に
使用する図書の照会や検索などのサービスの充実を図っていく必要があります。（図③－2）

■図③ー2　人口10万人当たりの図書館数
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資料：大都市比較統計年表（H23）

本市の人口10万人当たりの図書館数は政令指定都市中2番目に高くなっています。

田植え体験

学校給食の様子
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＊参画…………………  政策・計画への提言・提案，市民委員会等への参加など，地域・社会の公共的活動に主体的に参加す
ること。

＊キャリア教育………  一人一人の社会的・職業的自立に向け，必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して，キャリ
ア発達を促し，基礎的・汎用的能力（人間関係形成・社会形成能力，自己理解・自己管理能力，課題
対応能力，キャリアプランニング能力）を育む教育。

＊食育…………………  さまざまな経験を通じて食に関する知識及び食を選択する力を習得し，健全な食生活を実践すること
ができる人間を育てること。

＊コミュニティ……… 人々が共同体意識を持って共同生活を営む一定の地域，およびその人々の集団。地域社会。共同体。
＊産学官の連携………  産は企業など産業界，学は大学など研究・教育機関，官は公的機関のこと。三者が連携することで大

学や研究機関等が持つ研究成果や特許等を企業が活用し，経営革新や製品開発に結びつける取組み。

施策8　自分の力に自信をもち心豊かな子どもを育む学校教育の推進
● 学力・体力に自信をもち，地域を誇れる子どもを育むため，校種間・学校間連携と外部の力
を活かした学校づくりや市民感覚に富んだ教師の育成を目指すとともに，地域・保護者・学
校が共に学校教育を考える参画＊型システムの深化を図ります。

● 職業や将来の生き方について考えるキャリア教育＊の推進とともに，子どもたちが本市の誇る
農業や食に対する理解を深め，ふるさとへの誇りや生きる力を育むため，食育＊や地域の文化・
環境を学ぶための体験活動を推進します。

施策9　創造力と人間力を高める生涯学習の推進
● 強い絆と活力あるコミュニティ＊を形成するため，公民館や図書館など学びの場を核とした生
涯学習の内容を充実させます。

● 学校での地域活動拠点づくりや職員の資質向上など，生涯学習・社会教育の推進を支える基盤
整備を進めるとともに，一人ひとりの多様なニーズに応じるため，学習機会の充実を図ります。
● 若者の人口流出を抑え，まちの活性化につなげるため，産学官の連携＊の推進とキャリア形成
に向けた大学や専門学校の新規・拡充を支援します。

施策10　自立し開かれた学びの支援
● 今後増加する高齢世代の力も活用しながら，子どもの成長や学び，安心安全な居場所づくり
を地域全体で支えていける環境を整備するとともに，子育て世代が，本市で子どもに教育を
受けさせたいと思えるよう，本市の特長を活かした教育環境を整備します。

● 一人ひとりが主体的に学び，将来の生き方を考え，互いの個性を尊重し合いながら，地域社
会全体が子育てや教育活動を支えていくため，生涯にわたる教育や学習に対するニーズと課
題に対応する現場重視の体制作りを進めるとともに，地域の特色を磨き，伸ばす，学びと育
ちへの支援をします。

施策 8 　自分の力に自信をもち心豊かな子どもを育む学校教育の推進

施策 9 　創造力と人間力を高める生涯学習の推進

施策 10 　自立し開かれた学びの支援

施 策
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都市像Ⅰ　市民と地域が学び高め合う，安心協働都市

＊協働………………… 市民と行政が，対等な関係で相互の立場や特性を理解し，目的を共有し，連携・協力すること。

「地域力・市民力が伸びるまち」政策④

8年後の姿

～ 市民との協働＊によるまちづくりが進み，地域づくりを担う人材が多く育ち，地
域力・市民力が高く持続可能で魅力のあるまちとなっています～

●市民との協働によるまちづくりが進んでいます。

●さまざまな場面で活躍する地域づくりの担い手が育っています。

●地域が強い絆で結ばれ，自立度の高いまちづくりが進んでいます。
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現状と課題

● 本市は，江戸時代から自らの手で町を治める「町人自治」で知られ，蒲原では殿様に頼らずに，農
民自身が新田開発や新川などの落とし堀掘削に自力で取り組んだなど，新潟の精神風土として「自
治・自主・自立」が根付いています。

● 一世帯当たりの世帯人員は全国平均を上回り，自治会への加入率も，政令指定都市のなかでも上
位を誇るなど，家族間や地域間などのつながりが強い傾向にあります。（図④－1，④－2）

■図④ー1　自治会加入率

資料：指定都市地域振興主管者連絡会議配布資料(H25)
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本市の自治会加入率は政令指定都市中2番目に高くなっています。

■図④ー2　世帯数および1世帯当たり人員の推移
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資料：国勢調査

本市の1世帯当たりの人員は全国平均を上回っています。
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都市像Ⅰ　市民と地域が学び高め合う，安心協働都市

＊区自治協議会………  分権型政令市を実現し，市民と市との協働によって市民自治の推進を図るために，地方自治法に基づ
き各行政区に設置する市長の附属機関。本市の政令指定都市移行と同時に，8つの区に設置した。

＊地域コミュニティ協議会 …  市民と市が協働して地域のまちづくりや，その他の諸課題に取り組み，市民自治の推進を図るため，
概ね小学校区を基本単位として，自治会・町内会を中心にさまざまな団体等で構成された組織。

＊NPO ………………  ≪NonProfi t Organization≫非営利組織。政府・自治体や私企業とは独立した存在として，市民が
主体となって社会的な公益活動を行う組織・団体。そのうち，特定非営利活動促進法（NPO法）により，
法人格を認証された団体を特定非営利活動法人（NPO法人）という。

＊協働………………… 市民と行政が，対等な関係で相互の立場や特性を理解し，目的を共有し，連携・協力すること。
＊コミュニティ………  人々が共同体意識を持って共同生活を営む一定の地域，およびその人々の集団。地域社会。共同体。

● 人口減少とともに地域の人口構成が大きく変化していくなか，安心安全や福祉などの分野におい
ても，これまで以上に地域づくりの主体となる区自治協議会＊や地域コミュニティ協議会＊，元気
な高齢者，NPO＊，民間企業などが特性を活かしながらより活躍することへの期待が高まっており，
地域づくりを担う人材の育成や支援拡充などの環境整備をさらに推進する必要があります。

● 今後ますます多様化する地域の課題や市民のニーズに効果的かつ的確に対応するため，さまざま
な分野において地域コミュニティ協議会やNPOなどと行政が積極的に協働＊を進めていく必要が
あります。（図④－3）

■図④ー3　本市の特定非営利活動法人（NPO法人）数の推移

資料：新潟市市民協働課調べ
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本市の特定非営利活動法人数は増加しています。
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施策11　地域コミュニティ協議会とのさらなる協働の推進
● 地域コミュニティ協議会の役割を明確にし，行政，市民，地域の民間企業，NPOなどとの関
連性についても整理するとともに，まちづくりの担い手として，地域の防災・防犯，教育，福祉，
保健，医療などさまざまな課題に対し，民間企業やNPOなどと連携しながら解決できるよう，
人材育成や支援など環境整備を図ります。

● 地域コミュニティ協議会の活動の核の一つである学校にコミュニティ＊活動の拠点機能などを
もたせるなど，さらなる活動活性化への支援を進めます。

施策12　区自治協議会とのさらなる協働の推進
● 区役所の権限・財源強化を進めていくなか，協働の要である区自治協議会のさらなる進化を図
るため，今後担っていく役割や，区役所・地域の活動主体などとの位置づけを明確化していき
ます。

施策13　NPOや民間企業などとのさらなる協働の推進
● 多様化する地域の課題や市民のニーズに効果的かつ的確に対応していくため，ボランティア
活動の促進を図るとともに，人材育成や支援を充実しNPOや民間企業などとの協働を推進し
ます。

施策 11 　地域コミュニティ協議会とのさらなる協働の推進

施策 12 　区自治協議会とのさらなる協働の推進

施策 13 　NPOや民間企業などとのさらなる協働の推進

施 策

区自治協会議の様子
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都市像Ⅱ　田園と都市が織りなす，環境健康都市

（２）政策・施策プラン

都市像Ⅱ 田園と都市が織りなす，環境健康都市

「地域資源を活かすまち」政策⑤

8年後の姿
～ 田園と都市のそれぞれの魅力が調和し，農業体験や豊かな食文化などにより，市民がまちに
対する誇りや愛着をもちながら，さまざまな活動が行われるなど，市民がいきいきと暮らし，
まちの魅力が向上しています～

●「食と農」による地域づくりが進み，市民が「食文化」や「田園」に誇りをもっています。

● 農業が果たす新たな価値が創り出され，さまざまな分野・産業との連携が広がってい
ます。

● 「水と土」などの地域の個性を活かしたまちづくりが進み，まちの魅力につながってい
ます。

● 水辺や田園などの豊かな自然環境や，これまで受け継がれてきた歴史や文化など，本
市特有の地域資源を活用したさまざまな活動が行われています。
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現状と課題

● 本市は，水田面積が市町村別で全国第1位であるとともに，「食と花の銘産品」として全国に誇るく
ろさき茶豆やル レクチエなどの農水畜産物を指定するなど，生産振興やブランド化を進め，販売
の促進を図っています。

● 市内在住者を対象に実施した平成21年度市政世論調査＊によると，市外・県外に住んでいる人に
紹介したい新潟市のイメージは，「食べ物が美味しい・食材が豊富」や「米どころ」など「食」に関す
る項目が上位を占めており，次いで「海，川，潟など水と親しめる街」や「夕日が美しい」など「自然」
に関する項目が挙げられています。また，県外在住者へのアンケートによると，「本市の魅力」を「食」
と回答している人が最も多く，次いで「自然」が多く挙げられており，市内外の認識が一致してい
ます。（図⑤－1，⑤－2）

＊市政世論調査………  市民生活の現状，市民の市政に対する要望，意識，関心度などを把握し，今後の市政運営の基礎資料
を得る目的で，本市において毎年行っている調査。

■図⑤ー1　市内在住者が思う市外・県外に住んでいる人に紹介したい本市のイメージ

※無作為抽出にて市民2,353人より回答

資料：新潟市市政世論調査（H21）

食べ物が美味しい・
食材が豊富
1,337

食べ物が美味しい・
食材が豊富
1,337

その他
1,350
その他
1,350

夕日が
美しい
619

夕日が
美しい
619

海、川、潟など
水と親しめる街

763

海、川、潟など
水と親しめる街

763

米どころ
1,029
米どころ
1,029

田園に囲まれている
259

田園に囲まれている
259

山、里山など
豊かな自然がある街

296

山、里山など
豊かな自然がある街

296

温泉がある
376

温泉がある
376

本州日本海側で
最大の都市
406

本州日本海側で
最大の都市
406

総数＝6,435

（回答は３つまで）

本市のイメージは「食」に関する項目が上位を占めています。
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都市像Ⅱ　田園と都市が織りなす，環境健康都市

● 本市では，農業活性化研究センター＊や食品加工支援センター＊を新たに設置し，6次産業化＊への
取組みを進めているとともに，全ての小学生が農業体験学習を通して農業の魅力などを学ぶ教育
ファーム＊を開始しているほか，ひきこもりにつながる若年無業者への農業を活用した若者自立支
援や，障がいのある人の農業実習など，「農業」と多くの分野との連携が芽生えています。

● 信濃川と阿賀野川の2つの大河に育まれた本市のアイデンティティ＊である「水と土」をテーマに，
平成21年と平成24年に「水と土の芸術祭」を開催し，「海と川」や「港」，「食と花」に焦点を当て，素
晴らしい水辺空間や美しい景観を市民全体で共有・共感しただけでなく，市民自らが企画し運営
する「市民プロジェクト」にも多くの市民から参加いただき，文化の創造に取り組んできました。
今後も，水と土の象徴である「潟」に光を当てるなど，新たな魅力の創出や市民文化のウエーブを
起こし続けることが求められています。

＊農業活性化研究センター …  本市のさらなる農業振興を図るため，農業者が抱えている技術的な課題の解決や農業の6次産業化・
農商工連携を積極的に支援することにより，農村の活性化を支援するための施設（平成25年6月開館）。

＊食品加工支援センター …  農業者を中心に，地場産食材を活用した食品加工技術や商品化の指導を行い，6次産業化への取組み
を支援する施設。アグリパーク内に設置。（平成26年6月開設）

＊6次産業化 …………  農林漁業者（1次産業従事者）が原材料供給者としてだけではなく，「地域資源」（農林水産物，バイオマ
ス，自然エネルギーなど）を有効に活用し，加工（2次産業）・流通や販売（3次産業）に取組む経営の多
角化を進め，農山漁村の雇用確保や所得の向上を目指すこと。

＊教育ファーム………  農業や食の体験を通じ，本市が誇る農業や食に対する理解を深め，ふるさとへの愛情や誇り・生きる
力を培う活動や，「アグリパーク」「いくとぴあ食花」などの活動場所のこと。

＊アイデンティティ… 個性。独自性。固有性

■図⑤ー2　市外在住者が思う本市の魅力

食
59
食
59

人柄
9
人柄
9拠点性

11
拠点性
11

町並み
16
町並み
16

自然
39
自然
39

総数＝134

（複数回答可）

資料：県外にお住まいの新潟市サポーターアンケート調査（H25）

※新潟市サポーターズ倶楽部会員をはじめとした県外に在住の新潟市に
　愛着のある人を対象に実施したアンケート（65人が回答）

本市の魅力は「食」と回答している人が多くなっています。
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● 市内には，地域に根ざし，受け継がれる文化資源が数多くあります。それらを地域の活性化につ
なげるため，「新潟市民文化遺産」として，伝統芸能や旧跡などの文化遺産を認定し，地域の宝と
して維持・継承の機運醸成を図っています。

ル レクチエ

農業活性化研究センター

本市が自信をもって全国に誇る優れた農水
畜産物の中から，新潟市ならではの特産物
を「新潟市食と花の銘産品」に指定して，そ
の生産の振興や販売・PRを支援しています。

くろさき茶豆
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都市像Ⅱ　田園と都市が織りなす，環境健康都市

＊食育…………………  さまざまな経験を通じて食に関する知識及び食を選択する力を習得し，健全な食生活を実践すること
ができる人間を育てること。

＊地産地消……………  地域で生産された農林水産物を，その生産された地域内において消費する取組み。
＊6次産業化 …………  農林漁業者（1次産業従事者）が原材料供給者としてだけではなく，「地域資源」（農林水産物，バイオマ

ス，自然エネルギーなど）を有効に活用し，加工（2次産業）・流通や販売 （3次産業）に取組む経営の多
角化を進め，農山漁村の雇用確保や所得の向上を目指すこと。

＊農商工連携…………  地域の基幹産業である農林水産業，商業，工業等の産業間での連携。
＊里山…………………  人里近くにある，生活に結びついた山。
＊アイデンティティ…  個性。独自性。固有性。
＊交流人口…………… 地域を訪れる人のこと。定住人口に対する概念。
＊まちなか…………… まちの中で中心的機能を有する範囲。地域拠点，商業系地域を中心とした旧来からの中心的地区。

施策14　食と農を通じた地域づくり
● 本市に暮らすさまざまな人が食育＊や農業体験などを通じて，田園の素晴らしさ，豊かな食，
農業の魅力を学び，新潟に暮らす誇りをもちながら，地産地消＊による安全な食を通じて健康
な生活につなげると同時に，食の生産地である田園と消費地である都市部との盛んな交流に
よりまちの活性化を図るなど，「食と農」による地域づくりを進めます。

● 新たな農業関連産業の創出を図るため，農業の6次産業化＊や農商工連携＊に取り組むととも
に，医療，福祉，子育て，教育，環境，交流といった視点を加えた「12次産業化」へと発展させ，
農業の新しい価値を創造し，農業を核とした地域づくり・人づくりを進めます。

● 農業・食分野に関わる大学や専門学校などとの連携を推進し，英知をまちの活性化に活かす
とともに，新たな力を生み出す人づくりを進めます。

施策15　まちの活力に活かす「水と土」
● 海や川，潟などの水辺や，豊かな田園，里山＊など，本市のアイデンティティ＊である「水と土」
から新たな価値を創り出し，市民と地域の成長につなげるとともに，市民一人ひとりの生活に
おける楽しみや市民交流の活発化を通して，まちに対する誇りや愛着を育むと同時に，まちの
魅力の向上へつなげることで，交流人口＊の拡大を図ります。

施策 14 　食と農を通じた地域づくり

施策 15 　まちの活力に活かす「水と土」

施策 16 　地域の個性，歴史，文化に根ざしたまちづくり

施 策
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施策16　地域の個性，歴史，文化に根ざしたまちづくり
● これまで各地域で守り，受け継がれてきた豊かな自然や歴史，文化など，地域の個性を活か
したまちづくりを進め，それぞれのまちなか＊の活性化につなげるとともに，その魅力を内外
に発信，地域間の連携を強化することで，都市全体の大きな魅力につなげ，交流人口の拡大
を図るとともに，来訪者が住んでみたいと思うまちづくりを進めます。

12次産業化のイメージ図

農業の6次産業化に加え，農作物や農作業など
農業そのものが持つ様々な価値や可能性（田園
資源）をフル活用することで，新たな産業を興
し、地域経済全体の活性化及び安心・安全で
暮らしやすい都市の創造を図ります。

水と土の芸術祭

「私たちはどこから来て，どこへ行くのか」を
基本理念とし，水と土の恵みから生まれた新
潟市独自の暮らし文化に着目する芸術祭。芸
術祭を通して，過去を振り返り，現在（いま）
を見つめ，未来を考える契機となることを目
指し，開催します。
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都市像Ⅱ　田園と都市が織りなす，環境健康都市

「人と環境にやさしいにぎわうまち」政策⑥

＊まちなか…………… まちの中で中心的機能を有する範囲。地域拠点，商業系地域を中心とした旧来からの中心的地区。
＊都心………………… 新潟駅周辺地区，万代周辺地区，古町・白山周辺地区を包含した区域。
＊健幸都市づくり……  「健康」＋「幸福」の造語で，身体面での健康だけでなく，人々が生きがいを感じ，安心安全で豊かな生

活を送れるまちづくり。

8年後の姿

～ まち全体に活力があふれ，人と環境にやさしい快適なまちづくりが進んでいると
ともに，誰もが容易に行けるまちなか＊では，それぞれの魅力と活気があふれ，
高齢者や若者など，多くの人が集い元気ににぎわっています～

● まちに若者が集い学べる創造的な場が創出されるなど，まちなかがにぎわってい
ます。

● 政令市新潟の顔としての都心＊の再生と，各地域の歴史や文化などの魅力を活か
したそれぞれのまちなか活性化の両輪でのまちづくりが進んでいます。

● 公共交通・まちなか活性・健幸都市づくり＊が連動し，誰もが移動しやすく，人々
が楽しみながら健康になれる元気なまちなか環境が整っています。

● 人と環境にやさしい快適なまちづくりが進んでいます。
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現状と課題

● 本市では，15～19歳の世代における学業を理由とした県外転出が顕著であり，この世代では同様
の傾向が続いています。若い世代はこれからの本市のまちづくりを担う大切な人材であると同時
に，まちの活力を向上させる大きな力であることから，本市で生まれ育った若者たちの転出を食
い止め，本市で誇りをもって学ぶことができる環境づくりが必要です。（図⑥－1，⑥－2）

■図⑥ー１　市内と県外との転出入において，その理由が学業である人の年齢別内訳

資料：新潟県人口移動調査（H25）

700

600

500

400

300

200

100

0

0 ～ 14

502
544

610

434

15 ～ 19 20～ 24 25～ 29 30～ 34 35～ 44 45～ 54 55～ 64 65～ （歳）

（人）

転　入

転　出

15～19歳の世代における学業を理由とした県外転出が多くなっています。
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625

664 655
625 627
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849
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転　入

転　出

■図⑥ー２　市内と県外との転出入において，その理由が学業である人のうち，15～19歳の推移

資料：新潟県人口移動調査（H18～25）

15～19歳の世代における県外転出は横ばいが続いています。
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都市像Ⅱ　田園と都市が織りなす，環境健康都市

● 本市の顔である都心＊においては，湊町としての歴史や文化を活かした風格あるまちなみや景観を
後世に残すとともに，さまざまな交流活動を通じて新たな投資を呼び込むことで市全体の大きな活
力につなげるよう，市民が誇りと愛着をもつ個性と魅力ある空間に変わっていくことが必要です。

● 本市では，市民の移動における自動車の利用割合が約7割と高くなっています。さらに，平成25
年度市政世論調査＊によると，市民の7割強の人が，「車に頼らなくても移動しやすいまちだと思わ
ない」と回答しています。このまま自動車に依存し続けることにより，運転できなくなる高齢者が
増える超高齢社会に対応できなくなります。（図⑥－3，⑥－4）

■図⑥－４　本市の移動しやすさの現状

資料：新潟市市政世論調査（H25）

5.5 

15.9 

28.6 

43.7 

4.5 

1.7 

0 20 40 60

移動しやすいまちだと思う

少しは移動しやすいまちだと思う

あまり移動しやすいまちだと思わない

移動しやすいまちだと思わない

わからない

無回答

（％）

全体（n=1,964）

2288.66

4433.77

あまり移動しやすいまちだと思わない

移動しやすいまちだと思わない

7割強の市民が「車に頼らなくても移動しやすいまちだと思わない」と回答しています。

■図⑥－３　本市における交通手段別構成比の推移

資料：新潟都市圏パーソントリップ調査，新潟市内都市交通特性調査

2.6 

2.8 

3.3 

2.8 

2.6 

4.6 

69.3 69.3 

69.6 69.6 

52.0 52.0 

9.8 

9.3 

17.0 

15.4 

15.7 

23.1 

平成23年

平成14年

昭和63年

鉄道 バス 自動車 二輪車 徒歩

0 20 40 60 80 100（%）

本市は移動における自動車利用の割合が高くなっています。

＊都心………………… 新潟駅周辺地区，万代周辺地区，古町・白山周辺地区を包含した区域。
＊市政世論調査………  市民生活の現状，市民の市政に対する要望，意識，関心度などを把握し，今後の市政運営の基礎資料

を得る目的で，本市において毎年行っている調査。
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● 本市のバス利用者はこの20年で3分の1にまで減っており，最近10年間を見ても40％減少してい
ます。また，バス運行便数は約20％減少しています。（図⑥－5，⑥－6）

バスの利用者数はこの20年で3分の1にまで減少しています。

■図⑥－5　バスの利用者数の推移

資料：新潟交通㈱データより
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■図⑥－6　バス運行便数の推移

資料：新潟交通㈱データより
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バスの運行便数は減少しています。
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都市像Ⅱ　田園と都市が織りなす，環境健康都市

● 平成24年度の新潟市8大学連携研究事業の研究成果において，高齢者の外出行動や公共交通利用
は健康増進に寄与する可能性が示されたと報告されています。

● 自動車依存度の高い本市は，市民が移動する際のCO2排出量が政令指定都市のなかでも高い方に
位置しており，削減に向けた対策が急務となっています。（図⑥－7）

■図⑥－7　1人当たり乗用自動車CO2排出量

資料：新潟市（環境省簡易マニュアルによる市町村別CO2排出量推計（H22））
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本市の1人当たり乗用自動車CO2排出量は政令指定都市中2番目に高くなっています。
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＊まちなか…………… まちの中で中心的機能を有する範囲。地域拠点，商業系地域を中心とした旧来からの中心的地区。
＊ファシリティマネジメント …  ファシリティ（土地や建物など施設とその環境）を総合的に企画，管理，活用する経営活動。ファシリティを

把握し，経営的視点によるファシリティの最適化を図り，経営資源として有効活用していく経営管理活動。
＊健康寿命……………  健康上の問題で，日常生活が制限されることなく生活できる期間の平均。介護保険の要介護2～5を不

健康な状態，それ以外を健康な状態として算出。
＊健幸都市づくり
　（スマートウエルネスシティ） …  「健康」＋「幸福」の造語で，身体面での健康だけでなく，人々が生きがいを感じ，安心安全で豊かな生

活を送れるまちづくり。スマートは「賢い」，ウエルネスは一般に「健康」を意味する。
＊持続可能な公共交通 …  バス，鉄道，タクシーなどにより日常生活の足が確保され，誰もが利用することで，公共交通が将来

に渡って持続されている状態のこと。

施策17　まちなか再生・都心軸の明確化
● それぞれのまちなか＊の魅力が高まり，多くの人がまちなかに集まるよう，大学など若者が集
い学ぶ場への支援やにぎわい空間の創出など，各地域の特色を活かしたまちなか活性化を図
ります。
● 新潟駅前・万代・古町を連動させた都市機能の向上による中心市街地の再構築や，堀割や商
家，花街などの湊町としての歴史や文化を活かした景観づくりに取り組み，都心軸を明確化し，
政令市新潟の顔としての都心の再生を図ります。

● 多くの人が集い，楽しくなる施設という視点で進めるファシリティマネジメント＊と，公共交
通のつながりを重視し，行きやすく，楽しく，元気になれる場づくりを進めます。

施策18　健幸都市づくり（スマートウエルネスシティ）の推進
● 健康寿命＊の延伸に向け，公共交通や徒歩・自転車でまちなかに出かけ，楽しみながら行う健
康づくりとまちづくりを連動させ，市民が生涯にわたって心身ともに健康に暮らしていける健
幸都市づくり（スマートウエルネスシティ）＊を推進していきます。

施策19　持続可能な公共交通体系の構築
● まちなか活性化や健康づくりなど社会環境の変化に対応し，バス・鉄道などの公共交通と自
動車交通との適切な分担のもと，誰もが移動しやすく，まちなかにも出かけやすい持続可能
な公共交通＊体系の構築を図ります。

施策 17 　まちなか再生・都心軸の明確化

施策 18 　健幸都市づくり（スマートウエルネスシティ）の推進

施策 19 　持続可能な公共交通体系の構築

施策 20 　資源循環型社会への取組み・低炭素型まちづくり

施 策
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都市像Ⅱ　田園と都市が織りなす，環境健康都市

＊協働………………… 市民と行政が，対等な関係で相互の立場や特性を理解し，目的を共有し，連携・協力すること。
＊バイオマス…………  木材，海草，生ごみ，紙，動物の糞尿，プランクトンなど，再生可能な生物由来の有機性資源で，化

石資源を除いたもの。
＊再生可能エネルギー  太陽光，風力，水力，地熱及びバイオマス（動植物由来の有機物）など，自然環境の中で繰り返し起こ

る現象から取り出すエネルギーの総称。「枯渇しない」「どこにでも存在する」「CO2を排出しない（増加
させない）」などの特徴がある。

施策20　資源循環型社会への取組み・低炭素型まちづくり
● 市民・事業者・市の協働＊による，さらなるごみの分別徹底や，本市の特徴である田園環境を
活かしたバイオマス＊資源の利活用により，資源循環型社会を構築します。
● 将来の世代に健全で恵み豊かな環境を引き継ぐため，環境に配慮したライフスタイルへの転
換やエネルギーの効率的な利用，再生可能エネルギー＊の普及などCO2排出量が少ない低炭素
型のまちづくりを推進します。

風力発電

BRT車両

再生可能エネルギーの導入推進の一環として，
マリンピア日本海の近くに小型風力発電設備
を設置しています。
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＊ワーク・ライフ・バランス… 仕事と家庭や地域生活などとの調和をとり，その両方を充実させる生き方。仕事と生活の調和。

「誰もがそれぞれにふさわしい働き方ができるまち」政策⑦

8年後の姿

～ 仕事を求める誰もがそれぞれにふさわしい働き方をすることにより，社会で自己
実現を果たし，一人ひとりがいきいきと輝いています～

●農業など本市の特性を活かした，さまざまな働き方ができる環境が整っています。

●誰もがやりがいをもっていきいきと働き，社会で自己実現を果たしています。

● ワーク・ライフ・バランス＊の考え方が，市民，企業に定着し実践され，一人ひ
とりのやりがいや充実感につながっています。
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都市像Ⅱ　田園と都市が織りなす，環境健康都市

現状と課題

● 今後，生産年齢人口が減少していくなか，まちの活力を維持向上していくため，女性，若者，高齢者，
障がいのある人，ひきこもりなどの生活に困難を抱える人など，誰もが働き社会参加していくこ
とが必要です。
　
● 中学，高校，大学の卒業３年以内のいわゆる若者の離職率が，全国で中学卒62.1％，高校卒
39.2％，大学卒31.0％となっており，近年離職率の低下の傾向はあるものの依然高い水準が続い
ているため，対策が求められています。（図⑦－1）

■図⑦－1　全国の新規学卒者の離職率

資料：厚生労働省職業安定業務統計
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※いずれも平成22年3月卒業者の離職率

中学，高校，大学の卒業3年以内の若者の離職率は，高くなっています。
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● 全国の約60万人の若者が，ひきこもりにつながる若年無業者（15～34歳の非労働力人口のうち，
家事も通学もしていない者）となっている状況が，10年以上にわたり続いており，今後人口減少が
加速していくなか，まちの活力を維持するため，若年無業者を減らす環境の整備が求められてい
ます。（図⑦－2）

■図⑦－2　全国の若年無業者数の推移

資料：総務省統計局「労働力調査」

※H23のデータは，岩手県，宮城県及び福島県を除く全国の結果
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全国の若年無業者数は横ばいが続いています。

● 女性の就業率は，全国的に結婚・出産期に当たる年代に一旦低下し，育児が落ち着いた時期に再
び上昇する傾向があり，本市においても同様の傾向が見られるものの，本市の30歳代の女性就業
率は政令指定都市のなかで最も高くなっています。（図⑦－3，⑦－4）

■図⑦－3　本市の年齢階級別就業率

資料：国勢調査（H22）
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女性の年齢階級別就業率は全体的に上昇しています。
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都市像Ⅱ　田園と都市が織りなす，環境健康都市

● 平成25年度の新潟県の障がい者雇用率は，都道府県比較でワースト2位の1.65％となっています
が，本市はこれを下回る1.56％であり，障がい者雇用率の改善が急務となっています。（図⑦－5）

■図⑦－4　30歳代の女性就業率

資料：国勢調査（H22）
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本市の30歳代の女性就業率は政令指定都市中1位となっています。

本県の障がい者実雇用率は都道府県比較で三重県に次いで低くなっています。

■図⑦－5　障がい者実雇用率

資料：厚生労働省資料（平成25年障害者雇用状況の集計結果）
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● 今後急激に増加する高齢者の生きがいづくりや健康寿命＊の延伸につなげるため，元気な高齢者の
地域活動への参加を促進するほか，意欲，体力など個人の状況に応じた就労機会を確保するなど，
高齢者の社会参加を促進することが必要です。

＊健康寿命……………  健康上の問題で，日常生活が制限されることなく生活できる期間の平均。（日常生活動作が自立して
いる期間の平均であり，）介護保険の要介護2～5を不健康な状態，それ以外を健康な状態として算出。
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施策21　女性や若者などがいきいきと働ける環境づくり
● 女性が自身の望む働き方をして自己実現を果たすことは，社会の活力維持につながることか
ら，一人ひとりが安心して働き，意欲や能力を十分に発揮できる環境づくりを進めます。

● 若者が働くことを通して社会的に自立し，自信をもって夢や目標に向かって動き出せるよう
環境づくりを進めます。

● 高齢者の社会参加を促進するため，働く意欲のある高齢者が豊かな経験によるさまざまな知
識や職能を活かして働くことができる環境づくりを進めます。

施策22　障がいのある人などがいきいきと働ける環境づくり
● 障がいのある人が誇りをもって自立した生活をおくることができるよう，就労やその後の定着
への支援の充実を図っていきます。

● 自然，田園をはじめとした本市の特性を活かした農業体験などを通じて，ひきこもりなどの生
活に困難を抱えた人の就労に向けた環境づくりを進めます。

施策 21 　女性や若者などがいきいきと働ける環境づくり

施策 22 　障がいのある人などがいきいきと働ける環境づくり
施 策

みつばち企業認定制度

合同企業説明会

市民や企業などに障がい者雇用に対する理解
を深めてもらうため，障がい者雇用に積極的
に取り組んでいる企業を認定しています。
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都市像Ⅲ　日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市

＊ニューフードバレー …  農業や研究機関を含めた食産業全体が連携し，ともに成長産業として，一体となって発展を目指す取組み。
＊防災・救援首都……  足元の安心安全の確保を図るとともに，首都直下地震など太平洋側で大規模災害が発生したとき，本市が

救援・代替機能を果たせるよう交通インフラや産業・エネルギー分野等での拠点機能の強化に向けた取組み。
＊ゲートウェイ機能… 国と国や都市と都市をつなぐ拠点・玄関口として必要な機能。
＊国土強靭化…………  事前防災及び減災その他迅速な復旧復興並びに国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれが

ある大規模自然災害等に備えること。
＊日本海国土軸……… 日本海沿岸地域を貫く都市・産業・交通などの有機的なつながりのこと。

（２）政策・施策プラン

都市像Ⅲ 日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市

「役割を果たし成長する拠点」政策⑧

8年後の姿

■食料・食品産業拠点・ニューフードバレー＊

　～ 農業や研究機関を含めた食産業全体が連携し，成長産業として相互に発展する
ことでニューフードバレーを形成し，国際的な農業・食品産業の拠点として，
我が国における経済成長への役割を果たしています～

■防災・救援首都＊

　～ 首都圏の代替機能の移転が進み，「防災・救援首都」として，我が国における強
靭な国土づくりへの役割を果たしています～

● ニューフードバレーの形成により，食と農を通じた地域づくりや食品産業の創業
などが進み，世界の農業・食品産業の拠点となっています。
● 環日本海で重要な位置にある本市が拠点性を活かして我が国におけるゲートウェ
イ機能＊を発揮しています。
● 国土強靭化＊に向けた防災・救援首都の取組みが進み，日本海国土軸＊が形成され，
首都圏の代替機能の強化に貢献しています。

113

基
本
計
画

基
本
構
想

附
属
資
料

１  

総
論

２  

本
市
を

取
り
巻
く
状
況

４  

区
ビ
ジ
ョ
ン

基
本
方
針

３  

政
策
・

施
策



現状と課題

● 本市は全国市町村別の農業産出額が全国第3位，米の輸出量に至っては都道府県と比較しても，新
潟県・秋田県に次いで全国第3位に相当するなど，名実ともに全国トップクラスの大農業都市です。
また，豊かな農業基盤を背景に食品製造業が発展し，他産業と比較しても事業所・従事者の数や
割合が高いなど，食産業全体が連携して成長してきました。これらの強みを活かしながら，国家
戦略特区＊において，本市のもつ農業や食品産業のポテンシャル＊をさらに発揮することが期待さ
れています。

● 本市の農家戸数，農業就業人口はともに減少傾向にあり，高齢化率は上昇しており，今後，農業
の担い手不足は大きな課題となります。（図⑧－1，⑧－2）

＊国家戦略特区………  特定の地域や分野を限定して規制緩和や税制上の優遇措置を行うことで，企業の投資や人材を呼び込
み，地域経済の活性化を目指すために国が指定する区域。

＊ポテンシャル……… 潜在的な力。

■図⑧ー1　本市の農家戸数と全世帯に占める割合の推移

資料：農林業センサス
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農家戸数 全世帯に占める農家の割合

本市の農家戸数は減少が続いています。
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都市像Ⅲ　日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市

● 我が国では，今後想定せざるを得ない首都直下地震など大規模自然災害等に備え，「強さとしなや
かさ」を備えた国土，経済社会システムを構築する「国土強靭化＊」に向け，太平洋側に過度に偏っ
た機能を日本海側へ移転する日本海国土軸＊の形成などの検討が進められています。

● 本市は，物流・エネルギー基地である日本海側拠点港＊に選定された新潟港，北東アジア＊と直結
する国際空港である新潟空港，首都圏に2時間で直結する鉄道，高速道路の結節点など本州日本海
側最大の拠点性を誇るインフラを備えており，3.11大震災において，本市の過去の災害対応実績
を活かした人的・物的支援に加え，これらのインフラを活用し日本最大級の救援センターとして
大きな役割を果たしました。

● 本市では，拠点性の向上のほか，航空機産業などの成長産業の育成を通じて，雇用の創出に向け
た取組みが進められています。

＊国土強靭化…………  事前防災及び減災その他迅速な復旧復興並びに国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれが
ある大規模自然災害等に備えること。

＊日本海国土軸……… 日本海沿岸地域を貫く都市・産業・交通などの有機的なつながりのこと。
＊日本海側拠点港……  経済成長著しい対岸諸国と地理的に近接する日本海側港湾において，伸ばすべき機能の選択と施策の

集中及び港湾間の連携を通じて，対岸諸国の経済発展を我が国の成長に取り入れるとともに，東日本
大震災を踏まえた災害に強い物流ネットワークの構築にも資することを目指し，国土交通省が選定。

＊北東アジア…………  ロシア極東及び東シベリア，中国東北三省及び内モンゴル自治区並びにモンゴル，朝鮮半島及び日本
を含む地域。

■図⑧ー2　本市の農業就業人口と65歳以上比率の推移
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資料：農林業センサス

本市の農業就業人口は減少していますが，65歳以上の割合は上昇しています。
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施策23　ニューフードバレー＊の推進
● 本市農業の維持・発展を図るため，農業基盤の整備を促進するとともに，農業を支える多様
な担い手の育成を進めます。
● 都市と農村の交流促進とともに，農業者の新たな収入源となる農家レストラン＊の設置などを
はじめとして，6次産業化＊や農商工連携＊を促進し，地元農水産物の消費拡大と農漁村と都市
間の交流促進を図ります。

● 新たな農業経営の構築を目指し，新しい技術を活用した次世代型，革新的な農業を推進します。
● 法人化の促進や農地の集約化などを進めるとともに，産学官の高度な教育・研究・支援機関
などにより，地元農産品を活用した食品や機能性食品など，付加価値の高い食品の開発を推
進します。
● 本市が日本海側における食の拠点となるため，北東アジアに向けた農産物や食品の輸出を促
進するとともに，東南アジア＊などとの戦略的な経済交流を重点的に進めます。
● 農業ベンチャー＊への支援拡充などにより，起業への不安解消を図り，農業分野での創業を促
し雇用の場を創出します。

施策24　環日本海ゲートウェイ機能の強化
● 日本海に面し，首都圏をはじめとした東日本と北東アジアを結ぶ結節点にあるとともに，地
勢的に環日本海のセンターゾーンに位置する本市が，発展を続ける北東アジア，東南アジア
と東日本との多様な交流の結節点として十分機能できるよう，防災・観光・産業などさまざ
まな分野で，国や県，周辺自治体，他自治体との連携を強化するとともに，新潟空港，新潟
港，本市と首都圏ならびに各都市とを結ぶ道路網，市内の拠点を結ぶ道路網などのゲートウェ
イ機能＊の強化を図り，これらの利活用を通じた産業振興に取り組むことで人流，物流におけ
る拠点性を向上させます。

施策 23 　ニューフードバレーの推進

施策 24 　環日本海ゲートウェイ機能の強化

施策 25 　日本海側への機能移転の推進

施策 26 　防災・救援首都の機能強化

施 策

＊ニューフードバレー … 農業や研究機関を含めた食産業全体が連携し，ともに成長産業として，一体となって発展を目指す取組み。
＊農家レストラン…… 農業者自ら生産した農畜産物又は地域で生産される農畜産物を主たる材料として調理して提供する施設。
＊6次産業化 …………  農林漁業者（1次産業従事者）が原材料供給者としてだけではなく，「地域資源」（農林水産物，バイオマ

ス，自然エネルギーなど）を有効に活用し，加工（2次産業）・流通や販売（3次産業）に取組む経営の多
角化を進め，農山漁村の雇用確保や所得の向上を目指すこと。

＊農商工連携………… 地域の基幹産業である農林水産業，商業，工業等の産業間での連携。
＊東南アジア…………  アジア南東部，インドシナ半島とマレー諸島からなる地域の総称。ミャンマー・タイ・ベトナム・ラオス・

カンボジア・マレーシア・シンガポール・フィリピン・インドネシア・ブルネイの諸国を含む地域。
＊農業ベンチャー…… 新たに農業分野に参入し，創造的・革新的な営農を展開する農業生産法人等。
＊ゲートウェイ機能… 国と国や都市と都市をつなぐ拠点・玄関口として必要な機能。
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都市像Ⅲ　日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市

＊日本海国土軸……… 日本海沿岸地域を貫く都市・産業・交通などの有機的なつながりのこと。
＊国土強靭化…………  事前防災及び減災その他迅速な復旧復興並びに国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれが

ある大規模自然災害等に備えること。

施策25　日本海側への機能移転の推進
● これまでの太平洋側に偏った国土づくりを見直し，強靭な国土づくりに資する日本海国土軸＊

を形成するため，新潟港，新潟空港，鉄道や道路ネットワークの機能強化により拠点性を向上
させるとともに，県や関係自治体と連携したエネルギー拠点の形成や創業の活発化など，本
市の立地・特性を活かした取組みを通じて，産業をはじめとしたさまざまな機能移転を推進
します。

施策26　防災・救援首都の機能強化
● 災害に強いまちづくりに取り組むとともに，首都直下地震など想定せざるを得ない太平洋側の
大災害発生時に，本市が救援拠点として機能できるよう，平時の利用も勘案しながら交通イ
ンフラの強化を進めます。さらに，救援・支援体制の整備や他自治体との連携を強化し，国
土強靭化＊を図るための災害に強い基盤を作ります。

稲刈り

新潟港
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「雇用が生まれ活力があふれる拠点」政策⑨

＊Ｉターン…………… 主に，都市圏に生まれ育った人が，地方に移住すること。
＊Ｕターン…………… 地方に生まれ育った人が，都市圏への進学や就職を経た後，再び地方の生まれ故郷に戻ること。
＊内発型産業………… 地域内の技術・知識・人材などからなる産業。

8年後の姿

～ 産業が生まれ育ち，さまざまな人が働きがいをもてる魅力的な雇用の場が創出さ
れ，都市の活力が満ちあふれています。また，魅力的な雇用の場は，市外から人
を引きつけています～

● 本市の特性を活かした成長産業が育ち，魅力的な雇用の場が創出されています。

● 魅力的な雇用の場にあふれ，首都圏などからのＩターン＊，Ｕターン＊につながっ
ています。

●内発型産業＊が育ち，いきいきと働ける雇用の場の安定が図られています。
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都市像Ⅲ　日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市

現状と課題

● 本市では，平成24年の製造品出荷額等の産業分類別内訳を見ると，食料品製造業が22.3％を占め，
他の産業と比較して最も多くなっています。また，製造品出荷額等の推移を見ると，平成17年以降，
総額は1兆円前後で推移し，そのうち食料品製造業が2,000億円程度で推移しています。（図⑨－1，
⑨－2）

■図⑨ー1　本市の製造品出荷額等の産業分類別内訳

資料：工業統計調査（H24）

食料品製造業
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パルプ・紙・
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輸送用機械器具
製造業
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輸送用機械器具
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24.9
その他
24.9

金属製品製造業
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金属製品製造業
10.0

（%）

本市の製造品出荷額等は食料品製造業の割合が最も多くなっています。

■図⑨ー2　本市の製造品出荷額等の推移
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総額 うち食料品製造業

資料：工業統計調査，経済センサス

総額は1兆円前後，食料品製造業は2,000億円程度で推移しています。
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＊産学官が連携………   産は企業など産業界，学は大学など研究・教育機関，官は公的機関のこと。三者が連携することで大
学や研究機関等が持つ研究成果や特許等を企業が活用し，経営革新や製品開発に結びつける取組み。

● 我が国石油産業の発祥地である本市は，石油掘削から派生した鉄鋼・機械産業が発展し，現在も
その流れを汲む企業がディーゼルエンジンから鉄道車両，船舶，工作機械など多岐に渡る製品を
製造しています。また，これらの技術を活かし，国内トップシェアの企業をはじめ，機械・金属
関連企業が多数集積していることから，成長分野である航空機産業の振興を図るための「NIIGATA 
SKY PROJECT（ニイガタ スカイ プロジェクト）」に産学官が連携＊して取り組んできました。

● 平成20年のリーマンショックに端を発する世界的金融危機の際に，緊急経済対策を実施するなど，
本市はこれまでも雇用の場の確保に努めてきました。有効求人倍率の推移を見ると，平成21年度
から年々改善しているものの，職業を理由とした年齢階層別県外転入・転出者数をみると，20～
24歳の転出が顕著であり，魅力ある産業・雇用の場の確保が大きな課題となっています。（図⑨－3，
⑨－4）

（倍）
Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

全　　国 1.06 1.02 0.77 0.45 0.56 0.68 0.82 0.97
新 潟 県 1.13 1.09 0.75 0.45 0.59 0.71 0.85 1.02
新潟職安 1.20 1.18 0.81 0.54 0.66 0.77 0.91 1.13
新津職安 0.77 0.79 0.60 0.36 0.45 0.52 0.79 0.91
巻 職 安 1.09 1.00 0.59 0.31 0.46 0.57 0.73 0.96

※全国，県全体の数字は季節調整済み

■図⑨ー3　有効求人倍率（パート含む全数）の推移
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新潟県全国巻職安新津職安新潟職安

改　善

資料：新潟労働局

有効求人倍率は平成21年度から改善しています。
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都市像Ⅲ　日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市

■図⑨ー4　市内と県外との転出入において，その理由が職業である人の年齢別内訳

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

0 ～ 14 15～ 19 20～ 24 25～ 29 30～ 34 35～ 44 45～ 54 55～ 64 65～ （歳）
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転　入

転　出

2,1822,182

1,3241,324

資料：新潟県人口移動調査（H25）

20～24歳の世代における職業を理由とした県外への転出が多くなっています。

121

基
本
計
画

基
本
構
想

附
属
資
料

１  

総
論

２  

本
市
を

取
り
巻
く
状
況

４  

区
ビ
ジ
ョ
ン

基
本
方
針

３  

政
策
・

施
策



＊ポテンシャル……… 潜在的な力。
＊ニューフードバレー … 農業や研究機関を含めた食産業全体が連携し，ともに成長産業として，一体となって発展を目指す取組み。
＊Ｕターン…………… 地方に生まれ育った人が，都市圏への進学や就職を経た後，再び地方の生まれ故郷に戻ること。
＊Ｉターン…………… 主に，都市圏に生まれ育った人が，地方に移住すること。
＊内発型産業………… 地域内の技術・知識・人材などからなる産業。
＊産学官連携…………   産は企業など産業界，学は大学など研究・教育機関，官は公的機関のこと。三者が連携することで大

学や研究機関等が持つ研究成果や特許等を企業が活用し，経営革新や製品開発に結びつける取組み。

施策27　成長産業の育成
● 本市の持つ特長やポテンシャル＊を活かし，農業と食品産業が一体となって発展するニュー
フードバレー＊や航空機産業などの成長産業を育成することで，さまざまな分野に経済効果を
波及させ，若者やＵターン＊・Ｉターン＊者に向けた新たな雇用の場を創出します。

施策28　内発型産業の育成・創業支援
● 内発型産業＊の育成と優良企業の誘致などを組み合わせながら，既存産業の高度化支援，産学
官連携＊などによる新産業の創出に努め，雇用の場の安定を図ります。

● 新たに事業を行う起業家や創業者を支援し，創業しやすく，安定的な経営が継続できる環境
づくりに取り組むことで，雇用の創出を図ります。

施策 27 　成長産業の育成

施策 28 　内発型産業の育成・創業支援
施 策

新潟IPC財団での相談の様子

航空ショー　出展の様子

航空ショーへ出展し，海外マーケットへダイレクトに新潟を
アピールしています。 創業や経営等の支援を行っています。
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都市像Ⅲ　日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市

＊交流人口…………… 地域を訪れる人のこと。定住人口に対する概念。
＊アイデンティティ… 個性。独自性。固有性。

「魅力を活かした交流拠点」政策⑩

8年後の姿

～ 食と花や自然，文化・スポーツなど本市の魅力を発揮し，人，物など多様な交流
が盛んに行われ市内経済の活性化が図られています～

● 食と花，文化・スポーツなど新潟の魅力と優れた拠点性を活かして，広域的に交
流人口＊が拡大し，まちが活性化しています。

● 信濃川と阿賀野川の2つの大河に育まれた本市のアイデンティティ＊である「水と
土」から新たな魅力が創出されています。

●多くの若者が知見を交換し合いにぎわう創造的な場が創出されています。
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現状と課題

● 定住人口＊が減少するなか，まちの活力を維持していくため，交流人口を増やしていくことの重要
性がさらに高まっています。

● 市内在住者を対象に実施した平成21年度市政世論調査＊によると，市外・県外に住んでいる人に紹
介したい新潟市のイメージは，「食べ物が美味しい・食材が豊富」や「米どころ」など「食」に関する項
目が上位を占めており，次いで「海，川，潟など水と親しめる街」や「夕日が美しい」など「自然」に関
する項目が挙げられています。また，県外在住者へのアンケートによると，「本市の魅力」を「食」と
回答している人が最も多く，次いで「自然」が多く挙げられており，市内外の認識が一致しています。
さらに，「新潟市が改善すべきこと」としては，「魅力の発信」と回答している人が最も多くなって
います。（図⑩－1，⑩－2）

＊定住人口…………… その地域に住んでいる人口。居住人口。
＊市政世論調査………  市民生活の現状，市民の市政に対する要望，意識，関心度などを把握し，今後の市政運営の基礎資料

を得る目的で，本市において毎年行っている調査。

■図⑩ー1　市内在住者が思う市外・県外に住んでいる人に紹介したい本市のイメージ

食べ物が美味しい・
食材が豊富
1,337

食べ物が美味しい・
食材が豊富
1,337

その他
1,350
その他
1,350

夕日が
美しい
619

夕日が
美しい
619

海、川、潟など
水と親しめる街

763

海、川、潟など
水と親しめる街

763

米どころ
1,029
米どころ
1,029

田園に囲まれている
259

田園に囲まれている
259

山、里山など
豊かな自然がある街

296

山、里山など
豊かな自然がある街

296

温泉がある
376

温泉がある
376

本州日本海側で
最大の都市
406

本州日本海側で
最大の都市
406

総数＝6,435

（件）
（回答は３つまで）

資料：新潟市市政世論調査（H21）

※無作為抽出にて市民2,353人より回答

本市のイメージは「食」に関する項目が上位を占めています。
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都市像Ⅲ　日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市

■図⑩ー2　市外在住者が思う本市の魅力

食
59
食
59

人柄
9
人柄
9拠点性

11
拠点性
11

町並み
16
町並み
16

自然
39
自然
39

総数＝134

（複数回答可）

（件）

本市の魅力は「食」と回答している人が多くなっています。

市外在住者が思う本市の改善すべきこと

魅力の発信
18

魅力の発信
18

まちなか活性化
11

まちなか活性化
11

公共交通
10

公共交通
10

魅力づくり
9

魅力づくり
9

拠点化
5

拠点化
5

就職・雇用
4

就職・雇用
4

ブランドイメージの
明確化
3

ブランドイメージの
明確化
3

自然共生
2

自然共生
2

コンパクトシティ
2

コンパクトシティ
2

その他
3

その他
3

総数＝67

（複数回答可）

（件）

資料：県外にお住まいの新潟市サポーターアンケート調査（H25）

※ 新潟市サポーターズ倶楽部会員をはじめとした県外に在住の新潟市に愛着のある人を対象に実施したアンケー
ト（65人が回答）

本市の改善すべきことは「魅力の発信」と回答している人が多くなっています。
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■図⑩ー3　本市の観光入込客数

13,550 
13,103 

13,922 14,200 
14,396 

15,628 
16,703 

17,138 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

18,000 

20,000 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

（千人）

資料：新潟県観光入込客統計

※調査方法変更のため平成23年より年度単位から年単位集計となっている。

本市の観光入込客数は増加傾向にあります。

＊ユネスコ創造都市
　ネットワーク………  音楽，デザイン，食文化など7つの分野で創造的な取組みを行っている特徴のある都市を認定し，そ

の国際的なネットワークを活用して，地域の創造産業の発展と持続可能なまちづくりに役立てるもの
で，ユネスコ（国際連合教育科学文化機関）が平成16年に創設。

＊ガストロノミー……  一般的には美食術，美食学と訳されるが，ここではその土地の自然や歴史を背景に育まれてきた食文
化のこと。ユネスコ創造都市ネットワークの認定分野の一つ。

＊MICE（マイス） ……  多くの集客交流が見込まれる会合，イベントなどの総称。Meeting（会議，セミナー），Incentive 
Travel（企業報奨，研修旅行），Convention（各種団体，学会，協会が主催する総会，学術会議など），
Event/Exhibition（文化・スポーツイベント，展示会，見本市）の頭文字のこと。

● 2020年に開催される「東京オリンピック・パラリンピック」に向けて，スポーツへの関心が高まる
ことが期待されるなか，新潟シティマラソンなど本市の特色を活かしたスポーツイベントを通じ
た交流人口の拡大が重要です。

● 本市が誇る米を中心とした食文化を世界に発信するため，日本初の「ユネスコ創造都市ネットワー
ク＊（ガストロノミー＊分野）」の認定に向けた取組みを推進しています。

● 継続的に交流人口を拡大していくためには，国内外からの一般観光誘客に加え，コンベンション
や文化・スポーツイベントなど，MICE＊の誘致を促進し，来訪者に本市の魅力を知ってもらい再
訪につなげていくことが必要です。

● 本市の観光入込客数及び延べ宿泊者数は年々増加傾向にありますが，さらなる交流人口の拡大に
向け，まちに人を引きつける新たな魅力，創造的な場を作り出していくことも必要です。（図⑩－3，
⑩－4）
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都市像Ⅲ　日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市

■図⑩ー4　本市の延べ宿泊者数

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

（千人）

（年）

1,373
1,552

1,759
1,894 1,893

2,018 2,038 2,092

資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」

本市の延べ宿泊者数は増加傾向にあります。

酒の陣

新潟シティマラソン

信濃川のほとりや萬代橋など，本市の美しい景色を眺めなが
ら走ることができるシティマラソンです。
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＊食育…………………  さまざまな経験を通じて食に関する知識及び食を選択する力を習得し，健全な食生活を実践すること
ができる人間を育てること。

＊花育…………………  花や緑の多様な機能に着目し，花と緑に親しみ・育てる機会を提供し，やさしさや美しさを感じる情
操面の向上等を図り，また，花や緑を介した世代交流等により，地域のつながりを深めることなど，
花や緑を教育，地域活動等に取り入れる取組み。

＊交流人口…………… 地域を訪れる人のこと。定住人口に対する概念。
＊北東アジア…………  ロシア極東及び東シベリア，中国東北三省及び内モンゴル自治区並びにモンゴル，朝鮮半島及び日本

を含む地域。
＊東南アジア…………  アジア南東部，インドシナ半島とマレー諸島からなる地域の総称。ミャンマー・タイ・ベトナム・ラオス・

カンボジア・マレーシア・シンガポール・フィリピン・インドネシア・ブルネイの諸国を含む地域。
＊アフターコンベンション …  コンベンションが終了した後に行われる行事の総称で，視察・観光などが行われることが多い。
＊MICE（マイス） ……  多くの集客交流が見込まれる会合，イベントなどの総称。Meeting（会議，セミナー），Incentive 

Travel（企業報奨，研修旅行），Convention（各種団体，学会，協会が主催する総会，学術会議など），
Event/Exhibition（文化・スポーツイベント，展示会，見本市）の頭文字のこと。

施策29　食と花の魅力の向上
● 食育＊，花育＊，農業体験など「食と花の新潟」を支える基盤づくりを促進し魅力の向上を図る
とともに，本市が誇る米を中心とした食文化を世界に発信する「食文化創造都市」の推進など，
国内外へのアピールをより一層強化し，交流人口＊の拡大や農水産業など，食と花を取り巻く
さまざまな産業の振興につなげていきます。

施策30　独自の魅力を活かした交流促進
● これまで守ってきた自然環境や，田園・湊町が育んできた歴史と文化をはじめとする地域の
資源は，さらに磨きをかけ，他都市との比較優位を把握しながら戦略的に伸ばし，まちの魅
力を高めることに活用するとともに，魅力の発信をさらに強化し，交流人口の拡大を図ります。

施策31　優れた拠点性を活かした広域的な交流人口の拡大
● 高速交通基盤など，充実した社会インフラを活用し，国内はもとより，北東アジア＊や東南アジ
ア＊をはじめとする海外からの誘客を広域連携により促進するとともに，アフターコンベンショ
ン＊の充実など来訪者を受け入れる環境をさらに整備し，コンベンションや文化・スポーツイベ
ントなどMICE＊の誘致を促進し，交流人口の拡大を図ります。

施策 29 　食と花の魅力の向上

施策 30 　独自の魅力を活かした交流促進

施策 31 　優れた拠点性を活かした広域的な交流人口の拡大

施 策
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都市像Ⅲ　日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市

「世界とつながる拠点」政策⑪

8年後の姿

～ 本市の魅力の発信は国を越えて注目され，さらに国内外との交流が広がり，世界
のさまざまな国の人が訪れて学び，働き，共に暮らす国際色豊かなまちとして知
られています～

● 多くの文化が共生する環境づくりが進んでいます。

●世界中から多くの人が訪れ，学び，働き，暮らしています。

● 世界各地との強固な信頼関係により，さまざまな分野で戦略的な国際交流を行っ
ています。

● さまざまな分野における交流の創造により，本市が世界の非核，平和，共生に積
極的に貢献しています。
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現状と課題

● 本市の外国人住民数は，平成19年から20年にかけてやや増加したものの，それ以降4,500人前後
でほぼ横ばいとなっています。ただ，外国との交流機会が増えていることから，日本人であって
も両親のどちらかが外国人である子や海外からの帰国者，日本国籍取得者などを含む「外国にルー
ツをもつ市民」は，増加傾向にあると考えられます。（図⑪－1）

■図⑪ー1　本市の外国人住民数

4,264 4,209 4,248 
4,472 4,632 4,554 4,500 4,430 4,549 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

（人）

資料：住民基本台帳人口（平成23年までは外国人登録者数）
　　　各年12月末現在

外国人住民数は4,500人前後でほぼ横ばいとなっています。

● 本市の大学・短大・専門学校に通学する外国人留学生数は，平成20年以降増加傾向にあります。（図⑪－2）

■図⑪ー2　本市の外国人留学生数
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資料：新潟市国際課調べ　各年5月時点

外国人留学生数は平成20年以降増加傾向にあります。
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都市像Ⅲ　日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市

● 本市の外国人宿泊者数は，平成20年に約50,000人でしたが，平成23年まで減少傾向が続き，そ
の後は増加しています。（図⑪－3）

■図⑪ー3　本市の外国人宿泊者数
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資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」

外国人宿泊者数は減少傾向が続いていたが，その後は増加しています。

● 新潟市区外国籍市民懇談会＊では，外国人と地域住民との交流の機会を増やすことや，外国人にも
分かりやすい情報提供のあり方について，さまざまな提言がありました。多様な文化的背景をも
つ人々がともに理解し合う住みやすい地域社会をつくるために，多文化共生のまちづくりを進め
る必要があります。

● 本市は，平成17年10月に「新潟市非核平和都市」を宣言したことに加え，平成18年4月には，非核
宣言を実施した自治体間の協力体制を確立する「日本非核宣言自治体協議会」に加入し，北東アジ
ア＊の持続的開発，平和共生に行動し貢献する都市を目指してきました。

＊新潟市区外国籍
　市民懇談会　………  多文化共生社会を推進するため，外国籍市民等の人権や生活など身近な問題について，市内各区で順

次行う意見交換会。
＊北東アジア…………  ロシア極東及び東シベリア，中国東北三省及び内モンゴル自治区並びにモンゴル，朝鮮半島及び日本

を含む地域。
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＊総領事館……………  各国の主要な都市に置かれ，その地方に在留する自国民の保護，通商問題の処理，政治・経済その他
の情報の収集，広報文化活動などの仕事を行う国の機関。

＊姉妹都市…………… 友好親善を目的として，さまざまな分野で交流を進める提携関係を結んでいる都市。友好都市。
＊グローバル化………  国や地域を越えて人や資本，情報の移動が盛んになり，政治や経済，文化などさまざまな分野で境界

が消滅し，拡大し変動する様子や過程。
＊東南アジア…………  アジア南東部，インドシナ半島とマレー諸島からなる地域の総称。ミャンマー・タイ・ベトナム・ラオス・

カンボジア・マレーシア・シンガポール・フィリピン・インドネシア・ブルネイの諸国を含む地域。

● 本市は，ロシア極東・中国東北地方・朝鮮半島などの日本海対岸地域と歴史的に密接な関わりを
もち，対岸諸国の総領事館＊も開設されるなど，北東アジアと強いつながりをもっています。欧米
の姉妹都市＊とも良好な関係を築き，交流の裾野が広がっています。

● グローバル化＊の進展により，国際情勢の影響を受けやすくなっているなか，本市が世界に開かれ
たまちとして国内外に認められるためには，引き続きさまざまな分野での盛んな交流を通じて国
際的な信頼醸成を進めていくことが重要です。

● 日本の貿易量はアメリカから北東アジアへと移る傾向にありますが，近年は東南アジア＊とのつな
がりもますます重要性を帯びています。

外国籍市民懇談会

商談会
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都市像Ⅲ　日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市

＊北東アジア…………  ロシア極東及び東シベリア，中国東北三省及び内モンゴル自治区並びにモンゴル，朝鮮半島及び日本
を含む地域。

＊東南アジア…………  アジア南東部，インドシナ半島とマレー諸島からなる地域の総称。ミャンマー・タイ・ベトナム・ラオス・
カンボジア・マレーシア・シンガポール・フィリピン・インドネシア・ブルネイの諸国を含む地域。

＊姉妹都市・友好都市 … 友好親善を目的として，さまざまな分野で交流を進める提携関係を結んでいる都市。

施策32　多文化共生の推進
● 多様な文化的背景をもつ人々がともに理解し合い住みやすい地域社会をつくるため，外国に
ルーツをもつ市民と地域住民との交流の場づくりを進めるとともに，誰にとっても分かりやす
い情報提供や暮らしやすい環境整備を進めます。また，より多くの外国人に留学先として本市
が選ばれるよう，外国人留学生が学びやすい生活環境の整備に大学などとともに取り組みます。

施策33　さまざまな分野での戦略的な国際交流の推進
● 環日本海に位置する本市から世界の非核，平和，交流のネットワークを率先して創り出すとと
もに，北東アジア＊や東南アジア＊を中心に，産業・文化・スポーツなどさまざまな分野におけ
る国際交流をより戦略的に進めます。

● 姉妹・友好都市＊などとの交流のさらなる充実を推進し，国際情勢に左右されにくい強固な都
市間の信頼関係を構築するとともに，交流の基盤となる航路・航空路の維持・拡大に努めます。

施策 32 　多文化共生の推進

施策 33 　さまざまな分野での戦略的な国際交流の推進
施 策
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区ビジョン
基本方針4

　本市は，平成17年に14市町村が広域合併することで，多様な魅力
をもった地域が一つになり，平成19年4月には，市民，地域の力を
活かして市民と行政が協働する分権型の都市を目指す，8つの行政区
を擁する政令指定都市に移行しました。

　分権型政令指定都市を実現するため，区を市政のメーンステージ
として位置づけ，地域のまちづくりや課題解決に向けた，区民と行
政の「協働の要」として区自治協議会を設置したほか，政令指定都市
移行と同時に着手した「新・新潟市総合計画」によるまちづくりでは，
区役所の権限を強化し，行政区単位で地域の特色あるまちづくりを
進めてきました。

　総合計画における基本構想及び基本計画では，広域的，全市的な
視点により示す都市像に加え，市内8つの区における地域的な視点に
基づく，それぞれの区が目指すまちづくりの方向性を示します。

　それぞれの区では，区民と行政が区の将来像を共有し，お互いに役
割を分担しながら協働するため，区自治協議会に代表される区民と，
区役所が協働して，区におけるまちづくりの基本的な方針となる「区
ビジョン基本方針」を策定し，基本計画の一部として位置づけます。
策定にあたっては，地理，産業などの「区の概要」とともに，「区の将
来像」や「目指す区のすがた」を示し，区民と共有することで，地域の
特性を活かした個性あふれるまちづくりを進めていきます。

　また，各区においては，この「区ビジョン基本方針」に基づき，ま
ちづくりの具体的な取組みを明らかにする「区ビジョンまちづくり計
画」を，区民と協働して策定し，取組みを推進していきます。
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４　区ビジョン基本方針

　　資料： 人口：国勢調査（H22），推計値（新潟市全体）は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」，
 　　　推計値（各区）はH22国勢調査を基準として新潟市推計，人口動態は新潟県人口移動調査（H25）     
 世帯：国勢調査（H22）     
 面積：国土交通省国土地理院（H26年より面積算定方法変更）     
 農・工・商業：世界農林業センサス（H22）　経済センサス－活動調査（H24）

各区のすがた

項　　目 新潟市全体 北　区 東　区 中央区

人　

口

総数（※1）
平成22年人口（人） 811,901 77,621 138,096 180,537 

平成47年推計人口（人） 701,875 63,954 113,153 165,059 

15歳未満
平成22年人口（人） 割合（%） 103,346 （12.8） 10,243 （13.2） 18,420 （13.4） 21,097 （11.9）

平成47年推計人口（人） 割合（%） 67,380 （ 9.6） 6,517 （10.2） 11,882 （10.5） 16,294 （  9.9）

15～64歳
平成22年人口（人） 割合（%） 516,311 （64.0） 49,678 （64.2） 88,217 （64.2）117,426 （66.0）

平成47年推計人口（人） 割合（%） 391,575 （55.8） 35,743 （55.9） 63,877 （56.5） 98,903 （59.9）

65歳以上

平成22年人口（人） 割合（%） 187,371 （23.2） 17,477 （22.6） 30,700 （22.4） 39,495 （22.2）

平成47年推計人口（人） 割合（%） 242,920 （34.6） 21,693 （33.9） 37,394 （33.0） 49,862 （30.2）

単身高齢者数（人） 23,054 1,616 4,179 7,610 

65歳以上人口に占める
単身高齢者数の割合（％） 12.3 9.2 13.6 19.3 

人口動態

年間増減（人） -1,452 -445 -175 407 

　うち自然動態（人） -2,073 -243 -222 -237 

　うち社会動態（人） 621 -202 47 644 

世　帯

世帯数（世帯） 312,533 26,050 54,447 85,405 

1世帯あたりの人員（人） 2.60 2.98 2.54 2.11 

核家族の割合（％） 54.2 57.6 58.4 47.7 

単独世帯の割合（％） 30.6 21.2 28.8 44.2 

3世代世帯の割合（％） 10.8 16.2 8.7 4.5 

面　積
平成25年面積（km2） 726.10 107.92 38.77 37.42 

平成26年面積（km2） 726.45 107.72 38.62 37.75 

農　業

農家戸数（戸） 12,690 1,992 362 254 

農業就業人口（人） 19,068 3,069 515 375 

　うち65歳以上の割合（％） 53.9 55.8 52.2 48.3 

経営耕地面積（ha） 30,617 4,501 685 444 

工　業

事業所数（所） 1,160 181 220 161 

従業者数（人） 35,432 6,105 8,156 2,287 

製造品出荷額等（億円） 10,050 2,528 2,911 374 

商　業

事業所数（所） 7,853 557 1,167 2,647 

従業者数（人） 61,628 3,929 10,194 20,775 

年間商品販売額（億円） 31,664 1,202 5,292 12,824 
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（※1） 平成22年人口総数には年齢不詳者も含まれているため，年齢3区分別人口と一致しない。
 総数に占める割合は年齢不詳者を除いて算出している。
 平成47年推計人口の新潟市全体は国立社会保障・人口問題研究所資料，
 区別人口は新潟市推計によるため合計値は一致しない。

中央区中央区
東区東区 北区北区

江南区江南区

秋葉区秋葉区
南区南区西蒲区西蒲区

西区西区

江南区 秋葉区 南　区 西　区 西蒲区 項　　目

69,365 77,329 46,949 161,264 60,740 平成22年人口（人） 総数
（※1）

人　

口

68,834 67,638 36,798 141,792 44,920 平成47年推計人口（人）

9,584 （13.8） 10,156 （13.2） 5,981 （12.8） 20,430 （12.7） 7,435 （12.3）平成22年人口（人） 割合（%）15歳
未満7,677 （11.2） 6,640 （  9.8） 3,482 （  9.5） 13,103 （  9.2） 4,163 （  9.3）平成47年推計人口（人） 割合（%）

43,561 （62.9） 47,069 （61.0） 29,639 （63.3） 103,383（64.5） 37,338 （61.6）平成22年人口（人） 割合（%）15～
64歳39,887 （57.9） 38,493 （56.9） 19,101 （51.9） 80,590 （56.8） 22,563 （50.2）平成47年推計人口（人） 割合（%）

16,077 （23.2） 19,953 （25.9） 11,228 （24.0） 36,561 （22.8） 15,880 （26.2）平成22年人口（人） 割合（%）

65歳
以上

21,270 （30.9） 22,505 （33.3） 14,215 （38.6） 48,099 （33.9） 18,194 （40.5）平成47年推計人口（人） 割合（%）

1,423 1,935 762 4,325 1,204 単身高齢者数（人）

8.9 9.7 6.8 11.8 7.6 65歳以上人口に占める単身高齢者数の割合（％）

-231 -228 -390 199 -589 年間増減（人）
人口
動態-141 -313 -167 -359 -391 　うち自然動態（人）

-90 85 -223 558 -198 　うち社会動態（人）

22,963 26,141 14,113 65,255 18,159 世帯数（世帯）

世　帯

3.02 2.96 3.33 2.47 3.34 1世帯あたりの人員（人）

60.7 58.3 53.9 54.2 52.7 核家族の割合（％）

18.8 19.7 16.2 33.7 15.8 単独世帯の割合（％）

15.0 16.6 24.1 8.2 25.1 3世代世帯の割合（％）

75.46 95.38 100.83 93.81 176.51 平成25年面積（km2）
面　積

75.42 95.38 100.91 94.09 176.55 平成26年面積（km2）

1,750 1,667 2,272 1,446 2,947 農家戸数（戸）

農　業
2,506 2,162 3,627 2,491 4,323 農業就業人口（人）

57.1 61.6 52.1 45.4 54.0 　うち65歳以上の割合（％）

3,424 3,556 5,918 4,081 8,008 経営耕地面積（ha）

124 95 131 87 161 事業所数（所）

工　業5,111 2,648 5,354 1,497 4,274 従業者数（人）

1,184 664 1,427 279 683 製造品出荷額等（億円）

722 632 465 1,088 575 事業所数（所）

商　業6,297 4,084 3,305 9,829 3,215 従業者数（人）

2,401 884 2,854 5,315 891 年間商品販売額（億円）
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中央区

東　区 北　区

江南区

秋葉区
南　区

西蒲区

西　区

北 区

自然・活力・安らぎにあふれるまち
　－住みたくなるまち　北区－
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４　区ビジョン基本方針

北　区

地　理

　北区は，阿賀野川以北に位置し，東は新発田市，聖籠町に，南は阿賀野市に隣接しています。区
内には，福島潟などの湖沼，阿賀野川などの河川，海岸線の松林や見渡す限り広がる田園風景など，
豊かな自然環境があります。特に，福島潟は，国の天然記念物オオヒシクイ＊の日本一の越冬地とし
て知られています。（図1） また，区内にある新潟東港は，本州日本海側で最大のコンテナ取扱量を誇
る国際拠点港湾＊として発展しています。

産　業

　国際拠点港湾－新潟東港を擁する日本海側最大規模の新潟東港工業地帯は，優れた交通アクセス
に恵まれ，工業拠点や対岸貿易の玄関口として発展しており，活発な生産活動が行われています。
　また，農業分野では，稲作をはじめ多様な生産活動が行われており，砂丘園芸，施設園芸などは
高い評価を受けています。なかでもトマトとなすは県下一の販売量を誇っています。（図2）

交　通

　主要な道路は，日本海東北自動車道，国道7号，国道113号が東西に通り，県道，市道と結ばれて
います。鉄道は，幹線道路と平行してＪＲ白新線が通っており，4駅が設置されています。バスは，
市の中心部及び新発田方面へと運行されているほか，区バス＊・住民バス＊などが区内の移動手段と
しての役割を担っています。

区の概要

■図1　ヒシクイの最大個体数
（亜種オオヒシクイ，亜種ヒシクイ含む）

■図2　区の県内における販売量
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資料： 平成25年度重要生態系監視モニタリング推進事業（環境省自然環境
局）ガンカモ類調査業務　2012/13　調査速報の資料に基づき作成

資料：全農にいがた（H25）

福島潟は，越冬期間中に最大7,200羽の個体数が確認されて
いる日本一の越冬地です。

全農にいがたを通して販売されたトマト・なすのうち，トマトは
56.8%，ナスは26.2%が北区産で，販売量は県内一位を誇っています。
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自然・活力・安らぎにあふれるまち　－住みたくなるまち　北区－

豊かな自然と共生するまち

● 福島潟をはじめ，阿賀野川などの河川，海岸や田園風景など，先人たちが残してくれた豊かな自
然環境や水辺空間を保全し，自然と共生するまちを目指します。

● 豊かな自然環境を積極的に活用することで，その新たな魅力を引き出し，市民が憩えるまちを目
指します。

都市機能が充実したまち

●道路整備や公共交通サービスのさらなる充実を図ることにより，利便性の高いまちを目指します。
●国際拠点港湾－新潟東港の港湾施設の整備及び港湾機能の拡充を目指します。
●豊栄駅周辺のまちづくりと都市基盤整備の充実を目指します。

活力ある産業のまち

●産学官の連携＊による新産業の育成や企業立地環境の整備を推進し，雇用の場の創出を目指します。
●地域の魅力を活かした商業の振興を図り，活力あるまちを目指します。
● 安心安全な農水産物を供給するとともに，6次産業化＊を推進し，「稼げる」農水産業を目指します。
自然や文化資源を活かし「キテ・ミテ・キタクなるまち」を目指します。

学びあい，健康で，人にやさしいまち

●文化・スポーツ活動を通して，区民のさらなる一体感の醸成を目指します。
●学びあいやふれあいを通して，地域に誇りをもてる人づくりを目指します。
●支えあい，助けあいを大切にし，安心していつまでも健康で暮らせるまちを目指します。
●子育て支援の環境を整え，子どもを安心して産み育てることのできるまちを目指します。

目指す区のすがた

区の将来像

＊ヒシクイ……………  カモ科の鳥。ユーラシア北部で繁殖，日本には冬鳥として飛来。オオヒシクイは，ヒシクイの亜種で
ヒシクイよりも一回り大きく，国の天然記念物に指定。北区の鳥（平成27年1月1日制定）。

＊国際拠点港湾………  国際海上貨物輸送網の拠点となる港湾として政令で定める港湾。（港湾法第2条第2項）
＊区バス………………  区制導入に伴い区役所への移動など新たに生じる移動ニーズに対応することを目的に，区が運行計画

を立案し，交通事業者に委託して運行する乗合バス。
＊住民バス……………  バス路線の廃止問題を抱える地区や公共交通空白・不便地域において，地元住民組織が主体となって

運営する乗合輸送サービス。
＊産学官の連携………   産は企業など産業界，学は大学など研究・教育機関，官は公的機関のこと。三者が連携することで大

学や研究機関等が持つ研究成果や特許等を企業が活用し，経営革新や製品開発に結びつける取組み。
＊6次産業化 …………  農林漁業者（1次産業従事者）が原材料供給者としてだけではなく，「地域資源」（農林水産物，バイオマ

ス，自然エネルギーなど）を有効に活用し，加工（2次産業）・流通や販売（3次産業）に取組む経営の多
角化を進め，農山漁村の雇用確保や所得の向上を目指すこと。
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４　区ビジョン基本方針

安心安全で暮らしやすいまち

● 福祉，安全，教育など，さまざまな地域課題に対して，自治会・町内会，地域コミュニティ協議会＊，
区自治協議会＊などと協働＊して解決にあたり，豊かで安心して暮らせるまちを目指します。

● 地域の自主防災組織＊と連携するなど，防災体制の強化を図るとともに，防犯活動や交通安全の推
進に取り組み，人にやさしく安心で安全なまちを目指します。

＊地域コミュニティ協議会 …   市民と市が協働して地域のまちづくりや，その他の諸課題に取り組み，市民自治の推進を図るため，
概ね小学校区を基本単位として，自治会・町内会を中心にさまざまな団体等で構成された組織。

＊区自治協議会………  分権型政令市を実現し，市民と市との協働によって市民自治の推進を図るために，地方自治法に基づ
き各行政区に設置する市長の附属機関。本市の政令指定都市移行と同時に，8つの区に設置した。

＊協働…………………  市民と行政が，対等な関係で相互の立場や特性を理解し，目的を共有し，連携・協力すること。
＊自主防災組織………  地域住民が「自分たちのまちは自分たちで守る」という共助の精神に基づき，地域の防災活動のために

自主的に結成された組織。

菜の花のじゅうたん―福島潟―

花鳥風月―阿賀野川ござれや花火―
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東 区

豊かな産業とやすらぎの水辺が調和し，
笑顔と元気があふれる，空港と港があるまち

中央区

東　区 北　区

江南区

秋葉区
南　区

西　区

西蒲区
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４　区ビジョン基本方針

東　区

地　理

　東区は市の中心部から東側に展開した市街地であり，市を代表する工業地域として発展してきま
した。区の北側は日本海に面し，西部に信濃川と栗ノ木川，東部に阿賀野川が流れ，中央部には信
濃川と阿賀野川の流路として水運を担った通船川が，区の東西を横断する形で流れています。また，
空と海の玄関口である新潟空港と新潟西港を有しており，大勢の利用客でにぎわっています。

産　業

　区内には工場が集積し，また，多様な規模の卸売業や小売業などがあり，商工業が発達しています。
（図1，2） 農業は，区の東部に広がる水田地帯を中心に行われている稲作のほか，区内に点在する農
地で，やわ肌ねぎやじゃがいもをはじめとしたさまざまな農産物が生産され，地産地消＊を目指した
取組みが行われています。

交　通

　東西方向に走る国道7号，国道113号，県道新潟新発田村上線と，南北方向に走る県道新潟港横越
線（通称：赤道）などの主要幹線道路が結ばれることにより，優れた交通基盤を形成しています。鉄
道は，区の南部にＪＲ信越本線とＪＲ白新線が通っており，3駅が設置されています。バスは，市の
中心部と結ばれた路線が，主に東西方向に運行されています。

区の概要

■図1　製造業の事業所数及び従業者数（区別） ■図2　製造品出荷額等(区別)
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資料：経済センサス－活動調査（H24） 資料：経済センサス－活動調査（H24）

東区の製造業の事業所数は220事業所，従業者数は約8,200
人で，それぞれ8区の中で第1位となっています。

東区の製造品出荷額は約2,911億円で，8区の中で第1
位となっています。
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豊かな産業とやすらぎの水辺が調和し，笑顔と元気があふれる，
空港と港があるまち

区の将来像

目指す区のすがた

心地よく暮らしやすいまち

● 進行する少子・超高齢社会のなかで，子どもから高齢者まで誰もが健康で安心安全に暮らせるま
ちを目指します。

● 交通の利便性の向上を図り，快適な生活環境づくりを推進することにより，暮らしやすいまちを
目指します。

● 区民との約束である「東区サービス憲章」を遵守し，行政サービスの向上に努め，信頼される区役
所を目指します。

人が育つまち

● 地域・学校・家庭・行政が連携して未来の担い手である子どもたちの育ちを支援するとともに，
地域の課題解決や生きがいづくりにつながる生涯学習の機会を充実させることにより，多様な人
材が育つまちを目指します。

地域の力が活かされるまち

● 地域で活動している各種団体への支援を充実させ連携を図ることにより，地域の力が発揮できる
まちを目指します。

魅力あふれるまち

● 産業のまち，豊かな水辺に囲まれるまち，空と海の玄関口のまち，という東区の魅力を区内外に
発信し，活力あるまちを目指します。

＊地産地消…………… 地域で生産された農林水産物を，その生産された地域内において消費する取組み。
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４　区ビジョン基本方針

新潟空港から離陸する飛行機と夕日

新潟西港山の下埠頭に寄港した帆船
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中央 区

歴史と文化の薫りただよう，
うるおいと にぎわいのまち

中央区

東　区 北　区

江南区

秋葉区
南　区

西　区

西蒲区
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４　区ビジョン基本方針

中央区

地　理

　中央区は，新潟市の放射状に伸びる交通軸の要に位置し，北は日本海に開け，中央には信濃川，
東に栗ノ木川，西に関屋分水路，南に鳥屋野潟，さらに海岸線の白砂青松という水と緑に囲まれた
地域です。
　区内では土地の高度利用が進み，さまざまな都市機能が集積しています。その一方で，国の重要
文化財である萬代橋や湊町の歴史的建造物など，伝統的文化を感じることのできるまちなみも存在
しています。

産　業

　古町，万代，新潟駅周辺に代表される市街地は，商業集積がにぎわいを見せ，ヒト・モノ・情報
が活発に行き交う，本市の商業の中心となっています。（図1）
　また，北前船の交流により江戸時代初めから技術を積み重ねることで，伝統工芸品に指定された
新潟漆器や，良質な水や水運を活かした酒，みそ，しょう油，こうじ，漬物などの発酵食品も有名
であり，これらを活かした新たな取組みが進められています。

交　通

　高速道では，北陸道，磐越道，日本海東北道の3路線の結節点を擁し，一般道では国道7号，同8号，
同116号などのほか，県道や市道が中心市街地に向けて整備されています。
　鉄道は，3駅が設置されており，新潟駅には，上越新幹線のほか，在来線では信越本線，白新線，
越後線が集まっています。（図2）
　バスは，市内中心部や郊外に向けて多様な路線が運行されています。
　海路では佐渡航路があり，信濃川においては，水上シャトルバスが運行されています。

区の概要

＊都心………………… 新潟駅周辺地区，万代周辺地区，古町・白山周辺地区を包含した区域。
＊持続可能な公共交通 …  バス，鉄道，タクシーなどにより日常生活の足が確保され，誰もが利用することで，公共交通が将来

に渡って持続されている状態のこと。
＊まちなか…………… まちの中で中心的機能を有する範囲。地域拠点，商業系地域を中心とした旧来からの中心的地区。
＊コミュニティ……… 人々が共同体意識を持って共同生活を営む一定の地域，およびその人々の集団。地域社会。共同体。
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■図1　事業所数（区別） ■図2　ＪＲ駅一日平均乗車数（区別）
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資料：経済センサス－活動調査（H24） 資料：東日本旅客鉄道（株）「各駅の乗車人員（H24）」

歴史と文化の薫りただよう，うるおいと にぎわいのまち

区の将来像

目指す区のすがた

魅力的で活力あふれる拠点のまち

● さまざまな都市機能が集積した都心＊を有する区として，ヒト・モノ・情報が活発に行き交い，住
む人，働く人，学ぶ人，そして訪れる人にとって魅力的で，にぎわいあふれるまちを目指します。

● 美しい景観形成に努めるとともに持続可能な公共交通＊体系の整備を進め，まちなか＊の活性化を
図ることにより，子どもからお年寄りまで誰もが出かけたくなる利便性の高い，活力に満ちたま
ちを目指します。

安心してすこやかに暮らせるまち

● 下町（しもまち）をはじめ少子高齢化が進展するなか，区民のつながりを大切にして地域コミュニ
ティ＊を充実させ，互いに支え助け合い，誰もが安心して健やかに暮らせるまちを目指します。
● 多様な人々が行き交う生活環境において，子どもたちを安心して生み育てる環境の整備に努め，
家庭・地域・学校が連携を深めることで子どもたちが健全に育まれるまちを目指します。

● 自然災害や都市型災害など，発災時に区民一人ひとりが適切な判断と行動をとれるような仕組み
づくりやコミュニケーションづくりを進め，災害に強いまちを目指します。

事業所数は，中央区が13,701と最も多く，全体の約37%
を占めています。

ＪＲ駅の一日平均乗車数は，中央区が全体の半数以上
を占め，最も多くなっています。
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４　区ビジョン基本方針

水と緑が調和したやすらぎのあるまち

● 都心＊部を流れる信濃川とともに，鳥屋野潟，日本海の豊かな水辺や緑を守り育むことで愛着と誇
りをもち，自然と共生できるやすらぎのあるまちを目指します。

未来につなぐ歴史・文化のまち

● 開港5港＊の一つとして古くから栄えた風情あふれる湊町文化を受け継ぐとともに，食文化の交流
や新たな産業の創出・育成に取り組むことにより，さまざまな文化が融合した，未来につながる
まちを目指します。

● 新潟まつりをはじめ，各地域に伝わる歴史・文化を若い世代に語り継ぐことで，住む人々が文化
の継承やまちなみの保存に対する意識を高め，郷土を大切にする人づくりのまちを目指します。

＊都心………………… 新潟駅周辺地区，万代周辺地区，古町・白山周辺地区を包含した区域。
＊開港5港 ……………  安政5（1858）年に締結されたアメリカなど五か国との修好通商条約で開港することが定められた神奈

川（横浜），箱館（函館），長崎，兵庫（神戸），新潟の5つの港のこと。

歴史博物館（みなとぴあ）と芸妓

鳥屋野潟の白鳥
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江南 区

緑と調和した，賑わいと安らぎのあるまち

中央区

東　区 北　区

江南区江南区

秋葉区

西　区

南　区
西蒲区
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４　区ビジョン基本方針

江南区

地　理

　江南区は，本市のほぼ中心に位置し，西蒲区以外の全ての区と接しています。信濃川，阿賀野川，
小阿賀野川，日本海東北自動車道に囲まれ，亀田，横越，曽野木，大江山，両川の5つの地区で構成
されており，豊かな自然環境と都市機能の調和が図られています。
　国の登録有形文化財の北方文化博物館や，御

ぎょいこう

衣黄という緑色の花を咲かせる珍しい桜があること
でも有名な北山池公園，スポーツ・文化の拠点である亀田総合運動公園（アスパーク亀田）など，人々
が集い，憩いの場となっています。

産　業

　土地改良事業により整備された広大な優良農地では，稲作のほか，なす，梅，梨，いちご，とう
もろこしなどの生産による都市近郊型農業が展開されています。（図1）
　交通の利便性が高い工業団地，食品団地では製造業が盛んで，大型ショッピングセンターや中央
卸売市場は人・物の交流の場として，賑わいを見せています。（図2）

交　通

　主要な道路である，日本海東北自動車道，磐越自動車道をはじめ，国道49号，国道403号，県道
などの結節点となっています。
　鉄道は，ＪＲ信越本線が通っており，1日平均乗車人員が5千人を超えるＪＲ亀田駅があります。
　バスは，市中心部や新津方面などを結んで運行されているほか，区バス＊・住民バス＊が身近な公
共交通として利用されています。

区の概要

■図1　江南区の土地利用割合 ■図2　食料品製造業出荷額(区別)
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資料：新潟市資産評価課調べ（H26.1.1） 資料：経済センサス－活動調査（H24）

江南区の土地利用割合を本市全体と比較すると，田と畑の割
合が高くなっています。

江南区の食料品製造業出荷額は718億円で，本市の中
で1位となっています。
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緑と調和した，賑わいと安らぎのあるまち

区の将来像

目指す区のすがた

豊かな自然と都市機能の調和が取れたまち

● 主要な道路の結節点やＪＲ信越本線を有する交通の要衝としての利便性を活かして，人と物が交
流し誰もがいきいきと快適に生活できるよう，道路や公共交通などの環境整備を進め，都市機能
の向上を図ります。

● 緑豊かに広がる田園風景と信濃川，阿賀野川，小阿賀野川を結ぶ水と緑のネットワークづくりや
その活用と，資源循環型社会の構築を目指した環境にやさしいまちづくりを推進するなど，自然
環境との共生を図り，未来の世代につなげます。

人と人とのつながりを大切にする安心安全なまち

● 震災，風水害，津波災害などさまざまな自然災害から区民の生命と財産を守るため，地域の特性
を踏まえた災害に強いまちづくりを進めます。
　 自らの安全は自ら守り，地域の安全は地域で守る交通安全・防犯意識の高い地域社会の実現を目
指します。

● 住み慣れた地域で，生涯を健やかに安心して暮らせるまちを目指します。
　 誰もが気軽に立ち寄れる場や活動の拠点づくりを進めるとともに，「ふれあいと支えあい」を大切
にし，人と人とのつながりを感じられるまちを目指します。

創造的な産業を育む活力のあるまち

● 地元の多様な農産物を活用することで，農業と商工業の連携による創造的な産業の育成を図り，
江南区ならではの個性と魅力あるものづくりを進めるとともに，新たな雇用の創出を目指します。

● 地域が一体となり，そこに培われた風情や歴史など“地域らしさ”を感じさせる，活力と魅力にあふ
れた賑わいのあるまちなか＊を創出し，交流人口＊の拡大を目指します。

＊区バス………………  区制導入に伴い区役所への移動など新たに生じる移動ニーズに対応することを目的に，区が運行計画
を立案し，交通事業者に委託して運行する乗合バス。

＊住民バス……………  バス路線の廃止問題を抱える地区や公共交通空白・不便地域において，地元住民組織が主体となって
運営する乗合輸送サービス。

＊まちなか……………  まちの中で中心的機能を有する範囲。地域拠点，商業系地域を中心とした旧来からの中心的地区。
＊交流人口…………… 地域に訪れる人のこと。定住人口に対する概念。
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４　区ビジョン基本方針

未来に向けて人が輝き文化が育まれるまち

● 将来を担う大切な人材である子どもたちの健やかな成長に向けて，学校と家庭や地域が連携して
学・社・民の融合＊により，教育力の向上を図ります。
● 先人から受け継がれた歴史や伝統を継承し，多様な文化芸術にふれる機会の創出や市民が気軽に
スポーツに親しめる環境づくりなど，さまざまな個性が発揮でき，生涯にわたり人が輝くまちを
目指します。

区民がまちづくりの主役として輝くまち

● さまざまな地域課題解決に向けて，区自治協議会＊，地域コミュニティ協議会＊，自治会・町内会
などとの協働＊をさらに深め，区民が主役となる自治の実現を目指します。

● 江南区サービス憲章に基づき，区民の立場に立って迅速・丁寧な対応を目指すとともに，多様な
区民の声を大切にする区役所づくりを進めます。

＊学・社・民の融合… 学校，家庭，地域，社会教育施設，地域の諸団体，企業などが一体となって教育活動を進めること。
＊区自治協議会………  分権型政令市を実現し，市民と市との協働によって市民自治の推進を図るために，地方自治法に基づ

き各行政区に設置する市長の附属機関。本市の政令指定都市移行と同時に，8つの区に設置した。
＊地域コミュニティ協議会 …   市民と市が協働して地域のまちづくりや，その他の諸課題に取り組み，市民自治の推進を図るため，

概ね小学校区を基本単位として，自治会・町内会を中心にさまざまな団体等で構成された組織。
＊協働…………………  市民と行政が，対等な関係で相互の立場や特性を理解し，目的を共有し，連携・協力すること。

梅まつり

“旬果旬菜”いきいきフェスタ
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花と緑に囲まれた，笑顔咲きそろう，
にぎわいのあるまち

中央区

東　区 北　区

江南区

秋葉区

西蒲区

西　区

秋葉 区

南　区
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４　区ビジョン基本方針

秋葉区

地　理

　秋葉区は，新潟市の南東に位置し，東西を阿賀野川，信濃川の二大河川に囲まれ，北には小阿賀野川，
そして秋葉山，菩提寺山などの里山＊・丘陵地に囲まれた緑豊かな自然環境に恵まれています。また，
鉄道や石油のまちとして知られ，新津鉄道資料館や石油関連施設，古津八幡山遺跡などの貴重な歴
史文化遺産が多く残っている地域です。なお，人口は8区のなかで4番目ですが，高齢化率は最も高
い状況にあります。（図1）

産　業

　花き・花木類の生産は区の大きな特色の一つであり，特にアザレア，ボケは日本有数の産地とし
て知られています。（図2） 工業分野では輸送用機械や電子部品の生産も盛んです。さらに，産学官連
携＊により，食品機能性をはじめとしたバイオテクノロジーを活用した研究開発が行われ，新産業の
創出や産業技術の高度化を図っています。

交　通

　国道403号が南北に，国道460号が東西に通っているほか，新潟と福島を結ぶ磐越自動車道の新
津インターチェンジ，新津西スマートインターチェンジ＊があります。鉄道は，区内に7つの駅が設
置されており，新津駅ではＪＲ信越本線，羽越本線と磐越西線が交わっています。磐越西線を走る
「SLばんえつ物語」号が，4月～11月の週末を中心に運行しています。バスは新津駅を中心に市中心部，
南区や五泉市方面などへ運行され，区民の足として，区バス＊を運行しています。

区の概要

■図1　老年人口と高齢化率（区別） ■図2　花き類・花木栽培面積（区別）
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資料：住民基本台帳人口（H26.3現在） 資料：新潟市統計書（H25）

老年人口は中央区が最も多いが，高齢化率は秋葉区が最も高
くなっています。

花き類・花木栽培面積は，秋葉区が最も多く，南区，
江南区の順になっています。
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花と緑に囲まれた，笑顔咲きそろう，にぎわいのあるまち

区の将来像

目指す区のすがた

うるおいとやすらぎのあるまち

● 緑豊かな里山秋葉丘陵と信濃川や阿賀野川，新津川，能代川はやすらぎと潤いをもたらし，これ
らの恵まれた自然環境を次世代に引き継ぐべき貴重な財産として，保全と活用に努め，人と自然
が調和した美しい景観のまちを目指します。

● 環境に配慮したライフスタイルへの転換を市民協働＊で取り組み，低炭素型・循環型・自然共生型
社会の実現を目指します。

楽しく元気なまちなかとやさしさのあるまち

●産学官，地域が連携した，活気あふれる，楽しく，元気なまちなか＊を目指します。
● 地域との協働による，持続可能なまちづくりのための強固な土台づくりに努め，安心・安全なま
ちを目指します。

●みんなが支え合い，健康でいきいきと暮らせる，やさしさのあるまちを目指します。
● 「森育＊」「花育＊」「食育＊」など，秋葉区の特色を活かしながら，魅力ある子育て・教育環境が整った，
次世代を育むまちを目指します。

歴史と個性を活かすまち

● 里山や鉄道，石油，花き・花木，町屋など，秋葉区固有の歴史ある文化や宝物を内外へ積極的に
情報発信し，地域とともに，個性を活かした交流のあるまちを目指します。

● 秋葉区固有の文化の継承と創造による文化活動の振興と，スポーツを通した健康で豊かなスポー
ツ活動の振興に努め，文化とスポーツの拠点のまちを目指します。

＊里山………………… 人里近くにある，生活に結びついた山。
＊産学官連携…………   産は企業など産業界，学は大学など研究・教育機関，官は公的機関のこと。三者が連携することで大

学や研究機関等が持つ研究成果や特許等を企業が活用し，経営革新や製品開発に結びつける取組み。
＊スマートインターチェンジ …  ETC（自動料金支払いシステム）車両のみを対象としたインターチェンジ。利用車両が限定されており，簡易な料金

所の設置で済み，料金徴収員の対応が不要なため，従来のインターチェンジに比べて低コストでの導入・運用が可能。
＊区バス………………  区制導入に伴い区役所への移動など新たに生じる移動ニーズに対応することを目的に，区が運行計画

を立案し，交通事業者に委託して運行する乗合バス。
＊協働…………………  市民と行政が，対等な関係で相互の立場や特性を理解し，目的を共有し，連携・協力すること。
＊まちなか……………  まちの中で中心的機能を有する範囲。地域拠点，商業系地域を中心とした旧来からの中心的地区。
＊森育…………………  自然豊かな里山での体験や活動を通じて，豊かな感受性や創造性を養うとともに，自然との共生や

CO2の削減，資源循環といった環境面はもとより，広く地域の特性や歴史・文化などについて理解を
深めることにより，健全な心身を培い，郷土愛に満ちた豊かな人間性を育んでいくための取組み。

＊花育…………………  花や緑の多様な機能に着目し，花と緑に親しみ・育てる機会を提供し，やさしさや美しさを感じる情操面の向上等を図り，
また，花や緑を介した世代交流等により，地域のつながりを深めることなど，花や緑を教育，地域活動等に取り入れる取組み。

＊食育…………………  さまざまな経験を通じて食に関する知識及び食を選択する力を習得し，健全な食生活を実践すること
ができる人間を育てること。
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４　区ビジョン基本方針

花のまち・食のまち・育てるまち

● 全国屈指の花き・花木の園芸産地としての拠点性を一層高めながら，優良農地を活用し，環境に
やさしい安心・安全な農産物の供給を目指します。
● 新潟薬科大学，商店街などと連携した食品産業の振興を図り，ニューフードバレー＊の推進につな
がる食によるまちづくりを目指します。

生み出し活かすまち

● これまで培われてきた産業を育成するとともに，バイオ技術に関する学術・研究の拠点化と，産
学官，地域が連携して新たな可能性を発信するまちを目指します。

＊ニューフードバレー …  農業や研究機関を含めた食産業全体が連携し，ともに成長産業として，一体となって発展を目指す取
組み。

秋葉区の花

木もれ陽の遊歩道
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中央区

東　区 北　区

江南区

秋葉区

西蒲区

西　区

南 区

大地の恵みと伝統・文化にはぐくまれた
郷土愛にあふれる，いきいきと暮らせるまち

南　区
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４　区ビジョン基本方針

南　区

地　理

　南区は本市の南部に位置し，南北に長い地形で，市内8区のなかで西蒲区，北区に次ぐ広大な面積
を有しています。
　地勢は平坦で，区の東側を信濃川が，中央を中ノ口川が流れ，両河川によってはぐくまれた肥沃
な農地が広がっています。
　また笹川邸（国重要文化財旧笹川家住宅）や，昭和初期の懐かしい駅舎と列車を残す旧月潟駅など，
歴史や文化に親しめる場が数多く存在しています。

人　口

　人口減少，少子・超高齢化が急速に進む近年，南区においては，平成22年の国勢調査を基準とし
た区別将来推計人口によると，平成27年以降では8区中2番目に大きな減少率が見込まれ，65歳以
上の人口割合については，平成47年において8区中最も高い伸び率が予想されます。

産　業

　仏壇や鎌などの伝統的な地場産業や工業団地の立地により製造業が盛んです。（図1）
　農業分野では，稲作や果樹栽培が盛んで，西洋ナシのル レクチエや日本ナシ，桃，ぶどうなど数
多くの果物が生産されています。（図2） 野菜や花の産地としても知られ，食用菊やチューリップ切り
花が有名です。さらに，アグリパーク＊や，多くの観光農園ではさまざまな体験を通して農業の楽し
さや大切さを学ぶことができます。
　また，世界最大級の白根大凧合戦など，数多くのイベントを活用した観光分野にも力を入れてい
ます。

交　通

　主要な道路は，国道8号が南北に，国道460号が東西に通り，県道，市道と結ばれています。
　南区内には軌道系の交通機関がなく，市中心部，秋葉区，西蒲区，加茂市，燕市方面など，区外
と結ぶ路線バスのほか，区内では，区バス＊や住民バス＊，タクシーを活用したデマンド交通＊が主要
な公共交通としての役割を担っています。

区の概要

＊アグリパーク………  農業に触れ，親しみ，農業を学ぶ場を提供する，日本初の公立教育ファーム。宿泊施設を備えた農業
体験学習施設（平成26年6月開園）。

＊区バス………………  区制導入に伴い区役所への移動など新たに生じる移動ニーズに対応することを目的に，区が運行計画
を立案し，交通事業者に委託して運行する乗合バス。

＊住民バス……………  バス路線の廃止問題を抱える地区や公共交通空白・不便地域において，地元住民組織が主体となって
運営する乗合輸送サービス。

＊デマンド交通………  利用者の移動要望（電話予約等）に応じて，運行経路や時間を調整して効率的な運行計画を立て，柔軟
な輸送を可能とする，バスやタクシーなどを利用した乗合型の交通システム。

＊都心…………………  新潟駅周辺地区，万代周辺地区，古町・白山周辺地区を包含した区域。
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■図1　人口と工業の構成割合（区別） ■図2　樹園地（果樹畑）総面積の構成割合（区別）
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資料：国勢調査（H22），経済センサス－活動調査（H24） 資料：新潟市統計書（H25）

大地の恵みと伝統・文化にはぐくまれた
郷土愛にあふれる，いきいきと暮らせるまち

区の将来像

目指す区のすがた

ひととひとがふれあい，安心していつまでも暮らせるまち

● 信濃川と中ノ口川の両河川によってはぐくまれる豊かな自然環境と調和した，安心・安全で，住
みよいまちを目指します。

● 子どもから高齢者まで地域のなかで，支えあい，学びあい，はぐくみあう，笑顔があふれるまち
を目指します。

●地域力・市民力を発揮する，区民みんなが主役となるまちを目指します。

誰もが快適に移動できる交通の利便性が高いまち

● 都心＊や近隣地域，区内各地域へのアクセスの向上を図り，都市基盤と公共交通の機能強化を進め，
全ての人にとって，交通の利便性が高いまちを目指します。

全市に占める割合は，人口が5.8%（8区中8位）に対し製造品
出荷額は14.2%（同3位）となっています。 全市の樹園地のうち，51.9%を南区が占めています。
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４　区ビジョン基本方針

＊農業活性化研究センター …  本市のさらなる農業振興を図るため，農業者が抱えている技術的な課題の解決や農業の6次産業化・
農商工連携を積極的に支援することにより，農村の活性化を支援するための施設（平成25年6月開館）。

農商工の連携が，新たな活力を生み出すまち

● 良質で新鮮な農産物の生産を続けてきた特性を基盤とし，農業活性化研究センター＊や関係機関・
団体と連携し，先進的な取組みを実践しながら，付加価値の高い農産物を供給するまちを目指し
ます。

● 歴史と伝統に支えられた確かな技術の継承と，商店街の活性化を進めながら，農業・商業・工業
が相乗的に発展する，誰もがいきいきと働けるまちを目指します。

大凧が舞い，獅子が跳ね，ル レクチエが実るまち

● 四季折々に楽しめる食と花をはじめ，勇壮な白根大凧合戦や大庄屋の風格を今に伝える笹川邸，
江戸時代から伝わる郷土芸能角兵衛獅子など，多様で豊富な観光資源の魅力を発信し，交流の輪
が広がるにぎわいのあるまちを目指します。

郷土芸能角兵衛獅子

世界が認めた白根大凧合戦
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中央区

東　区 北　区

江南区

秋葉区

西蒲区

西　区

西 区

都市と農村が融合する，うるおいの
住環境と優れた学術環境に育まれるまち

南　区
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４　区ビジョン基本方針

西　区

地　理

　西区は，信濃川及び関屋分水路以西に位置し，坂井輪地区，西地区，黒埼地区で構成されています。
区内は鉄道沿線や幹線道路沿いを中心に良好な住宅地が形成され，西には砂丘畑，南には田園地帯
が広がり，都市部と農村部がバランスよく存在しています。（図1）また，河川・潟・海などの豊かな
水環境に恵まれているとともに，大学などの学術研究機関が多くあります。（図2）

産　業

　幹線道路沿いには，物流基地の流通センターや多くの商業店舗が立地しています。農業分野では，
稲作を主体としながら畑作も盛んで，くろさき茶豆・新潟すいか・赤塚大根などが県内外に知られ
ています。また，新潟砂丘さつまいも「いもジェンヌ」などのブランド化が進められています。

交　通

　主要道路は，区の東側を南北に北陸自動車道が通り，新潟西インターチェンジ・黒埼スマートイ
ンターチェンジ＊があるほか，国道116号や国道8号・国道402号が通っています。鉄道は，市街地
を東西に結び，ＪＲ越後線の駅が7つ設置されています。バス路線も主に東西に，市の中心部と結ば
れていますが，南北のバス路線は住民バス＊が担っています。

区の概要

■図1　西区の土地利用割合 ■図2　大学・短期大学在学学生数（区別）

田
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資料：新潟市資産評価課調べ（H26.1.1） 資料：各校ホームページ（H26）

田畑の割合は45.9％，宅地の割合は20％です。なお，
宅地面積は18.78㎢で8区中1番広くなっています。

大学・短期大学数は中央区に次いで2番目ですが，在学する
学生数は8区中1番多くなっています。
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都市と農村が融合する，うるおいの住環境と優れた学術環境に育まれるまち

区の将来像

目指す区のすがた

人と人がつながり，安心・安全に暮らせるまち

● 地域のなかで人と人とのつながりを大切にし，区民が安心していつまでも元気で健康的に生活で
きるまちを目指します。

●災害時に素早く対応するとともに被害の最小化を図り，災害に強い安心・安全なまちを目指します。

都市と農村が融合するまち

● 良質で魅力的な農産物の生産を進め，特産物のブランド化を推進します。また，特産物を県内外
に発信し，さらに農商工連携＊により付加価値を高めるとともに，商店街の活性化にもつなげてい
きます。

● 都市と農村が融合する西区の特性を活かして，生産と消費をつなぎ，さらなる一体感の醸成を図
ります。

だれもが学び合える学術と文化のまち

●だれもがいつでも学び合える環境や，学びを活かして地域に貢献できる環境づくりを推進します。
●地域の文化や歴史を大切にし，新たな文化の創造を支援するとともに，スポーツの振興を図ります。

豊かな自然と快適な住環境を大切にするまち

● ラムサール条約＊湿地である佐潟をはじめ，河川や海岸などの美しい景観を未来に引き継いでいき
ます。また，その自然を活かした観光や魅力あふれるスポットについて情報発信することにより
交流人口＊を増やし，活力のあるまちを目指します。

● うるおいのある快適な住環境づくりを推進し，明るい笑顔で住みたい・住んで良かったと思える
まちづくりに努めます。

＊スマートインターチェンジ …   ETC（自動料金支払いシステム）車両のみを対象としたインターチェンジ。利用車両が限定されており，
簡易な料金所の設置で済み，料金徴収員の対応が不要なため，従来のインターチェンジに比べて低コ
ストでの導入・運用が可能。

＊住民バス……………  バス路線の廃止問題を抱える地区や公共交通空白・不便地域において，地元住民組織が主体となって
運営する乗合輸送サービス。

＊農商工連携…………  地域の基幹産業である農林水産業，商業，工業等の産業間での連携。
＊ラムサール条約……  正式名称は，「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」。締約国には，各湿地の管

理計画の作成・実施，各条約湿地のモニタリング，湿地の保全に関する自然保護区の設定，湿地の保
全管理に関する普及啓発・調査などが求められる。

＊交流人口…………… 地域を訪れる人のこと。定住人口に対する概念。
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４　区ビジョン基本方針

地域と区役所が共に歩むまち

● 地域における自治を推進し，区民と区役所が協働＊で地域課題に取り組む体制をさらに強化します。
●区民が笑顔になれるように，区役所職員がおもてなしの精神で親切・丁寧なサービスを提供します。

＊協働………………… 市民と行政が，対等な関係で相互の立場や特性を理解し，目的を共有し，連携・協力すること。

大学生による楽器体験ワークショップ

西区新鮮あさ市
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豊かな自然，歴史と文化のかおりに
満ちあふれ，人と人があたたかくつながるまち

西蒲 区

中央区

東　区 北　区

江南区

秋葉区

西蒲区西蒲区

西　区

南　区
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４　区ビジョン基本方針

西蒲区

地　理

　西蒲区は本市の西部に位置し，南区，西区及び長岡市，燕市，弥彦村と隣接しており，区内は巻，漆山，
峰岡，松野尾，角田，岩室，西川，潟東，中之口の9地区で構成されています。
　区の東側は美しい田園が広がるとともに，西側は日本海に面し風光明媚な越後七浦海岸と角田山，
多宝山，上堰潟などがあり，豊かな自然環境と観光資源に恵まれています。

産　業

　西蒲区の基幹産業は農業であり，稲作のほか，本市の「食と花の銘産品」に指定されている「越王お
けさ柿」，「巨峰」，いちじく「越の雫」をはじめとする果樹や，砂丘地帯を中心に多様な園芸作物の生
産も盛んです。
　また，確かな技術が求められる工業製品の製造を担う多くの事業所や，航空機部品製造の分野で
最先端技術を駆使する特徴ある企業などが事業を展開しています。
　さらに，恵まれた自然環境や観光資源を活かした観光も重要な産業であり，なかでも新潟の奥座
敷と呼ばれている岩室温泉は，本市唯一の温泉街として県内外から多くの観光客が訪れます。

交　通

　区外に向けた幹線交通は，区の中央を南北に縦断するＪＲ越後線と，東部を縦断し多数の高速バ
スが走る北陸自動車道があり，交通結節点＊として巻駅・越後曽根駅・岩室駅の3駅と，大規模駐車
場を備える巻潟東インターチェンジが重要な役割を果たしています。
　また，区内の移動を担う交通として，各交通結節点に接続する路線バスが運行されています。
　主要な道路は，区の中央を国道116号，海岸線を国道402号がそれぞれ南北方向に通り，それら
を結ぶ国道460号が東西方向に通っています。

区の概要

＊交通結節点…………  交通手段相互の接続にあたり，安全で快適な乗り換え環境を有する施設をいう。具体的には，鉄道駅，
バスターミナル，駅前広場など。

＊6次産業化 …………  農林漁業者（1次産業従事者）が原材料供給者としてだけではなく，「地域資源」（農林水産物，バイオマ
ス，自然エネルギーなど）を有効に活用し，加工（2次産業）・流通や販売（3次産業）に取組む経営の多
角化を進め，農山漁村の雇用確保や所得の向上を目指すこと。

＊レクリエーション…  仕事・勉学などの肉体的・精神的疲労をいやし，元気を回復するために休養をとったり娯楽を行った
りすること。

＊健幸（都市）づくり…  「健康」＋「幸福」の造語で，身体面での健康だけでなく，人々が生きがいを感じ，安心安全で豊かな生
活を送れるまちづくり。
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豊かな自然，歴史と文化のかおりに満ちあふれ，人と人があたたかくつながるまち

区の将来像

目指す区のすがた

魅力あふれる農水産物を供給するまち

● 田園型政令市にふさわしい広大な優良農地や，日本海に面し漁港を備える立地を活かし，高品質
で多様な「西蒲ブランド」の農水産物の供給拠点となるまちを目指します。（図1）

● 農業体験や観光漁業などを通じ，生産者と消費者の交流を深めていくとともに，生産から加工，
販売まで手がける6次産業化＊の推進などにより農業・水産業の魅力を伝え，将来の担い手が育つ
まちを目指します。

観光とレクリエーションのまち

● 越後七浦海岸や角田山，多宝山，上堰潟などの豊かな自然環境や数ある歴史的文化遺産と岩室温
泉を有機的に結び，多彩な楽しみ方ができる観光拠点となるまちを目指します。

● 超高齢社会に対応し，豊かな自然環境を活かしたウオーキングや，高齢者向けの競技を含む各種
スポーツの推進などにより，多様なレクリエーション＊の普及を図り，「健幸」づくり＊のまちを目
指します。

■図1　西蒲区の土地利用割合 ■図2　市内の指定・登録文化財件数（区別）
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資料：新潟市資産評価課調べ（H26.1.1） 資料：新潟市文化財調査概要（H25）

田及び山林の面積が市内で最も広く，田（47％）と畑（6％）を
合わせると区の面積の半分以上（53％）を占めています。

指定・登録文化財の件数が市内で最も多く（119件），全
区合計件数（346件）の約3分の1（34％）を占めています。
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４　区ビジョン基本方針

＊区自治協議会………  分権型政令市を実現し，市民と市との協働によって市民自治の推進を図るために，地方自治法に基づ
き各行政区に設置する市長の附属機関。本市の政令指定都市移行と同時に，8つの区に設置した。

＊地域コミュニティ協議会 …   市民と市が協働して地域のまちづくりや，その他の諸課題に取り組み，市民自治の推進を図るため，
概ね小学校区を基本単位として，自治会・町内会を中心にさまざまな団体等で構成された組織。

＊自主防災組織………  地域住民が「自分たちのまちは自分たちで守る」という共助の精神に基づき，地域の防災活動のために
自主的に結成された組織。

歴史と文化を守り伝え続けるまち

● 角田山のふもとに点在する数多くの遺跡などに光をあて，いにしえの時代からこの地に連綿と続
く人々の営みについて，それらを学ぶ環境と語り部を育み，将来にわたり伝え続けます。
● 江戸時代，さまざまな文化を伝えた北国街道や，郷土玩具の「鯛車」，「のぞきからくり」，「越後傘
ぼこ」など，西蒲区に古くから伝わる文化を内外に発信し，後世まで守り伝え続けます。（図2）

人が行き交う活力あふれるまち

● 西蒲区の実情に合った公共交通体系を構築し，だれもが移動しやすい環境を整えることで地域の
交流促進を図り，人が行き交うにぎわいのあるまちを目指します。
● 高速交通アクセスに恵まれた立地条件を活かした新たな企業誘致の推進や，商工業のさらなる振
興により雇用創出と定住者確保を図ることで，活力あふれるまちを目指します。

人の和でつながる安心・安全なあたたかいまち

● 地域ぐるみで支えあう人の和を醸成し，だれもが笑顔で安心して暮らし続けられる，あたたかみ
あふれるまちを目指します。

● 地域のだれもが次代を担う子どもたちの学びを支え，学び合いを通じて人と人とのつながりが生
まれ，広がるまちを目指します。

● 区自治協議会＊，地域コミュニティ協議会＊，自治会，自主防災組織＊など，住民自治を担うあらゆ
る主体の連携を深め，課題解決に向けて地域全体で取り組む安心・安全なまちを目指します。

春の上堰潟と角田山 国指定重要文化財　種月寺本堂
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附属資料

　計画の策定にあたっては，市民の皆さまのご意見を幅広くお聞きするため，ワークショップやア
ンケートなど市民参加の機会を設けたほか，市議会や総合計画審議会での審議，区自治協議会との
意見交換などを行う体制を整え，多様な世代・立場の方から多くのご意見をいただいてきました。

総合計画策定推進本部
本 部 長　　市　長

副本部長　　副市長
　　　　　　教育長
　　　　　　水道事業管理者
　　　　　　病院事業管理者

本 部 員　　部長･区長等

市議会
総合計画特別委員会市民参加

・各種ワークショップ
・アンケート
・聞き取り調査
・パブリックコメント
・その他
　（コミュニティ協議会，
　志民委員会等との連携）

市 民 参 加 総合計画審議会 総合計画
策定推進本部（庁内）

平成25年11月 本部設置

平成26年 1月

8大学連携まちづくりワークショップ
区自治協議会まちづくりワークショップ
新潟市サポーターズ倶楽部まちづくりアンケート
新潟大学法学部特殊講義まちづくりアンケート

第1回本部会議

　　  　 2月 第2回本部会議
　　  　 3月 にいがた未来cafe 第3回本部会議
　　  　 4月 区自治協議会との意見交換会
　　  　 5月 地域コミュニティを考えるワークショップ

　　  　 6月 女性を対象とした聞き取り調査 第1回全体会・諮問 第4回本部会議
第5回本部会議

　　  　 7月 女性が考えるにいがたの未来ワークショップ 第1回部会
第2回部会

　　  　 8月
地域コミュニティ協議会との懇談会
パブリックコメント
「にいがた未来ビジョン」シンポジウム

第3回部会

　　  　 9月 第4回部会
第2回全体会 第6回本部会議

　　  　10月 答申

新潟市総合計画策定体制１

策定の経過２

総合計画
審議会

各区
自治協議会

提案

議決
説明

意見

報告

意見

尊重

意見

諮問

答申
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　総合計画審議会は，各界・各層から幅広いご意見をいただくため，新潟市附属機関設置条例に基
づき，総合計画策定の際に設置される機関であり，学識経験者，各分野団体等さまざまな立場の方
から，4つの部会に分かれて，ご審議していただきました。

（1）審議会委員名簿

総合計画審議会３

（五十音順・敬称略）
部　会 委員名 職　名　等
会　長 髙橋　姿 新潟大学　学長

第1部会

◎大串　葉子
坂爪　惣一郎
新藤　幸生

○鷲見　英司
鶴巻　美歩
西村　伸也
藤井　武夫
松田　正實
諸橋　奈々
山賀　昌子

新潟大学経済学部　准教授
西蒲区自治協議会　会長
秋葉区自治協議会　会長
新潟大学経済学部　准教授
（一社）新潟青年会議所　創造力育成室　女性の力創造委員会　委員長
新潟大学工学部　教授
東中野山小学校区コミュニティ協議会　会長
葛塚中央コミュニティ協議会　会長
株式会社コーチエンタープライズ　代表取締役
特定非営利活動法人まちづくり学校　事務局長

第2部会

秋山　詩織
市井　栄吉
大宮　一真
海津　悠平
近藤　尚代

○齋藤　玲子
椎谷　照美
関川　弘雄
広橋　武
真嶋　民雄
間島　由夏

◎丸田　秋男
山田　美恵

コミュニティソーシャルワーカー（中央区社会福祉協議会）
社会福祉法人更生慈仁会はまゆう　施設長
新潟市小中学校PTA連合会　会長
南区自治協議会　委員
にいがた女性会議　運営委員
新潟大学大学院医歯学総合研究科　教授
特定非営利活動法人ヒューマン・エイド22　代表
有明台小学校区コミュニティ協議会　会長
（一社）新潟市医師会　理事
西区自治協議会　会長
亀田西小学校区コミュニティ協議会　事務局長
新潟医療福祉大学　副学長
地域教育コーディネーター（東青山小学校）

第3部会

阿部　洋一
五十嵐　彌
市野瀬　純子

◎岩佐　明彦
川上　光子
郷　扶二子
霜鳥　彩
古川　彩乃
山中　知彦

○渡邉　信子

中央区自治協議会　会長
小須戸小学校区コミュニティ協議会　会長
にいがた農村地域生活アドバイザー会議　会長
新潟大学工学部　准教授
地域教育コーディネーター（中之口東小学校）
坂井輪中学校区まちづくり協議会　副会長
株式会社ジョイフルタウン　「月刊にいがた」　副編集長
公募委員
東区自治協議会　会長
特定非営利活動法人新潟NPO協会　代表理事

第4部会

◎五十嵐　由利子
石田　美紀

☆今井　幹文
奥寺　洋子
小田　信雄

○木山　光
池主　透子
豊岡　克
真木　美智代
真島　彰夫
山崎　敬雄

新潟青陵大学短期大学部　副学長
新潟大学人文学部　准教授
新潟経済同友会　代表幹事
新潟商工会議所　女性会　副会長
小林コミュニティ協議会　会長
志民委員会　N・Visionプロジェクト　世話人代表
TC－wave　代表
江南区自治協議会　会長
公募委員
岩室地域コミュニティ協議会　会長
北区自治協議会　会長

H26.7月時点の職名 ☆印は副会長，◎印は部会長，○印は職務代行者
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附属資料

　新潟市が本州日本海側初となる政令指定都市移行を平成19年に成し遂げてから7年半が経過
しました。その間、平成20年のリーマンショックや平成23年の 3.11大震災の発生など、当
初想定しなかった環境変化に対応しながら、拠点性を活かした取組みや、市民が市政に参画す
るための仕組みの構築など、市民と 共に進めたまちづくりにより、政令指定都市としての基
盤は整ったものと認識しています。
　今後、我が国は少子・高齢化の急激な進行による本格的な人口減少時代を迎え、自治体を取
り巻く環境も大きく変わることが予想され、私たちの新潟市も例外ではありません。
　次期総合計画「にいがた未来ビジョン」は、新潟市におけるこのような激動の時代環境の中にお
いて、私たち一人ひとりの市民が明るい未来に向かうための、いわば羅針盤ともいえる計画です。
　本審議会は、平成26年6月24日、総合計画素案の諮問を受け、4つの部会を設置し、各部会、
部会長会議及び全体会において、これまで延べ20回にわたり、専門的な見地や地域、市民と
しての立場から審議を重ねてきました。
　審議にあたっては、新潟市におけるこれまでのまちづくりの現状と課題に加え、自然や文化、
地理的条件、産業構造などの新潟市の特性や、メガトレンドである人口減少、少子・高齢化の
進行など国全体を取り巻く状況を踏まえることを前提としました。
　その上で、安心・安全な暮らしの実現、国や県における新潟市の果たすべき役割などについ
て、目指すべき方向を的確に捉えたものとなっているかという視点に立ち、慎重かつ活発な議
論を行ってきました。
　さらに、市民と共有できるわかりやすい表現・構成となっているか、市民の立場に立った計
画となっているかという観点からの検討を加えたところです。
　審議の結果、「にいがた未来ビジョン」素案は、新潟市の次期総合計画としてふさわしい内容
であると考えます。
　なお、計画の実施にあたっては、基本構想で掲げた「地域・田園・自然の力を活かし、健康で
安心に暮らせるまちづくり」「日本海開港都市の拠点性を活かし、 創造的に発展を続けるまちづ
くり」という2つのまちづくりの理念のもと、「市民と地域が学び高め合う、安心協働都市」「田
園と都市が織りなす、環境健康都市」「日本海拠点の活力を世界とつなぐ、創造交流都市」という
3つの都市像の実現に向け、市民と行政が力を合わせ、市民生活の向上に努めるよう要請します。
　また、厳しい人口減少、少子・超高齢社会においても、新潟市の活力を向上させるための取
組みを全力で進めると同時に、次世代に過度な負担を強いることなく引き継ぐよう、持続可能
なまちづくりを進め、安心で安全な市民の暮らしを実現させることを要請します。

（2）審議項目

（3）答申書（前文）

部　会 審　議　項　目

第1部会 ●土地利用方針
●行政運営方針

第2部会 ●都市像Ⅰ「市民と地域が学び高め合う、安心協働都市」

第3部会 ●都市像Ⅱ「田園と都市が織りなす、環境健康都市」
●区ビジョン基本方針

第4部会 ●都市像Ⅲ「日本海拠点の活力を世界とつなぐ、創造交流都市」
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　本市が目指すまちづくりを市民の皆さまと共有していくため、策定段階において，ワークショッ
プやアンケート，意見交換などを実施し，市民の皆様の考えをお聞きしました。

（1）ワークショップ

市民参加４

内　容 開催日 参加者 テーマ・主な意見 参加人数

8大学連携まちづくり
ワークショップ

平成26年
1月11日

新潟大学，新潟薬科大
学，新潟国際情報大学，
新潟青陵大学，新潟医
療福祉大学，日本歯科
大学新潟生命歯学部，
敬和学園大学，新潟県
立大学の大学生

テーマ
『新潟市の将来像（ビジョン）について』
主な意見
・  楽しく働ける会社がたくさんあるまちに
なってほしい。

・  公共交通機関が充実しているまちになっ
てほしい。

72

区自治協議会
まちづくり
ワークショップ

1月16日～
2月27日 区自治協議会委員

テーマ
『総合計画や区ビジョン基本方針、区ビジョ
ンまちづくり計画に基づき実施してきた「こ
れまでの取り組み」を検証』
主な意見
・  一人暮らしの方に対するケア（病気・除雪・
ゴミ出し）などが必要。

181

にいがた未来cafe 3月29日

区自治協議会，地域コ
ミュニティ協議会，地域
コーディネーター，大学
生，専門学校生，まちづ
くりの各種活動主体，女
性団体，外国人ほか

テーマ
『新潟市の未来について』
主な意見
・  若者の働く場の創出、誘致が必要。
・  英語で暮らせる環境の整備が必要。

128

地域コミュニティを考
えるワークショップ 5月18日 地域コミュニティ協議会，

地域コーディネーター

テーマ
 『暮らしやすい地域コミュニティを実現させる
ための方策について』
主な意見
・  高齢者と子どもが近づける場があるとよい。

12

女性が考えるにいがた
の未来ワークショップ 7月21日 専門学校生，大学生，

子育て支援団体

テーマ
『若い女性の流出を減少させるために取り組むこと』
主な意見
・  子育て世代に暮らしやすい環境をつくること。

11

8大学連携まちづくりワークショップの様子 区自治協議会まちづくりワークショップの様子
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附属資料

（2）アンケート・聞き取り調査

内　容 開催日 対象者 調査内容・主な意見 回答人数

新潟大学法学部
特殊講義
まちづくりアンケート

平成26年
1月28日

新潟大学法学部
特殊講義
受講者

テーマ
『市政情報をどこから得ているか』
『2020年，新潟市がどんなまちになっ
ていたら良いと思うか』など
主な意見
・  テレビ，ラジオ，新聞から情報を得
ている。

・ 自然豊かなまち。

165

新潟市サポーターズ
倶楽部
まちづくりアンケート

1月22日～
2月23日

「新潟市サポーターズ倶楽部」会
員をはじめとした，県外在住の
新潟市に愛着のある皆さま

テーマ
『あなたが思う「新潟市の魅力」』『あなた
が思う「新潟市の改善すべきこと」』など
主な意見
・食べ物がおいしい。
・もっと首都圏に魅力を発信すべき。

65

女性を対象とした
聞き取り調査

6月25日～
7月11日

各区役所の窓口や子育て支援
施設を訪れる女性，大学生，
専門学校生

テーマ
『新潟市が女性にとってより魅力的で
「住みたい」，「住み続けたい」と思って
もらえるようなまちになるためのアイ
ディア』など
主な意見
・  子育て世代が働きやすい企業を増や
すこと。

407

にいがた未来cafeの様子

サポーターズ倶楽部まちづくりアンケートの様子
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（3）意見交換

内　容 開催日 説　明 参加人数

区自治協議会との意見交換会
平成26年
4月30日～

5月30日

区自治協議会の冒頭に市長より次期総合計画策定について
説明をした後、市長と自治協議会委員との意見交換 209

地域コミュニティ協議会との
懇談会 8月2日 地域コミュニティ協議会と「にいがた未来ビジョン」をテー

マに開催 71

（4）シンポジウム
　『デフレの正体』や『里山資本主義』の著者である藻谷浩介氏を講師に迎え，総合計画のポイントであ
る「人口減少社会と田園資源を活用したまちづくり」をテーマにシンポジウムを開催しました。

開 催 日　平成26年8月23日
会　　場　朱鷺メッセ2階メインホール
参加人数　約200人

（5）パブリックコメント
　総合計画の素案について，市民の皆さまからご意見を募集しました。

募集期間　平成26年8月4日～9月12日
提 出 数　提出者数 23者　意見数 63件
提出方法　郵送 3者　FAX 7者　電子メール 13者
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附属資料

　新潟市の現状を概観するうえで，本編のほかに参考となる各種データを紹介します。

各種データ５

※1　 15～49歳の女性が1年間に出産した子どもの数を基にして，一人の女性が生涯に生むと予測される子どもの数の平均数を算出したもの。データ
は平成25年時点。

※2　新潟市全体には本市被保険者で市外に住所のある住所地特例者を含んでいる。
※3　65歳時点の平均余命年数のうち，日常生活が自立している期間（年数）を「健康な期間」，自立していない期間（年数）を「健康でない期間」とする。

項　　目 新潟市全体 北　区 東　区 中央区

人
口
昼夜間人口比率（昼間人口／夜間人口） 101.8 94.1 93.1 132.1 

外国人人口（人） 4,549 572 771 1,369 

子
ど
も

合計特殊出生率　※1 1.32 1.27 1.38 1.27 

幼稚園・保育園数（施設） 275 28 45 60 

小学校数（校）　　（分校1含む） 115 13 12 22 

中学校数（校）　　（分校1含む） 61 8 8 10 

放課後児童クラブ数（クラブ） 104 8 15 20 

高
齢
者

要支援・要介護認定者数（人） ※2 38,358 3,563 6,137 8,327 

特別養護
老人ホーム

施設数（施設） 75 9 11 12 

定員合計（人） 4,867 500 694 704 

在宅療養支援診療所数（施設） 42 1 3 18 

健康寿命
男性 ※3

健康な期間（年） 17.19 17.04 16.97 17.01 

健康でない期間（年） 1.77 1.82 1.97 1.68 

健康寿命
女性 ※3

健康な期間（年） 20.55 19.96 20.23 20.23 

健康でない期間（年） 3.90 4.18 3.94 3.82 

産　

業
産業中分類別製造品出荷額等の
上位の割合（％）

食料品製造業 化学工業 パルプ・紙・紙
加工品製造業

輸送用機械器具
製造業

22.3 61.5 54.2 33.2 
化学工業 食料品製造業 化学工業 食料品製造業

20.1 13.4 10.8 24.6 
パルプ・紙・紙加工
品製造業 金属製品製造業 食料品製造業 印刷・同関連業

16.3 4.4 9.7 9.9 
農
業 認定農業者数（人） ※4 3,122 353 71 38 

地
域
・
人
づ
く
り

コミュニティ協議会数 97 8 12 22 

避難所

避難所数（箇所） 364 43 29 49 

一時避難場所数（箇所） 209 32 24 19 

広域避難場所数（箇所） 11 2 1 3 

空き家
戸数（戸） 41,950 2,250 5,770 17,460 

率（％） 12.3 8.3 9.7 18.3 

NPO法人数（法人） 235 14 27 104 

交　

通
代表交通手段別
構成比※5

鉄道（％） 2.6 2.9 1.3 3.1 

バス（％） 2.8 0.5 2.3 5.5 

自動車（％） 69.3 78.6 71.1 61.1 

二輪車（％） 9.8 5.3 10.5 12.5 

徒歩（％） 15.4 12.8 14.8 17.8 
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※4　 農業の経営感覚に優れ，他産業の労働者並みの年間所得などを実現できる農業者として，自ら作成した農業経営の計画により市町村から認定さ
れた農業者。データは平成25年時点。

※5　人がある1つの目的をもって移動したときの主な交通手段の割合。

江南区 秋葉区 南　区 西　区 西蒲区 資　料

99.1 87.1 94.9 92.6 92.1 国勢調査（H22）

246 258 108 1,010 215 住民基本台帳人口（H25.12）

1.38 1.31 1.34 1.35 1.20 新潟市の保健と福祉（保健編）（H26）

28 26 17 49 22 新潟市子育て応援パンフレット「スキップ」（H26）

10 13 11 19 15 
学校基本調査（H26）

7 6 6 10 6 

9 11 9 19 13 新潟市子育て応援パンフレット「スキップ」（H26）

3,549 4,005 2,306 7,292 3,179 新潟市介護保険課調べ（H26.3）

9 9 4 13 8 
新潟市介護保険課調べ（H27.3）

688 546 330 907 498 

1 4 1 7 7 新潟市医療計画（H26）

17.05 17.44 17.08 17.49 17.19 

新潟市保健所調べ（H22）
2.03 1.86 1.69 1.80 1.76 

20.47 20.68 21.23 20.91 20.81 

4.25 3.61 3.34 4.15 4.08 

食料品製造業 輸送用機械器具
製造業 食料品製造業 食料品製造業 食料品製造業

経済センサス－活動調査（H24）

60.7 40.4 31.1 35.1 33.9 
印刷・同関連業 窯業・土石製品製造業 金属製品製造業 印刷・同関連業 金属製品製造業

12.6 13.2 18.6 13.1 20.7 
プラスチック製
品製造業

電子部品・デバイス・
電子回路製造業 鉄鋼業 飲料・たばこ・

飼料製造業
生産用機械器具
製造業

7.2 6.3 12.1 10.5 9.7 
303 402 549 530 876 新潟市の農林水産業（H26）

8 11 12 15 9 新潟市市民協働課調べ（H26.4.1）

34 57 48 37 67 

新潟市防災課調べ（H27.4）36 19 38 18 23 

0 0 1 2 2 

1,920 2,490 1,260 8,840 1,950 
住宅・土地統計調査（H20）

8.2 9.1 8.4 12.2 9.9 

15 16 2 42 15 新潟市市民協働課調べ（H25）

2.5 4.7 0.2 2.6 2.5 

新潟市内都市交通特性調査（H23）

0.7 0.2 1.2 2.9 1.0 

76.4 68.7 82.7 69.8 75.0 

8.5 10.3 6.6 8.1 8.4 

12.0 16.0 9.3 16.7 13.2 
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にいがた未来ビジョン
（新潟市総合計画）

【編集・発行】

新潟市　地域・魅力創造部　政策調整課
〒951-8550　新潟市中央区学校町通1番町602番地1
TEL：025-226-2066　　FAX：025-224-3850

E-mail：seicho@city.niigata.lg.jp
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